
 

 

 

 

 

 

 

三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する基本計画 

令和７年度 実施状況報告（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年 10 月 

 

 

三 重 県 

 

 

 

m231034
テキストボックス



m231034
テキストボックス
別冊２




 

三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する基本計画 

令和７年度 実施状況報告（案） 

 

 本県では、「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する条例」（以下、「条

例」という。）（＊）の基本理念に位置づけた４つの基本施策を推進するため、

令和２年３月に策定した「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する基

本計画」（以下、「基本計画」という。）に基づき、農業及び農村の活性化に資

する施策を進めています。 

 

□「条例」の基本理念に位置づけられた４つの基本施策□ 

Ⅰ 安全・安心な農産物の安定的な供給 

Ⅱ 農業の持続的な発展を支える農業構造の確立 

Ⅲ 地域の特性を生かした農村の振興と多面的機能の維持・発揮 

Ⅳ 農業・農村を起点とした新たな価値の創出 

 

 

 

 基本計画に基づく当該年度の施策の実施状況については、条例第９条第５

項の規定に基づき、毎年一回、とりまとめて公表することとしています。 

 

＊「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する条例」は「三重県食を担う

農業の振興及び農村の活性化に関する条例」へ令和７年10月27日に改正 
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基本計画の基本施策と基本事業 

 

基 本 施 策 基 本 事 業  頁 

Ⅰ 安全・安心な農産

物の安定的な供

給 

・・・５頁 

(1)新たなマーケット等に対応した水田農業の推進 …６ 

(2)消費者ニーズに応える園芸等産地形成の促進 …11 

(3)畜産業の持続的な発展 …18 

(4)農産物の生産・流通における安全・安心の確保 …23 

Ⅱ 農業の持続的な

発展を支える農

業構造の確立 

・・・28頁 

(1)地域の特性を生かした農業の活性化 …29 

(2)農業経営体の持続的な経営発展の促進 …33 

(3)農業を支える多様な担い手の確保・育成 …38 

(4)農福連携の推進 …43 

(5)農業生産基盤の整備・保全 …47 

(6)農畜産技術の研究開発と移転 …50 

Ⅲ 地域の特性を生

かした農村の振

興と多面的機能

の維持・発揮 

・・・55頁 

(1)地域資源を生かした農村の活性化 …56 

(2)多面的機能の維持・発揮 …60 

(3)災害に強い安全・安心な農村づくり …63 

(4)中山間地域農業の振興 …66 

(5)獣害につよい農村づくり …69 

Ⅳ 農業・農村を起点

とした新たな価

値の創出 

・・・74頁 

(1)新価値創出と戦略的プロモーションの展開 …75 

(2)県産農産物のブランド力向上の推進 …78 

(3)農業の国際認証取得の促進と活用 …82 

【参考】 

注力する取組とその推進体制（プロジェクト・危機管理）について 
…86 
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◇トピックス一覧 

タ イ ト ル  頁 

・コムギ赤かび病対策の徹底に向けた研修会の開催 
…10 

 
・県内外におけるＰＲイベントを通じた県産米の魅力発信 

・三重県オリジナル品種「うた乃」のＰＲの取組 

～三重テラスでの消費者体験イベント、県内高校生との連携～ …17 

 ・飲食店と連携した伊勢茶魅力発信の取組 

～伊勢茶メニューキャンペーンを 154店舗で実施～ 

・地鶏の生産基盤の強化に向け、鶏舎等の整備を支援 
…22 

 
・県産ブランド和牛の海外での商流構築に向けた精肉加工支援 

・消費者向けの食の安全・安心研修会の開催 
…27 

 
・卸売市場の活性化に向け「にぎわい市場デー」を開催 

・津市分部地区の生姜栽培を通じた地区活性化の取組 

～農薬、化学肥料に頼らずに栽培した生姜の特産品化と活動のＰＲ～ …32 

 ・大豆新品種「サチユタカＡ１号」の作付拡大 

～実需者と生産者の双方のニーズに応える取組～ 

・策定された地域計画の実現に向けた取組 ～津市安濃町戸島地区の事例～ 
…37 

 ・新たな体制の構築による集落営農等の経営継続に向けた支援 

～農業経営集約化促進事業の実施～ 

・みえの就農サポートリーダーが研修生をサポート ～新規就農者の確保に向けて～ 
…42 

 
・農業分野における多様な担い手確保に向けて環境整備を支援 

・農福連携拡大に向けた専門人材の育成 …46 

・農地整備事業における農地の大区画化について ～松阪市寺井地区の事例～ …49 

・樹脂ワイヤーを利用したワイヤーメッシュ柵の補強技術 
…54 

 
・ふん粒度を指標とした乳牛の栄養管理技術の開発 
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タ イ ト ル  頁 

・地域資源を生かしたビジネスの展開を支援 

～農山漁村の商品を売り込める人材を育成～ …59 

 
・持続可能な農泊の取組を支援 ～新たな需要の獲得に向けて～ 

・「第 16回みえのつどい」を開催 

みんなでつなごう「みえの農村」～交流から生まれる新たな出会いと学び～ …62 

 
・多面的機能支払交付金の活動取組 ～子安の里の会の事例～ 

・農業用ため池における防災・減災対策 

～馬菖溜地区（菰野町）の事例～ …65 

 ・農道の保全対策 

～上野依那古地区（伊賀市）の事例～ 

・中山間地域等直接支払制度を活用した農地保全の取組 

～いなべ市北勢町 東貝野集落協定の取組の事例～ …68 

 
・中山間地域の魅力発信に向けた取組 ～尾鷲市天満地区の事例～ 

・「獣害につよい集落」等優良活動事例 

～「自らの地域は自らで守ろう！」町内外との連携で実現した新たな獣害対策～ 

「サル対策有志グループ」（伊勢市横輪町） 

…73 

・「みえジビエ」の販路拡大に向けた取組  

・農林水産資源を活用した新たな食品ビジネスの創出支援 
…77 

 
・首都圏のレストランにおける「三重県フェア」の開催 

・食べて！見て！学ぶ！「大人の食育」を実施 
…81 

 
・ブランド力向上をめざしたオンライン研修とプレゼン大会を実施 

・花き生産者に対するＧＡＰ研修会を開催 …85 

・アフリカ豚熱発生に備えた防疫演習を実施 …101 
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農業産出等額 

農業生産によって得られた農産物、これらを原料とする加

工農産物の生産額の合計（農林水産省生産農業所得統計・三

重県調べ）（経営所得安定対策等による交付金等を含む） 

 
 

 
令和元年度 

(計画策定時) 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

 

令和６年度 

 

令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  
1,210 億円 

（令和元年） 

1,214 億円 

（令和２年） 

1,218 億円 

（令和３年） 

1,222 億円 

（令和４年） 

1,222.5 億円 

（令和５年） 

1,223 億円 

（令和６年） 

1,225 億円 

(令和 10 年) 

実績値 
1,205 億円 

(平成 30 年) 

1,199 億円 

（令和元年） 

1,153 億円 

（令和２年） 

1,171 億円 

（令和３年） 

1,188 億円 

（令和４年） 

1,328 億円 

（令和５年） 

1,358 億円 

（令和６年） 

 

 

【基本事業１】新たなマーケット等に対応した水田農業の推進 

【基本事業２】消費者ニーズに応える園芸等産地形成の促進 

【基本事業３】畜産業の持続的な発展 

【基本事業４】農産物の生産・流通における安全・安心の確保

基本施策Ⅰ 安全・安心な農産物の安定的な供給 
 

基本目標指標 

目標の進捗状況 

農畜産物の生産拡大や魅力発信について、生産者や関係団体と協力して着実に取り組ん

だ結果、米、麦等の一部の農産物において作柄不良があったものの、米等の農産物や豚肉等

の畜産物における販売価格の上昇により、基本目標を達成しました。４つの取組目標につい

ては、達成が３項目、未達成が１項目となりました。 

引き続き、米、麦、大豆等の生産振興や販売促進、気候変動に対応する高温耐性米の生産

拡大、生産性向上につながる節水型乾田直播等の先進技術の実証、スマート農業技術の実装

に取り組み、食料自給率の向上を図ります。また、「伊勢茶振興計画」に基づき、生産強化

と消費拡大に向けた取組を進めます。さらに、高収益型畜産連携体の育成や家畜伝染病に対

する防疫体制の強化に取り組みます。 

７年度評価 

消費者の「食」に対する多様なニーズに応え、安全・安心な農産物を安定的に供給するた

め、農業の生産体制の維持・発展を図ります。 

また、国内外における新たな需要の取り込みや、ＩＣＴ等の活用によるスマート農業技術

の導入など、「持続的なもうかる農業」の実現に向けた戦略的な取組を促進することにより、

収益性と高付加価値化を意識した農業の展開を図ります。 

さらに、農薬等の生産資材の使用や米穀等の食品表示について、行政による適切な指導・

監督、生産・加工・流通に携わる人びとによる自主管理の定着を促進するとともに、家畜伝

染病の発生防止等対策の徹底などを通じて、消費者の「食」に対する一層の安心感、信頼感

の醸成を図ります。 

めざす方向 
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【基本事業Ⅰ-１】新たなマーケット等に対応した水田農業の推進 

 

 
 

米、小麦、大豆の自給率

（カロリーベース） 

県民の皆さんが食料として消費する米、小麦、大豆の

うち県内産により供給が可能な割合 

 

 

 
令和元年度 

(計画策定時) 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  
78.5％ 

（令和元年度） 

79.0％ 

(令和２年度) 

79.5％ 

(令和３年度) 

80.0％ 

(令和４年度) 

80.5％ 

(令和５年度) 

81.0％ 

(令和６年度) 

83.0％ 

(令和10年度) 

実績値 
78％ 

(平成 30 年度) 

75.4％ 

(令和元年度) 

80.8％ 

(令和２年度) 

80.0％ 

(令和３年度) 

84.2％ 

(令和４年度) 

85.5％ 

(令和５年度) 

75.4％ 

(令和６年度) 

 

達成率  96％ 100％ 100％ 100％ 100％ 93％  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組目標 

◇ 国の米政策への対応を図りつつ、製粉事業者とのサプライチェーンが形成されている

小麦の生産拡大、大豆や飼料用米等の生産拡大、地域の特性に応じた新たな作目の導

入などを経営所得安定対策等の活用により促進します。 

◇ 稲、麦、大豆の種子については、主要農作物の種子に係る県条例を制定し、安定的に

供給できる体制の構築に取り組みます。 

◇ 「結びの神」や県を代表する銘柄米「伊賀コシヒカリ」などブランド米の振興と活用

を進めるとともに、業務用途向け多収性品種や「神の穂」、「山田錦」といった酒米

の生産など、事業者等と連携した県産米のシェア拡大に取り組みます。 

◇ 水田作物の生産効率や品質等の向上に向けて、ＡＩやＩｏＴ、ロボット等を活用した

スマート農業技術の導入促進を図ります。 

基本事業の取組方向 

全国的に主食用米の需要が高まる中、本県における持続的な水田農業の維持・発展に向け

て、麦や大豆、新市場開拓用米等の作付を推進するとともに、スマート農業技術の導入や病

害虫防除の徹底等、生産性向上に向けた取組を推進したものの、米の作柄不良や小麦におけ

る赤かび病の多発、大豆における減収により、目標を達成できませんでした。 

引き続き、食料自給率の向上に向けて、主食用米の生産拡大や品質向上、販売拡大に向け

た取組を進めます。また、麦・大豆等の生産性や品質の向上に向けたスマート農業技術や栽

培管理技術の導入支援、稲、麦、大豆の優良種子の安定供給の取組を進めます。 

７年度評価 

目標の進捗状況 
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１ 水田作物の消費動向をふまえた生産 

①  持続可能な水田農業を実現するために、生産者や生産者団体、関係事業者等が共通

認識を持って、本県水田農業の発展に向けた取組を進めるための指針として策定した

「三重の水田農業戦略 2020」に基づき、新品種の導入、収量品質の向上に向けた技術

対策の徹底等の取組を進めました。 

②  主食用米について、「令和７年産の生産量の目安」の達成に向け、主食用米の作付を

推進したことにより、主食用米の作付面積（実績）は、前年より 1,200ha 増加し

25,700haとなりましたが、生産量（実績）は目安を 4,800t程度割り込みました。 

③  各市町で策定された「水田収益力強化ビジョン」の実現に向け、各地域農業再生協

議会と連携して、麦や大豆、飼料用米、新市場開拓用米のほか、野菜をはじめとした

高収益作物等、地域の実状に合った品目の生産振興を図りました。 

④  国の経営所得安定対策や水田活用の直接支払交付金等の積極的な活用に向け、ＪＡ

や市町等を参集した会議を開催し、制度の周知と推進を行いました。 

⑤  麦については、収量向上に向けて、赤かび病対策を重点的に推進したことにより、

単収は前年度から 100㎏/10a増加し、352㎏/10aとなりました。製粉事業者等と連携

して品質向上を図りながら、作付拡大を進めましたが、主食用米への転換等により、

栽培面積は 7,240ha（対前年 400ha減）、収穫量は 25,467ｔ（対前年 6,482ｔ増）とな

りました。 

⑥  大豆については、大規模生産者の作期分散に対応する新品種「サチユタカＡ１号」

の作付けを推進しました（対前年 75ha増加）。加工事業者等からの需要に対応するた

め、麦後への作付けを推進しましたが、麦の作付が減少したことに伴い、栽培面積は

4,110ha（対前年 400ha減）、収穫量は 3,250ｔ（対前年 630ｔ増）となりました。 

⑦  小麦粉に替わるものとして需要が期待されている米粉の生産振興に向けて、本県の

気象条件に適した米粉専用品種を選定するための栽培実証（約 1.1ha）に県内５か所

で取り組みました。また、米粉用途に適した米の品種の中から、パン等への加工適正

を評価し、本県に適した品種として「ミズホチカラ」「笑みたわわ」を選定しました。 

⑧  輸出用米等の新市場開拓用米については、麦、大豆の不適地を中心に生産拡大を図

りましたが、主食用米への転換等により、作付面積が 91ha（対前年 37ha 減）、収穫

量は 452ｔ（対前年 185ｔ減）となりました。 

⑨  ゴマについては、県内のゴマ加工販売事業者と連携して生産拡大に取り組んだ結果、

栽培面積は 22.5ha（対前年 0.8ha増）となり、生産量は 5,200kg（対前年 1,675kg増）

となりました。 

  

7 年度の取組状況 
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２ 稲、麦、大豆の優良種子の安定供給 

①  「三重県主要農作物種子条例」に基づき、優良種子の確保に向けて、採種事業に取

り組みました。大豆種子については、県内産種子の供給量増加に向け、種子生産ほ場

の面積の拡大（70ha対前年 15ha増）を進めました。 

 

３ 県産米のシェア拡大に向けた取組 

①  県産米の消費拡大に向けて、県内外の量販店において、「三重の米ブランド化推進

会議」と連携し、お米のクイズイベントや食べ比べ等によるＰＲ活動を実施しました。 

②  「結びの神」については、公募により選定された 93件の生産者・組織によって 309ha

（対前年 17ha 増）で生産が行われ、品質基準を満たした 1,008t（対前年 48t 減）が

量販店等で販売されました。 

③  「結びの神」の生産拡大に向けた取組として、生産者を募集するポスターを作成し、

県内ＪＡ等の店舗での掲示を行いました。また、「結びの神」を紹介するリーフレット

をリニューアルし、消費者向けのイベント等で広く活用しました。 

④  業務用需要に対応する品種として、「みのりの郷」「なついろ」「ほしじるし」等の作

付けを推進しましたが、米価上昇により、「コシヒカリ」への作付転換が進み、作付面

積は 419ha（対前年 226ha減）となりました。 

⑤  県産米の需要・消費の拡大を図るため、令和４年度から令和６年度にかけて就任い

ただいた「三重県産米アンバサダー」と連携し、店内でのポスター掲示等の普及・Ｐ

Ｒ活動に取り組みました（17か所）。 

 

４ 水田におけるスマート農業技術の実装 

①  農作業の省力化を図るため、生育診断結果に基づくドローン施肥や農薬の散布等を

推進しました。 

②  水田農業の生産性の向上に向け、国の補助事業等を活用して、ほ場ごとの収量を測

定できるコンバイン等スマート農業機械の導入支援に取り組みました。 

 

 

 

①  「三重の水田農業戦略 2020」に基づき、（１）水田作物の生産対策、（２）水田作物

の販売対策、（３）水田農業の生産体制の確立、（４）水田農業の生産基盤の整備の４

つの基本的な取組を進めます。 

②  三重県農業再生協議会を中心に、各地域農業再生協議会と連携し、「生産量の目安」、

各市町で策定されている「水田収益力強化ビジョン」に基づき、主食用米、新市場開

拓用米、麦、大豆、野菜等について、消費動向をふまえた作付を推進します。 

  

今後の取組方向 
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③  麦については、品質、収量の向上に向けて排水対策や肥培管理を効率的に実施する

栽培技術の普及を進めます。特に、赤かび病による被害を防止するため、防除の徹底

を指導します。 

④  大豆については、加工事業者等からの需要に的確に応えるため、引き続き、単収向

上に向け、排水対策やカメムシ防除等に重点的に取り組むとともに、大規模生産者の

作期分散に対応する新品種「サチユタカＡ１号」の作付拡大を進めます。 

⑤  稲、麦、大豆の種子については、「三重県主要農作物種子条例」に基づき、指定種子

団体をはじめ関係機関と連携しながら優良種子の安定生産・供給を図ります。 

⑥  「結びの神」について、収量と品質の向上を図るとともに県事業を活用した作付拡

大に引き続き取り組みます。 

⑦  「なついろ」「みのりの郷」「ほしじるし」等の業務用向けの米品種について、米卸

事業者等と連携しながら、生産・販売拡大に取り組みます。 

⑧  省力化や低コスト生産等の効果が期待できる節水型乾田直播と再生二期作の導入

に向けて、本県稲作経営への適応性を評価する実証試験に取り組みます。 

⑨  輸出用米の収量向上に向け、品種の選定試験および生産性向上技術の実証試験に取

り組むとともに、輸送時の高温による品質低下を防ぐための輸送方法の実証試験に取

り組みます。 

⑩  「結びの神」をはじめ県産米の消費拡大に向けて、県内量販店や三重テラス等でイ

ベントを開催し、県産米のＰＲに取り組みます。 

⑪  県内外の有識者等から専門的な意見を聴取するための三重県農業の将来を考える

懇話会稲作部会を開催し、稲作農業の持続的な発展に向けて新たに取り組むべき方向

性を示す稲作の農業ビジョンの検討を進めます。 
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コムギ赤かび病対策の徹底に向けた研修会の開催 

三重県産の小麦は、近年、赤かび病の発生による収穫量や品質の低下が問題となってい

ることから、赤かび病対策の啓発に取り組みました。 

県と生産者団体で構成される「三重県小麦赤かび病対策コンソーシアム」において、県

内の赤かび病対策の実施状況の把握や、他県における先進的な対策、国研究機関における

研究成果について調査を行いました。調査結果をもとに、啓発資料を作成するとともに、

生産者、指導者を対象とした研修会を開催しました。研修会では、赤かび病の防除対策と

その重要性を生産者に説明し、防除徹底への理解を深めていただくことができました。 

引き続き、小麦の安定生産に向けて、赤かび病対策の周知徹底に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内外におけるＰＲイベントを通じた県産米の魅力発信 

県産米の認知度向上を図るため、首都圏、関西圏および県内でＰＲイベントを開催しま

した。 

三重テラス（東京・日本橋）、県内量販店（津市）では消費者を対象としたイベント「食

べて 見て 学ぼう みえの米」を開催し、「結びの神」と「三重県産コシヒカリ」の食べ

比べ、展示、お米に関するクイズを実施しました。また、関西圏においては、阪急うめだ本

店（大阪府大阪市）で開催された「三重テラス in大阪」に、県産米を紹介するブースを出

展し、県産の新米の食べ比べを行いました。 

イベントでは「香りが良く、粒が大きくてつやがある」といった声が聞かれました。引き

続き、県産米の魅力発信に取り組みます。 

トピックス１ 

赤かび病対策の研修会の様子 
コムギ赤かび病に
罹病した小麦の穂 

県内量販店でのイベント開催風景 三重テラス in大阪でのイベント開催風景 

トピックス２ 
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【基本事業Ⅰ-２】消費者ニーズに応える園芸等産地形成の促進 

 

 

 
 

産地改革に取り組む園

芸等産地増加数（累計） 

加工・業務用需要や海外市場への対応、栽培品目の転

換による新産地の育成など、新たな視点を取り入れた産

地展開に取り組む園芸等産地数（累計） 

 

 

 

 
令和元年度 

(計画策定時) 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  ５産地 10 産地 15 産地 20 産地 25 産地 30 産地 50 産地 

実績値 ― ５産地 10 産地 15 産地 20 産地 25 産地 30 産地  

達成率  100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組目標 

◇ 国内外の新たな需要の取込みなどを通じて、産地改革を進める園芸産地の取組を促進

します。特に、次世代施設園芸技術などスマート農業技術の導入、水田を活用した野

菜の生産拡大や加工・業務用需要への対応、栽培する品目の複合化に取り組みます。

また、輸出に対応できる果樹や茶の産地づくりや需要が高く特色ある花き・花木等の

品種導入などを進めます。 

◇ 令和３年度に本県で開催される、三重とこわか国体、とこわか大会などの機会を捉え

て、県産園芸品目産品の魅力発信を促進します。 

基本事業の取組方向 

イチゴやナバナ、カボチャの生産拡大やカキ産地における労働力確保等、新たな取組に挑

戦する産地の育成を進めた結果、目標を達成しました。 

引き続き、野菜や花き産地の育成・拡大、伊勢茶の生産振興と需要拡大、果樹の高品質・

省力化技術の導入、柑橘や伊勢茶の輸出拡大を図るとともに、国内生産量に対する県内園芸

品目生産量のシェア拡大に取り組みます。 

７年度評価 

目標の進捗状況 
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１ 産地改革を進める園芸等産地の育成 

野菜 

①  津地域のイチゴブランド「あまつおとめ」について、生産拡大やブランド力強化に

向けて、生産者ネットワーク「ＭＩＥあまつおとめ協会」において、環境制御技術、

栽培管理、水分・肥培管理を徹底し、高品質なイチゴ栽培を推進しました。また、県

内や東京、大阪の市場および菓子店に対する販路開拓や輸出にも取り組みました。そ

の結果、新規に１名が「あまつおとめ」を生産することとなり、取組面積は26a（令和

６年度17a）に拡大しました。 

②  高齢化により産地規模の縮小が続くナバナの生産拡大に向けて、水田経営を行う大

規模経営体等に対して、育苗や定植の省力化、栽培管理の簡素化を可能とする「直播・

株どり体系」の導入推進に取り組み、６経営体の導入につながりました。また、新た

な出荷規格（バラ詰め出荷）での流通の実証に取り組みました。 

③  契約栽培カボチャの生産拡大に向け、普及センターが中心となって、整枝や誘引の

省力化が可能な短節間品種（栗のめぐみ２号、マロンスター139）の収量向上をめざし

た密植栽培を各地域で実証し、出荷量239t、面積は18ha（令和６年度の出荷量183t、

面積17ha）と拡大しました。 

④  露地野菜の生産拡大に向けて、キャベツの機械移植やドローンによる防除、ナバナ

の袋詰め作業の見直し等省力化・軽労化に資する取組に必要な機械導入と実証に取り

組みました（７件）。 

⑤  種子繁殖型イチゴ品種「うた乃」の生産拡大に向けて、栽培マニュアルを作成する

とともに、販路拡大に向けて首都圏等でプロモーション活動（４件）に取り組みまし

た。 

⑥  施設園芸において、燃料価格の高騰や夏季の高温の影響を受けにくい経営体質への

転換を図るため、燃料の高騰対策および夏季の高温対策に資する設備・資材等の導入

を支援しました。その結果、ヒートポンプや保温内張資材等の省エネにつながる資機

材、細霧冷房や遮光・遮熱ネット等ハウス内の温度上昇を抑える設備・資材等の導入

につながりました（80件）。 

⑦  野菜の安定供給を図るため、「野菜生産出荷安定法」に基づき、市場価格が大きく下

がった時に基準価格との価格差を補填する「野菜価格安定対策事業」を実施しました。

令和７年度における交付実績は3,622千円で、春キャベツ（交付実績：3,356千円）、春

ねぎ（同：256千円）等の品目への交付が行われました。 

  

7 年度の取組状況 
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果樹 

①  生産者の高齢化が進むＪＡ多気郡柿部会において、生産量を維持するため、省力で

高収量を確保できる「低樹高密植栽培」の実証を開始しました。また、短時間就労（ス

ポットワーク）の活用推進に向けて、収穫・選果作業を細分化、作業負担の軽減を図

るなど新たな労働力確保に向けて取り組みました。 

②  柑橘の主力品種「みえ紀南１号」のブランド力強化と安定生産をめざし、紀州地域

において「青色防風ネット」による日焼け果防止技術の導入を推進しました（導入実

績：６経営体、132a）。また、松阪青島部会に対して、高温対策として炭酸カルシウム

資材の活用を提案し、導入が進むなど、気候変動に対応した高品質果実生産の取組を

支援しました。 

③  柑橘への新規就農希望者に対し、農地を円滑に継承するため、紀州地域において、

ＪＡや市町と連携して「農地調査チーム」を立ち上げ、遊休農地等の調査とマッチン

グ活動を行いました。その結果、約１haの柑橘成園を新規就農者（１名）へ継承する

ことができました。また、新規就農者の確保・育成に向けて、南勢産地協議会では、

「トレーニングファーム」設置に向けた協議を進めるなど、担い手の確保・育成、園

地の集積・流動化に向けた取組を進めました。 

 

茶 

①  令和３年 12 月に策定した「伊勢茶振興計画」に基づき、本県茶業の振興や持続可

能な産地づくりに向け、生産者、茶関係事業者、市町、ＪＡ、県等が一致団結して取

り組む「産地構造改革プロジェクト」において、茶園継承の仕組みづくりや、有機栽

培研究会の設立、観光と連携したブランド力強化の取組等を支援しました。また、茶

販売事業者と連携して伊勢茶のブランド力強化に取り組む生産者に対し、茶加工ライ

ンの機能向上や被覆栽培の導入等を支援しました（20件）。 

 

花き・花木 

①  産地の認知度向上および新たな取引拡大を図ることを目的に、鈴鹿地域の植木およ

び花き産地において、市場関係者を対象とした展示商談会（三重県ガーデニングショ

ー）の開催を支援し、産地のＰＲと新規取引の拡大につなげました（来場した流通販

売事業者：31社・48名）。 

②  物流コストの低減に向け、運送事業者との連携のもと、南勢花き生産者（８名）が

共通規格台車を活用した輸送体制の効率化に取り組むとともに、新たに北勢の植木生

産者団体の共同出荷拠点での積み込みの取組（４名）について支援し、県域での花き

花木輸送体制の効率化モデルの確立に向け、取り組みました。 
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輸出 

①  柑橘の輸出拡大に向け、輸出に対応した防除暦を作成するとともに、輸出先国が設

ける検疫条件への対応を支援しました。また、タイから現地百貨店のバイヤーを柑橘

産地に招聘し、意見交換を行いました。さらに、高品質な柑橘を安定生産できるよう、

優良品種の導入等を支援するとともに、国外輸送時における品質低下についても原因

調査と軽減策の検証に取り組みました。令和７年度は、タイ向けの輸出量は、台風に

より貨物船が減便し、減少しました(温州みかん12t、対前年7.4ｔ減)。また、香港向

けは、増加しました（温州みかん6.5t、対前年4.9ｔ増、中晩柑0.3t、対前年0.2ｔ増)。 

②  伊勢茶の海外販路拡大に向け、「伊勢茶輸出プロジェクト」の活動を通じて、ドバ

イと台湾を中心に取組を進めました。特に、ドバイの現地カウンターパートである

「ＷＡ ＰＲＯＪＥＣＴ」の堅調な商流に支えられ、「伊勢茶輸出プロジェクト」の輸

出量は昨年度の125％（6.2ｔ）に増加しました。 

 

みどりの食料システム戦略 

①  「三重県環境負荷低減事業活動実施計画認定要領」に基づき、環境負荷の低減に取

り組む農業者の拡大を促進しました。その結果、環境負荷低減事業活動実施計画の認

定（通称：みどり認定）数は45件増加しました（累計184件）。 

②  有機農業に地域ぐるみで取り組む産地の創出に向け、国の事業を活用し、栽培指導

や学校給食等への販路拡大等の支援を行いました。令和５年度に「オーガニックビレ

ッジ宣言」を行った尾鷲市においては、専門家による有機農業技術指導に加え、学校

給食への有機農産物の提供、有機農業をテーマとしたイベントの開催、有機農産物お

よび加工品の試験販売の取組を支援しました。また、令和６年度に「オーガニックビ

レッジ宣言」を行った名張市・伊賀市においては、有機農業推進のための生産者向け

勉強会の開催、伊賀広域農産物ブランド登録制度の立ち上げおよびイベントの開催、

市内学校給食への有機栽培米等の提供等の取組を支援しました。 

③  地域の特色ある農産物や資源を生かした持続的な食料システムを構築するため、イ

チゴやナシでは、化学農薬の使用量低減に向けて天敵資材や防虫ネット、ＵＶ―Ｂラ

イト等を活用した病害虫防除の実証に取り組みました。また、化学肥料の使用量低減

と農作業の省力化に向けて、柑橘・ウメでは小型肥料散布機を用いた省力施肥技術の

実証、水稲および小麦ではドローンを活用した緑肥の省力播種技術の実証に取り組み

ました。 
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２ 県産園芸品目産品の魅力発信 

①  伊勢茶の認知度向上、消費拡大に向け、ＳＮＳ等さまざまなメディアを通じて伊勢

茶の情報発信を行うとともに、飲食事業者と連携し伊勢茶を使ったメニューの開発お

よび消費拡大キャンペーン（154店舗参加）の実施、次世代の消費者層である若者にお

ける伊勢茶認知度の向上のため、高校生が考える伊勢茶を楽しむアイデアコンテスト

「第２回Ｉｓｅ Ｃｈａ Ｐｒｏｍｏｔｉｏｎ Ａｗａｒｄ」（県内高等学校７校18

チーム参加）の開催に取り組みました。また、関西茶業振興大会三重県大会における

品評会での上位入賞をめざし、出品茶の品質向上に向けた資材の支援や技術指導を行

いました。 

②  県産花き花木の需要拡大に向け、国の事業を活用し、花き関係団体と連携しながら、

県産花き花木を用いた飾花展示や体験教室等のイベントの開催、小中学校等（17校・

園、920名）を対象とした花育事業の実施、団体が開催する展示商談会や即売会への支

援に取り組みました。また、県内での花とみどりの普及拡大につなげるため、市町が

実施する花やみどりの活用に関する取組（体験活動、公園等への植栽および景観形成

活動）を支援しました（四日市市、鈴鹿市、津市、志摩市）。 

 

 

①  野菜の振興に向け、省力化・軽労化を図るため、生産体系の機械化や一部農作業の

外部委託の導入、流通・販売事業者と連携した出荷・販売規格の見直しを進めます。

また、「野菜価格安定対策事業」等の推進や燃料価格高騰の影響を受ける施設園芸の

経営改善の取組等を支援します。 

②  果樹の振興に向け、生産性向上や販売促進を図るため、柑橘における双幹樹形仕立

て等の省力技術の導入や優良品目、品種への転換、日焼け果防止対策やスマート農業

技術の導入を支援するとともに、タイを中心とするアジア経済圏に向けた輸出拡大等

を支援します。また、柑橘の国外輸送時における果実の傷み等による損失の軽減に向

けた原因究明および対策の提案を行います。 

③  「伊勢茶に親しむ暮らし推進条例」の施行、茶をとりまく情勢の変化をふまえ、「伊

勢茶振興計画」を見直すとともに、引き続き、地域の茶産地が抱える課題の解決に向

けた支援、ブランド力の高い茶づくりに向けた生産体制強化の支援に取り組みます。

また、伊勢茶の消費拡大に向けては、マイボトル等の活用による伊勢茶の飲用習慣づ

くりを引き続き進めるとともに、飲食店や教育機関と連携した魅力発信や、観光需要

に対応した体験コンテンツの整備等に取り組みます。さらに、「伊勢茶輸出プロジェ

クト」を中心とした海外への伊勢茶のＰＲ、販路拡大等の取組を進めます。 

  

今後の取組方向 
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④  花き・花木の振興に向け、需要が⾼く特⾊のある品目導入等を進めるとともに、効

率的な輸送体制の構築に向けた共同集荷拠点の整備等を支援します。また、関係団体

等と連携した花育・緑育活動の推進や消費拡⼤イベントの充実を図ることで、県産の

花とみどりの普及拡⼤に取り組みます。さらに、令和９年度に横浜市で開催される国

際園芸博覧会等の全国的なイベント、次回式年遷宮を好機と捉えて、魅⼒発信に取り

組みます。 

⑤  みどりの食料システム戦略について、みどりの食料システム法に基づく環境負荷低

減事業活動実施計画の認定者（みどり認定農業者）が、環境負荷低減の取組を拡⼤・

定着させるため、環境にやさしい栽培技術や有機ＪＡＳ制度等について指導・助⾔を

⾏う⼈材の育成に取り組むとともに、市町・ＪＡ等と連携した支援体制（みどりトー

タルサポートチーム）を構築し、みどり認定農業者の取組を支援します。また、⽣産

から消費まで一貫して有機農業を推進する地域ぐるみの取組を推進するため、オーガ

ニックビレッジ宣⾔を⾏った尾鷲市、伊賀市、名張市を支援するとともに、これら取

組事例の横展開を図ります。 

⑥  施設園芸農家の収益性向上に向け、暑熱対策の取組を支援します。 
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三重県オリジナル品種「うた乃」のＰＲの取組 
～三重テラスでの消費者体験イベント、県内高校生との連携～ 

高品質な三重県オリジナル品種「うた乃」の首都圏での認知度向上とブランド力向上を

めざし、令和８年１月に東京・日本橋の三重テラスにて、一般消費者向けのイベントを実

施しました。イベントでは、松阪商業高校の生徒が「うた乃」の試食提供等を行うととも

に、伊賀市に本店を置く都内の大福専門店の店主による「いちご大福づくりワークショッ

プ」を開催し「うた乃」の魅力（味力）を感じていただきました。 

今回のイベントは、三重テラスを活用したことで、首都圏で「うた乃」の魅力を直接アピ

ールできる貴重な機会となりました。引き続き、「うた乃」の魅力発信を通じ、認知度向上

とブランド力向上に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

飲食店と連携した伊勢茶魅力発信の取組 
～伊勢茶メニューキャンペーンを 154店舗で実施～ 

幅広い利用者が見込まれる外食シーンを通じた魅力発信により、伊勢茶の認知度向上を

図るため、飲食店と連携した伊勢茶メニューキャンペーン「飲んで！食べて！もっと、伊

勢茶。キャンペーン」を実施しました。令和６年度は 102 店舗、令和７年度は 154 店舗の

飲食店の参加があり、伊勢茶を使ったケーキやうどん等のメニュー開発や提供が行われま

した。キャンペーンでは、ＰＲ資材の活用や特設ホームページでのメニュー紹介、デジタ

ルスタンプラリーやフォトコンテストの実施により消費者の参加を促し、より広範な魅力

発信となるよう取り組みました。 

引き続き、飲食店と連携し外食シーンからの伊勢茶の魅力発信に取り組み、伊勢茶の認

知度向上を図っていきます。 

 

 

 

  

松阪商業高校生徒による発表会 いちご大福ワークショップ 

トピックス２ 

トピックス１ 

キャンペーン資材 
伊勢茶を使ったクッキー 伊勢茶を使ったうどん 
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【基本事業Ⅰ-３】畜産業の持続的な発展 

 

 

 

高収益型畜産連携体数 

（累計） 

畜産経営体を核として、耕種農家や関連産業、異業

種等が連携し、生産コスト低減や畜産物のブランド化

等によって収益力の向上および雇用の創出等をめざす

連携体数（累計） 

 

 

 
令和元年度 

(計画策定時) 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  22 連携体 24 連携体 26 連携体 28 連携体 30 連携体 32 連携体 40 連携体 

実績値 
16 連携体 

(平成 30 年度) 
22 連携体 24 連携体 26 連携体 28 連携体 30 連携体 32 連携体  

達成率  100％ 100% 100% 100% 100% 100% 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組目標 

◇ ＴＰＰ１１や日欧ＥＰＡ等への円滑な対応を図りつつ、畜産農家を核に関連産業等が

連携する高収益型畜産連携体づくりを進めます。 

◇ ＡＩやＩｏＴ、ロボットなどを活用したスマート技術の導入等により、畜産業のさら

なる生産性の向上を図ります。 

◇ 自給飼料の生産拡大や肥育素牛の県内生産体制の構築、県産畜産物のブランド力向上

と国内外の販路拡大の促進等に取り組みます。 

◇ 家畜伝染病に係る防疫体制の強化を図ります。特に、豚熱（ＣＳＦ）に対しては、ウ

イルスの野生イノシシへのまん延防止と農場への侵入防止に向けた対策の徹底強化を

推進します。 

◇ 基幹食肉処理施設の機能充実と必要な施設整備の検討を進めるほか、畜産経営の安定

化を図るため、国の経営安定制度等の活用を促進します。 

 

基本事業の取組方向 

畜産経営体の経営安定に向け、水田農家と連携した飼料用トウモロコシの生産拡大の推

進のほか、エコフィードの利用促進、県産和牛の輸出の定着と拡大に取り組み、収益力向上

をめざす高収益型畜産連携体を新たに２連携体育成し、目標を達成しました。このほか、畜

産物の安定的な流通を図るため、県内基幹食肉処理施設の経営支援に取り組みました。 

また、豚熱や高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病の発生を防止するため、県内養豚

農場や養鶏農場における飼養衛生管理基準の遵守徹底を推進するなど、家畜防疫対策の強

化に取り組むとともに、令和８年１月に津市の採卵鶏農場で発生した高病原性鳥インフル

エンザに対し、迅速に防疫措置を実施しました。 

引き続き、和牛子牛や飼料の県内生産体制の構築、県産畜産物のブランド力向上と国内外

における販路拡大の促進、飼養規模の拡大等による収益力向上に向けた支援に取り組むと

ともに、家畜伝染病の発生予防とまん延防止等に向け、家畜防疫体制の強化を図ります。 

７年度評価 

目標の進捗状況 
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１ 畜産経営体を核とした高収益型畜産連携体づくり 

①  畜産経営体を核に耕種農家、関連産業、異業種が連携して、エコフィードの利用拡

大に向けたマッチングや県産和牛の輸出促進による畜産経営体の収益力向上、飼料自

給率の向上を図る取組に対して、県関係機関が一体となって支援しました。 

②  高収益型畜産連携体の核となる畜産経営体の収益力向上に向け、国の補助事業を活

用し、施設整備計画を１件（肉牛）承認しました。また、飼養管理施設や機械導入に

向けた計画の策定を支援しました（施設整備５件、機械導入２件）。 

 

２ 県内生産体制の構築や、県産畜産物のブランド力向上等の取組 

①  稲ホールクロップサイレージおよび飼料用米の利用を進めるため、品種特性に応じ

た生産技術の実践に向けた支援や給与技術の実証を進めるとともに、畜産農家と耕種

農家の連携による地域内流通体制の構築に取り組みました。その結果、稲ホールクロッ

プサイレージは、ほぼ全量が地域内で流通し、生産面積は310ha（対前年６ha増）とな

りました。一方、飼料用米は、主食用米の販売価格の高騰等の影響により、作付面積が

862ha（対前年1,089ha減）となりました。 

②  飼料用トウモロコシの生産拡大を図るため、本県に適した品種を選定し、現地にお

いて、水田農家と連携した栽培実証（１か所）、畜産農家における給与実証（１か所）

に取り組みました。また、長期化する飼料価格の高止まりに対応するため、飼料購入

費への支援を継続しました。 

③  畜産農家、食品事業者、産業廃棄物中間処理業者等が参画する「エコフィード等利

活用研究会」において、研究成果報告会の開催や２品目（酒粕、小豆皮）の利用を検

討するなど、エコフィードの活用に向けた畜産農家と食品事業者とのマッチングに取

り組みました。 

④  県産和牛子牛の供給体制の強化に向け、「三重県和牛繁殖協議会」と連携し、国の補

助事業を活用して、和牛繁殖雌牛の増頭を図りました。また、畜産研究所による高品

質受精卵の作出と供給に取り組みました。 

⑤  県内の和牛繁殖基盤の強化に向け、「三重県和牛繁殖協議会」と連携して、繁殖牛の

発育度合いや栄養状態を血液検査等で確認する代謝プロファイルテストに基づく給

餌技術の助言等、和牛繁殖農家（５戸）を支援しました。 

⑥  優良な和牛子牛の効率生産および酪農家の収益向上を図るため、受精卵移植技術を

活用し、酪農家および和牛繁殖農家へ和牛受精卵（70個）を供給しました。 

⑦  県産ブランド和牛の輸出拡大に向け、フィリピン、オーストラリア、イタリアにお

いて県内事業者が現地ユーザーを対象に開催した試食会を支援しました。 

 また、輸出に意欲的な事業者に対して、相手国の諸手続きに関する情報提供や具体

的取組への相談に対応しました。 

  

７年度の取組状況 
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３ 家畜伝染病に係る防疫体制の強化 

①  高病原性鳥インフルエンザの家きん農場における発生を防止するため、他県での発

生を受け、県内すべての家きん農場（119 農場）に対して消毒命令を発令するととも

に、令和８年１月には消毒資材（消石灰）を無償配付しました。あわせて、飼養衛生

管理基準の遵守徹底に向けた防疫指導や注意喚起に取り組みました。また、同月に津

市の採卵鶏農場で高病原性鳥インフルエンザ発生事例が１件あり、民間事業者、ＪＡ、

関係市の協力を得て、迅速に防疫措置を実施しました。 

②  養豚農場における豚熱の発生を防止するため、野生イノシシのサーベイランス検査

と捕獲の促進、養豚農場における飼養衛生管理基準の遵守徹底、飼養豚への豚熱ワク

チン接種、衛生資機材や野生動物侵入防止柵の整備支援、農場バイオセキュリティの

強化等の感染防止対策に取り組みました。 

③  養豚農場において、令和５年６月から開始された認定農場の登録飼養衛生管理者に

よるワクチン接種が適正に実施されるよう、接種を希望する登録飼養衛生管理者を対

象とした研修会を開催し、ワクチンの管理や接種適期等を指導しました。 

④  野生イノシシの豚熱ウイルスに対する免疫獲得率を高めるため、17市町（津市、四

日市市、伊勢市、松阪市、鈴鹿市、名張市、亀山市、鳥羽市、いなべ市、志摩市、伊

賀市、菰野町、多気町、玉城町、大紀町、南伊勢町、御浜町）の養豚農場周辺地域に

おいて、市町や猟友会等と連携し、経口ワクチンの散布（約 24,000個）を進めるとと

もに、県内全域で野生イノシシの調査捕獲を実施し、豚熱への感染状況を確認しまし

た。 

⑤  口蹄疫について、依然として近隣諸国での発生が続いているため、牛豚の生産農家

に対し諸外国での発生状況等の情報を提供するとともに、防疫指導や注意喚起を随時

実施しました。 

⑥  ＢＳＥ特措法により検査が必要な、起立不能等の特定症状を呈する牛について検査

し、全頭陰性（２頭）を確認しました。 

 

４ 基幹食肉処理施設の機能充実と施設整備の検討促進および国の経営安定制度

等の活用 

①  県内の基幹食肉処理施設である四日市、松阪のそれぞれの食肉センターの運営を担

う「株式会社三重県四日市畜産公社」、「株式会社三重県松阪食肉公社」の安定的な運

営に向け、関係市町と連携し、施設維持に必要な経費等の支援を行いました。 

②  「株式会社三重県松阪食肉公社」の経営状況、必要とする追加支援、今後の施設整

備のあり方等を検討する関係市町等会議を３回開催するとともに、関係市町を訪問し

て意見交換を行いました。 

③  畜産経営の安定化を図るため、関係団体等と連携し、肉用牛肥育経営安定交付金制

度（牛マルキン）や肉豚経営安定交付金制度（豚マルキン）、配合飼料価格安定制度等、

生産農家による国の経営安定対策の積極的な活用を促進しました。 
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①  畜産経営体を核に耕種農家、関連産業、異業種が連携し、生産性の向上、畜産物の

高付加価値化、スマート技術の導入による省力化、新たな需要の創出等を通じて収益

性の向上を図る高収益型畜産連携体の育成に向け、県関係機関が一体となって取り組

みます。 

②  畜産業の生産基盤を維持拡大するため、飼料用トウモロコシや飼料用イネの生産に

係る技術支援、エコフィードの活用等による飼料自給体制の構築を図り、飼料の安定

供給につなげます。また、「三重県和牛繁殖協議会」と連携し、需要の高い雌の和牛

子牛の県内確保に向けた取組を進めます。 

③  県産ブランド和牛の輸出部位が欧米等ではロイン系に偏っていることから、現地ユ

ーザー対象のイベントにおいて、セカンダリーパーツ（非ロイン系）のカッティング

や現地の食文化に合う調理方法等の情報提供を通して輸出拡大を図ります。また、海

外での知名度向上と差別化のため、県産ブランド和牛の歴史や食味の良さについて、

情報発信に取り組みます。 

④  高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病の発生予防と万一の発生時における迅

速な防疫措置の実施に向け、市町や県関係部局等と連携しながら、飼養衛生管理基準

の遵守を推進し、防疫演習等を通じて防疫体制の強化を図るとともに、家畜伝染病予

防法に基づく消毒命令の早期発令、豚熱ワクチン接種の一層の最適化を進めます。 

⑤  養豚農場周辺の野生イノシシの豚熱陽性の確認情報の提供とあわせて、農場におけ

る防疫対策の強化を進めます。また、各農場の実情に応じた豚熱やアフリカ豚熱への

対策を的確に実施できるよう、引き続き、飼養衛生管理の手順等のマニュアルや発生

時に備えた農場カルテの充実等、きめ細かな支援・指導に取り組みます。 

⑥  野生イノシシの豚熱ウイルスに対する免疫獲得率を高めるため、市町や猟友会等と

連携しながら、感染確認状況等をふまえた計画的かつ効果的な経口ワクチン散布を進

めます。また、年間を通じて、野生イノシシに対する高い捕獲圧を継続していくため、

指定管理鳥獣捕獲等事業による捕獲を進めるとともに、経口ワクチン散布や捕獲強化

等の豚熱対策の検討に必要となる感染状況や免疫獲得率の把握のため、県内全域にお

ける調査捕獲を実施します。 

⑦  県内２か所の基幹食肉処理施設の安定的な運営に向け、関係市町と連携して必要な

支援に取り組むとともに、今後の施設整備のあり方について、関係市町等との検討を

進めます。 

⑧  県内畜産経営体の経営安定を図るため、関係団体と連携し、各種の経営安定対策へ

の加入促進に取り組みます。  

今後の取組方向 
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地鶏の生産基盤の強化に向け、鶏舎等の整備を支援 

県では、畜産農家を中心に耕種農家や関連事業者等と連携し、畜産物の生産性の向上や

高付加価値化、新たな需要の創出等を通じて収益性の向上を図る高収益型畜産連携体の育

成を推進するとともに、生産基盤の強化に資する家畜管理飼養施設等の整備を支援してい

ます。 

熊野市ふるさと振興公社は、地域の耕種農家や果樹農家と連携を進め、飼料米や特産柑

橘である新姫の飼料への活用、鶏糞肥料の還元等、地域の特色を活かし、熊野地鶏を生産

してきました。近年、熊野地鶏の需要が増加しており、生産基盤強化に向けて、鶏舎や孵卵

施設等の整備を支援しました。 

引き続き、県では、県内畜産農家の収益性の向上に向けて、高収益型畜産連携体の取組、

必要な畜産施設の整備を支援していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県産ブランド和牛の海外での商流構築に向けた精肉加工支援 

県では、県産ブランド和牛の輸出拡大と定着のため、輸出に積極的な事業者が海外で行

う商流構築活動を支援しています。令和７年度は、イタリア・サルディーニャ島の食品加

工場で現地従業員に和牛の加工技術を指導する県内精肉事業者の活動を支援しました。 

輸出牛肉は、多くの場合 10kg程度のブロック肉で現地へ届きます。これを小分割し、美

味しく食べられるようにカットするのは、技術的に難しく、手間もかかります。この作業

を工場で行うことで、現地レストラン等での調理が容易になり、商流構築につながります。 

今回は、筋肉の付き方が複雑で加工が難しいカタのブロック肉（約 10kg）をバンドソー

で小分割した後、シェフが使いやすいよう焼肉カットやスライス製品にする加工法につい

て指導しました。 

このような取組等により、県産和牛のイタリアへの輸出は順調に増加しており、引き続

き、県では、商業輸出の拡大に向けて、事業者の海外での活動を支援していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

トピックス２ 

 

整備した鶏舎 

カタのブロック肉（冷凍） 

 

 ブロック肉の小分割 

 

 焼肉カットやスライス加工 

 

熊野地鶏 

トピックス１ 
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【基本事業Ⅰ-４】農産物の生産・流通における安全・安心の確保 

 

 
 

農業の生産・流通にお

ける安全・安心確保率 

農薬等生産資材の適正な流通・使用や米穀等の食品表

示などを適正に行っていることを監視等により確認した

生産・流通関連事業者（不適切であったが指導等により

改善したものを含む）の割合 

 

 

 
令和元年度 

(計画策定時) 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

実績値 
100％ 

(平成 30 年度) 
100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％  

達成率  100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組目標 

◇ 産地における地力の維持増進やＩＰＭ（総合的病害虫管理）、有機農業といった環境に

配慮した生産方式の導入を促進します。 

◇ 農薬等生産資材の適正な流通・使用や米穀等の食品表示などの監視・指導、事業者の

コンプライアンス意識の向上に取り組みます。 

◇ 食の安全性に関する情報提供の充実を図り、食の安全・安心に対する消費者、食品関

連事業者および生産者の相互理解を深めます。特に、豚熱（ＣＳＦ）など家畜伝染病

に対する消費者の理解促進に取り組み、豚肉等の安全性について周知を図ります。 

◇ 卸売市場における生鮮食料品の安定的な供給に向け、卸売市場法に基づく取引ルール

の遵守と、食品衛生法に基づく衛生管理の徹底を図るとともに、公正な業務運営と市

場の活性化を促進します。 

 

基本事業の取組方向 

 

農薬や肥料、動物用医薬品、飼料等の適正な販売および使用、米穀の適正な流通について

計画的な監視・指導を実施した結果、目標を達成しました。 

引き続き、農産物の生産・流通における安全・安心を確保するため、計画的な監視・指導

に取り組むとともに、県民が「食の安全･安心」に関する正しい知識と理解を深められるよ

う、情報提供に取り組みます。また、産地における化学肥料・化学農薬の使用量削減等、環

境に配慮した農業生産方式の導入促進、卸売市場の公正な業務運営と市場の活性化に取り

組みます。 

７年度評価 

目標の進捗状況 
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１ 環境に配慮した生産方式の導入 

①  地球温暖化防止や生物多様性保全に効果のある営農活動の普及・拡大を図るため、

国の「環境保全型農業直接支払交付金」を活用して、有機農業（97ha）、堆肥の施用

（219ha）、緑肥の施用（17ha）、総合防除（241ha）、畦畔除草（28ha）の取組に対する

支援を行いました。 

②  病害虫の薬剤耐性の発達により、従来の防除体系では防除が困難となっているネギ

の細菌性病害について、総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）技術による防除技術体系

を確立するため、国の「消費・安全対策交付金」を活用して効果的な防除対策を検討

しました。 

③  化学農薬の使用量を必要最低限に抑えつつ、予防、判断、防除の取組を組み合わせ

て病害虫の発生を抑制する総合防除の普及に病害虫発生予察情報の発出や植物防疫

技術研修会での周知等により、取り組みました。 

 

２ 農薬等生産資材の適正な流通・使用および米穀等の適正な流通の確保 

①  食の安全性を確保するため、農薬や肥料、動物用医薬品、飼料、米穀の販売業者等

を対象に計画的な監視・指導を実施しました。その結果、重大な違反事例はありませ

んでした。 

②  農薬の適正な流通および使用を進めるため、農薬販売店への立入検査（24件）を実

施するとともに、農薬使用者を対象に農薬の適正使用に向けた研修会（520 回）を開

催しました。 

③  農薬の販売や使用に携わる事業者の資質向上を図るため、農薬販売者、農薬使用者、

ゴルフ場の農薬管理責任者等を対象として、農薬の適正使用に向けた研修を実施し、

一定水準以上の知識を有する者を三重県農薬管理指導士として新たに認定（28名）す

るとともに、認定を更新（313名）しました（全認定者数 954名）。 

④  肥料の適正な生産および流通を進めるため、肥料生産業者・販売業者への立入検査

（25件）を実施しました。 

⑤  米穀の適正な流通を図るため、米穀事業者に対する立入調査等（24件）を実施する

とともに、米穀の科学的検査（５件）を実施しました。 

⑥  動物用医薬品の適正流通と使用に向け、県内の販売店（43件）と畜産農場（102戸）

への立入検査を実施しました。 

⑦  飼料の適正な流通を図るため、県内の販売店（28件）と畜産農場（102戸）への立

入検査を実施しました。 

⑧  食品関連事業者の法令遵守意識の向上および法令に関する習熟を図るため、10月を

「三重県食の安全・安心確保推進月間」と定め、関係部局と連携して、食品関連事業

者を対象にコンプライアンス研修会（１回、参加者 42名）を開催しました。 

⑨  病害虫の発生動向に即した適時、的確な防除を促進するため、病害虫の発生予報を

７回、注意報を５回、特殊報を３回、技術情報を 18回提供しました。 

７年度の取組状況 
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３ 食の安全性に関する情報提供 

①  「三重県食の安全・安心確保のための検討会議」における食の安全・安心確保に向

けた県の方策に関する消費者や食品関連事業者、学識経験者の意見等をふまえ、「食

の安全・安心の確保に関して実施した施策に関する年次報告書（令和６年度版）」およ

び「三重県食の安全・安心確保行動計画（令和７年度）」を公表しました。 

②  県民が「食の安全･安心」に関する正しい知識と理解を深め、適切な判断や選択が行

えるよう、ホームページの更新（266 回）や消費生活に関するイベント、県立図書館

でのパネル展示等により、県の取組について情報発信を行いました。また、若年層に

おける食の安全・安心に対する関心を高めるため、鈴鹿医療科学大学と連携して、食

品表示や米トレーサビリティ法についての勉強会を開催し、学生の理解を深めるとと

もに、大学祭において学生が作成したパネルの展示やリーフレットの配布に取り組み

ました。 

③  「食の安全・安心」に関する正しい情報をわかりやすく伝えるため、食品関連事業

者等と連携して、消費者を対象に、食の安全・安心についての研修会（１回、参加者

45名）を開催しました。 

 

４ 卸売市場の指導・助言 

①  食品等の流通の合理化および取引の適正化に向け、県内卸売市場関係者を対象に、

令和８年度に施行される改正卸売市場法の内容や、改正に伴う市場の対応に係る研修

会（１回、38名参加）を開催しました。 

②  卸売市場における適正な業務の執行と健全な運営維持のため、市場における取引方

法や生鮮食料品等の衛生管理の徹底に向けた指導・助言を 13 市場において実施しま

した。 

③  三重県地方卸売市場において、市場機能の維持と運営コストの削減を図るため、場

内照明機器をＬＥＤ灯に更新したほか、廃棄発泡スチロールの減容機の更新等を行い

ました。また、市場のセキュリティ向上に向けて、監視カメラ等の防犯システムを導

入しました。 

④  卸売市場の活性化に向け、場内事業者が地域住民と直接交流する機会として、コロ

ナ禍以降休止していた「にぎわい市場デー」を再開しました。令和７年度は３回開催

しました。 
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①  環境負荷低減に資する国の「みどりの食料システム戦略」の実現に向けて、みどり

認定の推進や、「環境保全型農業直接支払交付金」、「みどりの食料システム戦略推進

交付金」の活用により、環境に配慮した生産方式の導入を促進します。 

②  「三重県食の安全・安心確保行動計画」に基づき、農薬や肥料、動物用医薬品、飼

料、米穀の販売業者等への監視・指導を適切に実施します。また、食品関連事業者の

法令に関する習熟やコンプライアンス意識の向上に向け、研修会の開催等に取り組み

ます。 

③  「三重県食の安全・安心確保のための検討会議」における意見をふまえ、食の安全・

安心確保のための施策を進めます。また、県民の皆さんとの意見交換等により、県民

意識の把握を行うとともに、出前トークや県ホームページ、ＳＮＳの活用といった多

様な方法を通じて、県民の皆さんへの正確でわかりやすい情報の提供に取り組みます。 

④  県内卸売市場の活性化に向けて、卸売市場連絡会議等を活用し県内卸売市場間の連

携強化を図るとともに、市場に対する県民理解の促進等に取り組みます。 

⑤  公正な市場取引の推進と衛生管理対策の徹底を図るため、地方卸売市場等への監

視・指導を実施します。 

⑥  三重県地方卸売市場が将来にわたって十分な機能を発揮していけるよう、指定管理

者や場内事業者と連携し、施設・設備の更新や改修を着実に進めます。 

 

 

  

今後の取組方向 
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消費者向けの食の安全・安心研修会の開催 

令和６年度から米の需給状況について、インターネットや新聞、テレビ等のマスメディ

アにより、多数の情報が発信されています。 

そこで、消費者の皆様が正しい情報に基づいて安心して商品を選択できるよう、米を取

り巻く状況や制度について学ぶ機会として、三重県生活協同組合連合会と共催で、食の安

全・安心研修会「お米の流通ってどうなっているの？」を開催しました（参加者 45名、う

ち会場 21名、オンライン 24名）。 

研修会では、東海農政局から２名の講師を

招き、米の流通に関して、近年の流通量や価

格動向、米のトレーサビリティ法について

講義が行われ、参加者の米の流通に対する

理解の向上につながりました。 

引き続き、研修会の開催により、県民への

効果的な学習機会の提供に取り組みます。 

 

 

 

卸売市場の活性化に向け「にぎわい市場デー」を開催 

県が開設している三重県地方卸売市場において、県民に親しまれる市場をめざして「に

ぎわい市場デー」を開催しました。市場デーは、場内事業者等が新鮮な野菜や魚介類、地元

の特産品等を地元住民らに販売する催しです。コロナ禍以降、休止が続いていましたが、

市場の活性化に向けた取組の一環として令和７年９月に再開し、７年度中に３回開催しま

した。開催当日は、お得な商品販売に加えて、模擬競りやマグロ解体ショー等、市場ならで

はの特別イベントを実施し、来場者に楽しんでいただきました。 

場内事業者にとっても、直接お客様の反応を見られる貴重な機会であり、回を重ねるた

びに新たなアイデアで内容の充実を図っています。 

今後は年間４回の開催を予定しており、引き続き、市場関係者とともにイベントの充実

に取り組み、市場の活性化を図ります。 

 

トピックス２ 

研修会の様子 

模擬競りの様子 マグロ解体ショーの様子 

研修会の案内チラシ 

トピックス１ 
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【基本事業１】地域の特性を生かした農業の活性化 

【基本事業２】農業経営体の持続的な経営発展の促進 

【基本事業３】農業を支える多様な担い手の確保・育成 

【基本事業４】農福連携の推進 

【基本事業５】農業生産基盤の整備・保全 

【基本事業６】農畜産技術の研究開発と移転

認定農業者のうち、他産業

従事者と同程度の所得を確

保している者の割合 

認定農業者のうち、所得等が 500万円以上の経営体が

占める割合 

 
令和元年度 

(計画策定時) 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  35％ 37％ 38％ 40％ 41％ 43％ 50％ 

実績値 
34.3％ 

 (平成 30 年) 
29.5％ 30.2％ 27.5％ 32.5％ 35.8％ 52.1％ 

 

基本施策Ⅱ 農業の持続的な発展を支える農業構造の確立 
 

基本目標指標 

担い手への農地集積・集約化の促進や農業者の経営課題の解決に向けた専門家派遣、女性
が働きやすい労働環境づくりの支援や農福連携の推進といった多様な担い手の確保・育成、
生産基盤の計画的な整備等の取組を進め、米や茶の販売価格の上昇等を背景に、農業者所得
が向上し、基本目標を達成しました。６つの取組目標については、達成が３項目、未達成が
３項目となりました。 
引き続き、地域の話し合いを通じた担い手への農地の集積・集約化や、経営の高度化に向

けた研修会の開催、専門家派遣等を進めることで、農業所得の向上を図るとともに、農業者
の経営発展の段階に応じたサポートを行います。新規就農者の確保に向けては、関係機関と
連携して、就業フェア等への出展や農業法人とのマッチング、就農相談等に取り組みます。 
また、家族農業の継続支援、障がい者等の農業分野への就労等、多様な担い手による農業

への従事の促進とともに、計画的な生産基盤の整備に取り組みます。 

７年度評価 

農業経営体の経営を発展させるため、農地集積等による経営規模の拡大、複合化や多角
化、法人化などに取り組むとともに、地域農業の発展に向け、こうした農業経営体に加え、
小規模な兼業農家、高齢農家などの家族農業の維持・継続、集落営農の推進や地域資源を生
かした付加価値の創出などを通じて、多様な担い手が共生する地域営農体制の構築に取り
組みます。 
また、農業を次世代に円滑に継承していくため、就農準備から定着までのステージに応じ

た新規就農者への支援に取り組むとともに、雇用力のある農業法人等を立ち上げる農業ビ
ジネス人材の育成に取り組みます。さらに、農業経営体や産地を支える多様な担い手の確保
に取り組むとともに、農福連携の拡大・定着を図ります。 
農業者の経営発展や産地の強化・充実を支援するため、普及活動の効果的な展開や農業団

体によるサポート活動の促進、新たな商品創出につながる研究開発等に取り組むとともに、
優良農地の確保や農業の生産基盤の整備・保全、災害からの円滑な農業復旧に取り組みま
す。 

めざす方向 

目標の進捗状況 
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【基本事業Ⅱ-１】地域の特性を生かした農業の活性化 

 

 

 

地域活性化プラン策定数 

（累計） 

地域や産地などを単位に策定される農業・農村の活

性化のための活動プランの数（累計） 

 

 

 
令和元年度 

(計画策定時) 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  514 プラン 539 プラン 564 プラン 589 プラン 614 プラン 639 プラン 739 プラン 

実績値 
414 プラン 

(平成 30 年度) 
514 プラン 539 プラン 564 プラン 589 プラン 614 プラン 639 プラン  

達成率  100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組目標 

◇ 集落や産地などによる、地域資源を活用した新たな価値の創出に向けた「地域活性化

プラン」の策定・実践を促進し、地域内での自主的な活動を進めます。 

◇ 中心となる農業経営体に加え、小規模な兼業農家、高齢農家、土地持ち非農家等が参

画した地域営農体制の構築に取り組みます。 

◇ 農業団体等と連携しながら、スマート農業の導入、担い手への農地の集積・集約化、

農福連携の推進、労働力の確保などの農業経営体や産地における課題の解決に向けた

取組を支援するなど、普及指導活動を展開します。 

基本事業の取組方向 

目標の進捗状況 

集落や産地等による「地域活性化プラン」の策定を進め、前年度までの614プランに加え

て、新たに25プランが策定され、目標を達成しました。また、関係機関との連携による「地

域活性化プラン支援チーム」を編成してプランの実践取組を支援し、農福連携の推進や、地

域特産商品の開発・販路拡大といった、新たな取組が実践されています。 

引き続き、関係機関と連携して、新たなプランの策定を支援するとともに、策定されたプ

ランの目標達成やさらなる発展に向けた実践支援に重点的に取り組みます。 

 

７年度評価 
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１ 活性化プランの取組推進 

①  地域資源を活用した、新たな価値の創出につながる取組を実践する集落や産地等の

育成を図るため、市町やＪＡ等と連携した「地域活性化プラン支援チーム」を編成し、

話し合いや合意形成を促進するなど、地域の実情に応じた「地域活性化プラン」の策

定を支援した結果、新たに25のプランが策定され、累計のプラン数は639プランとな

りました。また、前年度までに策定された614プランを対象に、プランの実現に向けた

実践活動を支援しました。 

②  これまでに策定されたプランから４プランを選定し、目標達成に向けた初期の取組

への支援を実施した結果、四日市市智積町において、多様な人材が働ける環境づくり

に向け、農福連携への理解を深めるための地域住民との交流が行われるとともに、津

市分部地区において、耕作放棄地を活用して津市産の生姜を生産、販売する取組等が

行われ、商品販売や地域活動の促進につながりました。また、プラン策定団体等を対

象に、ワークショップを開催し、課題解決の手法や成功要因、取組成果等の共有を図

りました。 

 

２ 多様な主体の参画による地域営農体制の構築 

①  小規模な兼業農家、高齢農業者等、多様な担い手が参画・連携する持続的な営農体

制の構築に向けた地域への働きかけを実施した結果、集落営農組織数は累計で381件

（対前年７件増）となりました。 

②  地域農業の継続に向け、農家組合や多面的機能支払制度・中山間地域等直接支払制

度を活用する団体と担い手農業者等との連携を促進し、畦畔管理の省力化や、薬剤散

布ドローンや水位センサーおよび給水ゲートによる水管理技術等スマート農業機械

の導入による作業の効率化、野生鳥獣の侵入防止柵の維持管理や捕獲など集落ぐるみ

の獣害対策への取組を進めました。 

 

３ 普及活動を通じた農業経営体のそれぞれの課題に応じた支援 

①  意欲ある多様な農業者の経営発展を促進するため、県の「普及活動基本計画」に基

づき、水田営農システムの確立や高度で先進的な技術・新規作目の導入、ＧＡＰ手法

の導入等による経営改善、持続可能な農業生産の確立に向けた土壌管理技術の導入、

農業者のマーケティング能力向上への支援等の普及活動に取り組みました。 

 

 

 

 

 

 

７年度の取組状況 
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②  農業経営体の経営基盤強化、産地の発展に向け、経営規模 10ha 以上の水田農業経

営体・集落営農組織を対象にした「農家カルテ」に基づく新技術・新品種の導入や経

営改善の支援（135経営体）、野菜産地の将来の方向性を見える化した「産地ビジョン」

の整備（33産地）、茶農家におけるＧＡＰ認証の取得（130農場）、果樹産地の長期的

な未来予測に基づき、めざす姿や課題、対応策を提案する「産地プロファイル」の作

成（14 産地）、持続可能な花き物流体制の構築に向けた産地支援、三重県和牛繁殖協

議会と連携した県産和牛子牛の供給体制強化に向けた指導・支援等に取り組みました。 

③  農業者からのスマート農業に関する相談への対応にあたり、試験研究機関や民間企

業と連携し、農業現場での導入効果の検証、地域に合わせた効果的な利用方法への改

良に取り組みました。 

 また、普及指導の実施方法について、タブレット機器を活用し、農業者とのリモー

トでの相談対応やオンライン研修会の実施など、効率化に取り組みました。 

 

 

 

①  地域農業の活性化を図るため、地域機関に設置した「地域活性化プラン支援チーム」

により、新たな「地域活性化プラン」の策定に向けた支援を進めるとともに、これま

でに策定された「地域活性化プラン」の目標達成やさらなる発展に向けた実践支援に

重点的に取り組みます。 

②  地域営農体制の構築を図るため、集落営農の組織化・法人化、既存組織の広域化、

近隣の担い手農業者との連携や企業参入の促進など、担い手の状況や作目等の各地域

の実情に応じた働きかけを進めます。また、中山間地域等の担い手が不足している地

域では、小規模な兼業農家や高齢農業者等の家族農業者、農業支援サービス事業体等

の多様な農業者の参画・連携による持続可能な仕組みづくりを進めます。 

③  普及指導員のコーディネート機能やスペシャリスト機能の強化を図りながら、スマ

ート農業技術の活用や新品種の導入、産地ブランドの強化等を進めることにより、意

欲ある多様な農業者の経営発展や地域農業のさまざまな課題の解決に向けた取組を

進めます。 

  

今後の取組方向 
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津市分部地区の生姜栽培を通じた地区活性化の取組 

～農薬、化学肥料に頼らずに栽培した生姜の特産品化と活動のＰＲ～ 

津市分部地区は、津市の西部、長谷山の麓に位置し、市街地から車で 15分程の地域です。

集落周辺には水田が広がり、集落内には小さな畑が点在しています。 

地区においては、畑地所有者の高齢化、労働力の不足等により、近年、畑地の荒廃が進

んでいます。 

そこで、地域全体で畑を守っていくために、畑の耕作を請け負う組織として、令和６年

３月に「チーム長谷山」を地区で立ち上げ、耕作放棄地を活用し、農薬や化学肥料に頼ら

ない生姜栽培を開始しました。生産した生姜は、「長谷山しょうが」としてマルシェ等に

おいて直接販売に取り組むとともに、地

域住民による新たな参画に向けて活動の

ＰＲにつとめてきました。 

引き続き、県では、関係機関と連携し

ながら、地域活性化に向けた活動を支援

していきます。 

 

 

大豆新品種「サチユタカＡ１号」の作付拡大 

～実需者と生産者の双方のニーズに応える取組～ 

県内の大豆生産は、大規模な土地利用型の担い手農家を中心に、稲、麦、大豆の輪作によ

り取り組まれています。主力品種は豆腐加工適性に優れ、実需者に好評な品種「フクユタ

カ」であり、令和７年産の大豆作付面積は 4,140ha に達しています。一方、平均単収が約

80kg/10aと低く、収量向上による収益性確保が課題です。 

三重県において、単収が低い要因は、「フクユタカ」の播種適期（７月上中旬）が梅雨と

重なり、播種作業に必要な期間を十分に確保できず、適期を外れて播種せざるを得ないた

めであり、1経営体当たりの作付規模が拡大する中、より顕著な傾向となっています。 

そこで、生産者、実需者、行政、研究、普及が連携し、６月中旬から早播きできる新品種

「サチユタカＡ1号」について、県の奨励品種に採用するとともに、栽培暦の作成等により

普及を推進したところ、令和７年産は作付面積が 435haまで拡大しています。 

引き続き、大豆生産による収益性確

保に向けて、目標 200kg/10aが達成で

きるよう、品種導入や適期播種を進め

るとともに、個々の生産者の課題に応

じた普及指導に取り組みます。 

 

 
 

 

トピックス２ 

「長谷山しょうが」 

トピックス１ 

平均大豆作付面積 

（経営体当たり・ha） 

マルシェへの出展 

栽培暦 
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【基本事業Ⅱ-２】農業経営体の持続的な経営発展の促進 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

１ 担い手への農地集積を進めるための取組 

 

担い手への農地集積率 

県内の農地のうち、農地中間管理事業をはじめとする

農地の流動化施策により、担い手となる農業経営体に集

積された農地の割合 

 
令和元年度 

(計画策定時) 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  43％ 46％ 49％ 52％ 55％ 58％ 70％ 

実績値 

37.9％ 

(平成 30 年

度) 

41.6％ 43.8％ 44.8% 46.0% 47.7% 48.2%  

達成率  97％ 95％ 91% 88% 86% 83%  

取組目標 

◇ 地域の話し合いを着実に進め、実効性の高い「人・農地プラン」の策定を促すととも
に、農地中間管理事業の活用を中心に担い手への農地の集積、集約化を図ります。 

◇ 集落における多面的機能の維持活動や基盤整備事業との連携を図りながら、集落リー
ダーの養成等を進め、地域のさまざまな方々の参画による集落営農の組織化、法人化
を促進します。 

◇ 地域の実情に応じて、小規模な兼業農家や高齢農家などの家族農業の維持・継続の促
進に取り組みます。 

◇ 農業経営体のそれぞれの経営のステージに応じ、専門家派遣などを通じて、経営の規
模拡大や６次産業化、法人化や後継者等への継承、施設機械等の整備などに必要とな
る知識や情報の提供、アドバイスなどに取り組みます。 

◇ 農業経営体における経営の規模拡大や６次産業化等の取組に際して必要な資金につい
て円滑な借入れを促進します。 

◇ 農業経営体の経営の安定を支える、農業収入保険や共済など農業保険制度の推進に取
り組みます。 

◇ 企業の農業参入や農協出資型法人等による農業経営の促進に取り組みます。 

基本事業の取組方向 

農地中間管理事業に関する各種制度の周知や基盤整備事業の活用等により、担い手への

農地集積を着実に進めました。農地中間管理事業による集積面積は 2,389haとなり、前年度

の 1,022haから大きく増加し、中間管理事業の集積面積目標の 1,700haを上回りました。 

担い手への農地集積に向けては、農地中間管理事業の活用を進めるとともに、地域農林水

産事務所に設置した「農地中間管理事業推進チーム」が中心となり、地域計画の策定および

実現に向けた地域の話し合いを促進しました。担い手への農地集積率については、担い手の

高齢化等の影響で、中山間地域をはじめ条件不利地域での集積面積が伸び悩んでいること

等から、目標達成には至りませんでした。 

また、経営体に応じた経営支援を進めるため、制度資金の活用や収入保険制度の加入促進

に取り組みました。 

７年度評価 

目標の進捗状況 
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１ 地域計画の策定と担い手への農地の集積・集約化 

①  農業経営基盤強化促進法の改正により、これまでの人・農地プランが地域のめざす

べき将来の農地利用の姿を明確化する地域計画として制度化されました。認定農業者

等の担い手への農地集積を円滑に進めるため、地域農林水産事務所に設置した、市町、

農業委員会、ＪＡ、農地中間管理機構（公益財団法人三重県農林水産支援センター）、

県で構成する「農地中間管理事業推進チーム」が中心となり、地域計画の策定に向け、

地域での話し合いを促進しました。その結果、地域計画が553地区で策定され、農地中

間管理事業の活用により担い手への農地の貸付が進むとともに、県内の農地集積率は

48.2%（対前年0.5ポイント増）となりました。 

②  農地中間管理事業のさらなる推進に向け、農業委員および農地利用最適化推進委員

を対象に、県内８ブロックで研修会（585名参加）を開催しました。研修会では、農地

利用の最適化に向けた統一方針の説明や農業委員および農地利用最適化推進委員の

役割、関係機関との連携の重要性を確認するとともに、県内農業委員会の優良活動事

例の情報共有等を通じて、農地集積に向けた活動意欲の醸成を図りました。 

 

２ 集落等を単位とした持続的な営農体制の構築 

①  集落リーダーのもと、地域の多様な農業者等が参画する集落営農の体制を構築する

ため、集落座談会等の話し合いを促進するとともに、専門家を活用した経営指導や、

集落営農の組織化・法人化、既存組織の広域化、近隣の担い手農業者との連携や企業

参入に向けたサポート等に取り組みました。その結果、集落営農組織数は累計で 381

件（対前年７件増）、また、集落営農組織の法人化数は 91件（対前年同）になりまし

た。 

 

３ 地域の実情に応じた小規模農家等の維持・継続の取組 

①  小規模農家の多い中山間地域等において、効率的な営農継続に向けた働きかけや、

集落等の実情に応じた適切な農地利用に向けた合意形成などの話し合いの場の設定

を促進しました。 

②  集落営農組織が設立されている地域において、組織の法人化や経営の多角化等、経

営の発展に向けた働きかけを行いました。 

③  中山間地域等の担い手が不足している地域において、地域外の担い手とのマッチン

グを推進し、営農の広域化による連携を進めたほか、農業支援サービス事業体の育成

を進めるなど、農業者をはじめ、さまざまな主体が相互に協力しながら農地を守る仕

組みづくりに取り組みました。 

  

７年度の取組状況 
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４ 農業経営体の経営ステージに合わせた支援 

①  各農業経営体の経営課題に対応するため、公益財団法人三重県農林水産支援センタ

ー（以下、「農林水産支援センター」という。）に農業経営等に関する相談窓口を設置

し、経営課題の解決に取り組む75の経営体を重点指導の対象として、経営診断（42回）

や専門家派遣（25回）による支援を行うとともに、研修会の開催（７回）等に取り組

みました。 

 

５ 農業経営体における経営発展に向けた経営支援 

①  認定農業者等の経営体が、施設や機械等の導入に必要な資金の融資を低利で受けら

れるよう、県が融資機関に対して農業経営近代化資金の利子補給を行うことで、経営

体による設備の高度化および経営の近代化を支援しました。令和７年度は、農業経営

近代化資金の融資枠として、一般枠10億円の他、物価高騰対策として資材価格高騰対

策枠10億円、ＥＳＧ地域金融の考え方を取り入れた農業版ＥＳＧ枠２億円及び米国に

よる関税措置発動による景気の悪化等への対策として米国関税対策枠10億円の融資

枠を設定しました。これらの取組により、農業経営近代化資金の融資実績は、230件

（対前年104件増）、約26.1億円（対前年約12.6億円増）となりました。 

 

６ 農業経営体の経営の安定を支える農業保険制度の推進 

①  市場価格の下落や自然災害等での減収など、さまざまなリスクから農業経営を守る

ため、関係機関が連携して、農業経営のセーフティネットである収入保険制度の周知

に取り組みました。農業者が集まる場での説明会や新規就農者に個別に説明等を行っ

た結果、62件の新たな加入があり、収入保険制度の加入実績は、1,469経営体となり

ました。 

②  物価高騰が継続する中、農業者の経営安定を図るセーフティネットの充実に向け、

収入保険制度の補償限度額の上限や、保険料に係る国の負担割合を引き上げるよう、

国に要望しました。 

③  自然災害等による影響を緩和し、農業経営の安定化を図るため、４地域において、三

重県農業共済組合、市町、ＪＡ、地域農林水産事務所による意見交換会を開催し、農業

保険制度の効果的な推進や産地の課題に関して情報を共有しました。 

 

７ 企業の農業参入や農協出資型法人等による農業経営の促進 

①  農林水産支援センターに設置した農業経営等に関する相談窓口において、市町や農

業委員会等の関係機関と連携して、農地の確保や技術の習得など企業からの相談に対

し、きめ細かな対応を進めました。また、事前にまとまった農地を確保したうえで、

農業ビジネスプランコンテストを開催（１回、提案者６名）し、新規参入をめざす企

業等へ農地を受け渡す取組を進めました。 
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②  農林水産支援センターと連携して、都市部で開催された農業参入フェアへの出展

（２回）や参入希望企業を対象とした研修会の開催（１回）等に取り組んだ結果、食

品製造事業者等新たな企業による農業参入が行われ、営農を継続している農業参入企

業数は74件（対前年２件増）となりました。 

③  農協出資型法人等（９社）における農業経営の安定化に向け、農協経営者との意見

交換会（７回）において、経営の状況や地域農業の課題を把握するとともに、優良事

例の情報提供や助言等を行いました。 

 

 

 

①  担い手への農地集積を進めるため、農地中間管理事業の活用を促進するとともに、

地域農林水産事務所に設置した「農地中間管理事業推進チーム」が中心となり、市町、

農業委員会等の関係機関と連携して、地域計画のブラッシュアップおよび実現に向け

た地域の話し合いを促進します。また、担い手が不足している地域では、小規模農業

者による効率的な営農継続を支援するとともに、地域外の担い手や農業参入企業との

マッチングなど、新たな営農体制の構築に取り組みます。 

②  集落営農の推進に向け、営農組織の設立・運営、法人化に向けた取組を支援します。

特に、集落ぐるみで農地中間管理事業や基盤整備事業の活用に取り組む地域において

は、効率的な営農体制の整備を行う好機となるため、重点的に推進します。 

③  中山間地域等条件不利地域における営農の継続に向け、機械導入等効率化のための

取組への支援や農業支援サービス事業体の育成を図るなど、小規模な兼業農家や高齢

農業者等の家族農業者も含めた、持続可能な仕組みづくりを進めるとともに、地域特

性を生かした多様な作物の導入等、収益確保に向けた取組を進めます。 

④  農業経営体の持続的な経営発展を促すため、農林水産支援センターに設置された農

業経営等に関する相談窓口における経営相談への対応や、経営の高度化を図る研修会

等の開催、税理士、中小企業診断士、社会保険労務士といった専門家の派遣により、

経営課題解決の支援に取り組みます。 

⑤  経営環境の変化や災害による影響を受け、出荷量の減少や販売価格の低下、収益の

減少等の問題に直面している農業者が資金繰りに支障をきたすことがないよう、融資

機関との連携を密にします。また、これらの農業者に対し、農業経営等に関する相談

窓口でのきめ細かな相談対応に取り組むとともに、国の事業等も活用しながら、経営

の継続や経営安定のための支援を進めます。 

⑥  三重県農業共済組合と連携し、新規就農者等の農業保険制度への加入促進に積極的

に取り組みます。 

⑦  企業や農業法人等の農業参入を促進するため、農林水産支援センターに設置した農

業経営等に関する相談窓口において、企業等からの相談対応や情報提供に取り組むと

ともに、あらかじめまとまった農地等を確保して新たな担い手に受け渡す取組を進め

ます。 

  

今後の取組方向 
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策定された地域計画の実現に向けた取組 

～津市安濃町戸島地区の事例～ 

津市安濃町戸島地区では、水稲や小麦、大豆等の栽培が行われる中で地区の６割は小規

模な農業者により耕作されており、離農による農地の遊休化が心配されていました。 

また、シカやイノシシによる獣害や麦の連作障害による収量の低下等が離農を促す要因

となっており、対応が必要となっていました。 

このような背景から、将来に危機感を持った地区の農業者らが中心となって、話し合いが進め

られた結果、11 月に新たに営農組合が設立されました。これにより、離農する個人農家の農地

を、既存の担い手農業者や営農組合に集積・集約していく方針が立てられました。 

設立された営農組合が中心となって野生鳥獣の侵入防止柵

の設置や捕獲者の確保を図るとともに、ため池の改修により

用水を確保し麦の連作畑を水田化する検討を行うなど、地区

の将来の営農継続に向けた取組も進んでいます。 

県は、設立された営農組合の法人化や、獣害対策の強化等、

引き続き、地域営農体制の構築を支援していきます。 

 

 

 

 
新たな体制の構築による集落営農等の経営継続に向けた支援 

～農業経営集約化促進事業の実施～ 

中山間地域等の条件不利地域をはじめとして、集落営農組織や農業法人での高齢化や後

継者不在といった問題が深刻化する中で、農林水産支援センターは、令和５年度から農業

改良普及センター、ＪＡ等の関係機関と連携して、将来的に農業経営の継続が心配される

経営体の体制強化に取り組んでいます。 

これまでに、集落営農組織や農業法人へ経営状況を聞き取り調査（７市町21地区）し、３

地域で、各経営体の合併・経営連携、第三者への事業承継に向けて、マッチングを進めるこ

ととなりました。 

これまで、他県の優良事例や集落営農の合併等について

学ぶ研修会の開催を通じて、各経営体の合併等に対する機

運を高め、経営体双方にとって取り組みやすい体制を検討

できるよう、話し合いの場づくりを進めたことから、①地

域の営農を共同で調整する広域協議会の設立、②中山間地

域の集落営農組織の合併、③地域外の担い手も含めた営農

連携の新たな体制構築につながりました。 

県は、引き続き、集落営農等の経営継続に向けて支援し

ていきます。 

トピックス２ 

トピックス１ 

地区での話し合いの様子 

研修会の様子 
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【基本事業Ⅱ-３】農業を支える多様な担い手の確保・育成 

 

 

 

 
令和元年度 

(計画策定時) 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

 

令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  180 人 180 人 180 人 180 人 180 人 180 人 180 人 

実績値 
169 人 

(平成 30 年度) 
147 人 165 人 142 人 121 人 114 人 100 人  

達成率  82％ 92％ 79％ 67% 63% 56％  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規就農者数 

（単年度） 
 県内で農業に就業した 45歳未満の人の数 

取組目標 

◇ 新規就農者について、就農希望～就農直後～就農定着～経営発展のそれぞれの段階に
おいて、国の事業・制度も活用しながら、就農者に寄り添ったきめ細かなサポートに
取り組みます。また、Ｕ・Ｉターン就農者の受入環境の整備や大学生等を対象とした
就労体験などを進めます。 

◇ 増加傾向にある雇用就農者の受け皿となる農業法人の経営者等、農業ビジネスを実践
する人材を、実習と講義などの研修と産学官連携による養成の仕組みを通じて育成を
図ります。 

◇ 農畜産経営体や産地における農繁期などの労働力として、若者や子育て中の女性、高
齢者、外国人など、それぞれの実情に応じ、確保に向けた取組を進めます。また、こ
うした人材の定着に向け、経営体等における労働環境や人材の育成体制の整備など「働
き方改革」の推進を図ります。 

◇ 就農者の定着に向け、経営体等において、高温となる夏期の働き方の改善ややりがい
が醸成される働きやすい労働環境の整備に取り組むとともに、人材の育成体制の整備
を促進します。 

◇ 農村女性の活躍の場を創出するとともに、さまざまな方針決定の場への女性の登用を
推進します。また、女性の就農や起業に加え、仕事と育児の両立に向けたワーク・ラ
イフ・バランスの取組等を促進します。 

 

基本事業の取組方向 

新規就農者の確保に向け、就農希望時から経営発展の各段階における支援として、就農に

係る各種情報の発信、就農希望者への相談対応、就農前研修希望者や独立自営就農者への新

規就農者育成総合対策の活用、就農時における各種研修機会の提供、「みえ農業版ＭＢＡ養

成塾」による農業ビジネス人材の育成等に取り組むとともに、農業法人等雇用力のある農業

経営体の育成、障がい者を含む多様な人材を受け入れられる環境の整備を進めました。45

歳未満の新規就農者は前年度より 14人減少し、目標を達成できませんでしたが、近年、45

歳以上の中高年での就農が増加しており、新規就農者全体では令和６年の 176 名から令和７

年の 195名と 19名増加しています。引き続き、新規就農者の確保に向け、県内外の若者等

を確保するための活動の他、中高年世代の就農に対してもきめ細かなサポートに取り組み

ます。 

７年度評価 

目標の進捗状況 

-38-



 

１ 新規就農者に寄り添ったきめ細かなサポートの実施 

①  新規就農者の確保に向け、農林水産支援センターと連携し、「三重県農林漁業就業・

就職フェア 2025」の開催（来場者 70人）や県外における新規就農相談会への出展（東

京１回、大阪１回、名古屋３回、相談者 26人）等を通じて、農業に係る就業情報の提

供や就農支援制度の紹介を行いました。また、農林水産支援センターに就農総合相談

窓口を設置し、就農希望者に対して、きめ細かな相談・支援（54件）に取り組みまし

た。取組の結果、令和７年度の新規就農者数（45歳未満）は 100人となりました。 

②  県内の農業高校生に本県農業の魅力や、やりがいを伝えるため、若手農業経営者等によ

る出前授業（５校、36回）や、現地視察研修（５校、15回）を実施しました。 

③  農業大学校の学生募集にあたり、オープンキャンパス（２回）、就農チャレンジ研

修（２回）、高校訪問およびＳＮＳでの情報発信等に取り組み、32名の入校（前年度

に対し４名増）につながりました。また、教育内容の充実に向けて、ＳＮＳによるマ

ーケティング手法を学ぶ演習、スマート農業を実践する農業者への視察、農業機械の

操作を学ぶ研修等、多様なニーズをふまえて、カリキュラムを見直しました。さらに、

ハローワークやキャリアカウンセラー等を活用し、就職指導を強化するとともに、農

業を担う同窓生の情報提供や意見交換などを行いました。 

④  青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就農前の研修期間（２年以内）

および経営が不安定な就農３年以内における所得の確保を目的とした就農準備資金・

経営開始資金等を 124 人（就農準備に必要な資金 21 人、経営開始に必要な資金 103

人）に交付しました。また、新規就農者への機械・施設等の導入支援を目的とした経

営発展支援事業等を 13 人（経営発展支援事業６人、初期投資促進事業７人）に交付

しました。 

⑤  新規就農者の就農計画等に基づく経営目標の達成に向け、就農５年目までの重点支

援新規就農者に対して、市町やＪＡと連携しながら、面談等を通じて技術指導や経営

管理等の支援に取り組みました。 

⑥  年齢に関わらず意欲ある人材の就農を促し、担い手の確保・育成につなげることを

目的に、中高年（50歳以上 65歳未満）の新規独立・自営就農者を対象として、施設・

機械の導入支援を行いました（14件）。 

⑦  新規就農者の確保・育成に意欲的な農業者を登録する「みえの就農サポートリーダ

ー制度」への登録農業者数は 142 人（対前年２人減）となり、このうち 11 名が就農

準備資金交付対象の新規就農希望者 22 名（令和８年３月時点）を受け入れ、サポー

ト活動を実施しました。 

⑧  急激な労働力不足に直面している農業現場における人材の確保に向け、新規就農希

望者等を援農人材として派遣できるよう、野菜や果樹の栽培管理の基礎等を学ぶ研修

を実施しました（10回開催、延べ 38人参加）。 

  

７年度の取組状況 
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２ 農業ビジネス人材の育成 

①  農業ビジネス人材の発掘・育成を目的に設置している「みえ農業版ＭＢＡ養成塾」

において、第８期生３人が入塾し、経営学やフードマネジメント等の講義の受講と、

それぞれの経営改善プランを策定し、２名がカリキュラムを修了しました。 

また、令和８年度に入塾する９期生の確保に向け、「みえ農業版ＭＢＡ養成塾」ホー

ムページによる広報、ＳＮＳでの情報発信、各種相談会の開催などに取り組みました。 

 さらに、カリキュラム（座学と実習）や運営体制の改善に向けては、県内の大学の

有識者や先進的な農業法人の経営者等で構成する「三重の農業若き匠の里プロジェク

ト実行会議」（１回）を開催しました。 

 

３ 労働力を確保する仕組みの構築 

①  前年度に作成したワンデイワーク（単日・短時間の働き方）のマニュアル（手順書）

の活用を進めるため、県ホームページにおいてマニュアルを周知するとともに、市町、

ＪＡ、農林水産支援センター、三重県農業会議等へ情報提供しました。 

 

４ 農村女性の活躍の場の創出 

①  女性の農業経営者や従事者の人材育成に向け、農業や地域活動に意欲的に取り組む

女性を「三重県農村女性アドバイザー」として新たに６名を認定するとともに、農村

女性アドバイザーを対象とした研修会（県域２回、地域５回）や、経営管理能力や農

産加工技術の向上に資する研修会（10回）等を開催しました。 

②  農業分野における方針決定の場への女性登用の促進に向け、改選を予定している農

業委員会（６市町）を訪問し、農業委員への女性任用について働きかけを行いました。

令和７年度の県内の女性の農業委員は昨年度より 1市町で増、３市町で減となり、全

体では 48名（改選前比２名減、女性の割合 11.3％（0.6％減））となっています。 
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①  新規就農者の確保に向け、各種就業フェアや移住・就農相談会への出展、農業法人

と就農希望者のマッチング、インターンシップ等の実施を通じて、独立自営就農や農

業法人への雇用就農を支援します。 

②  若者の就農意欲を喚起するため、農業高校との連携を強化しながら、農業教育のカ

リキュラムの強化や、農業法人による農業高校への出前授業や視察研修を支援します。 

③  農業大学校において、実習や講義を通して専門技術を体得しながら学生自身が主体

的に農業と向き合い、就農意欲の向上、表現力、コミュニケーション力、判断力、計

画力等の能力を身に着けることをめざします。そのために、カリキュラムの改善や職

員の資質向上を図り、教育内容の充実につとめます。また、キャリアカウンセラーと

の連携を強化し、学生個々の目標に合わせて主体的に将来ビジョンを描けるよう支援

します。 

④  新規就農者の確保・育成に向け、就農準備資金・経営開始資金等の交付対象者が就

農・定着できるよう、市町やＪＡ等の関係機関との連携強化、支援体制の充実を図り

ます。また、就農５年以内の新規就農者を重点的な支援対象として、新規就農者への

定期的な訪問により、技術・経営・販売面等のフォローアップに取り組みます。 

⑤  スマート農業技術に関する高度な知識や技能を備えた農業経営者や就農者を育成

するため、農業大学校において講義およびスマート農機の操作実習を実施します。 

⑥  リカレント教育の一環として、各種作物の栽培に関する基礎知識や農業機械の操作

方法の習得等を目指す講習を実施します。 

⑦  「みえ農業版ＭＢＡ養成塾」について、運営方法の改善とカリキュラムの充実に取

り組みます。入塾生の確保に向けては、オンラインの活用や、農業法人、認定農業者

の後継者への積極的なアプローチによる塾生の募集活動を展開します。また、市町、

ＪＡ等の関係機関との連携を図りながら、修了生の就農や起業時におけるサポートの

充実・強化を進めます。 

⑧  労働力が不足する家族農業経営体において、ワンデイワークなどスポットワークが

活用できるよう、引き続き、関係機関と協力して、手順書の活用促進、周知等に取り

組みます。 

⑨  農村女性の活躍の場の創出に向け、農村女性アドバイザーの取組を支援するととも

に、市町農業委員会に対し、農業委員への女性の任用拡大を働きかけます。 

⑩  新規就農を希望する方の要望に応じ、生産管理や経営の考え方を学ぶための実践研

修として、農業法人へのインターンシップを実施します。 

  

今後の取組方向 
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みえの就農サポートリーダーが研修生をサポート 
～新規就農者の確保に向けて～ 

県では、就農に向けた支援制度として「みえの就農サポートリーダー」制度を設けてい

ます。この制度は、農業後継者の育成に意欲が高い農業者等がサポートリーダーとなり、

栽培技術等習得のための研修実施や就農に係る農地・住居の確保支援、就農後の相談等を

関係機関等と連携し、就農希望者の円滑な就農と定着をサポートする制度です。 

令和８年３月時点で 142 名がサポートリーダーに登録され、かんきつやイチゴのほか、

葉物の水耕栽培やブドウ等の作目で 22名の就農研修生を受け入れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業分野における多様な担い手確保に向けて環境整備を支援 

県では、農業分野における労働力の確保に向け、年齢や性別等を問わず、あらゆる人材

が農業分野で活躍できるための環境整備を支援しています。 

令和７年度は、女性が働きやすい労働環境づくりに向けて、女性用トイレの設置や休憩

所の空調機設置など 15件、また、50歳以上の中高年の新規独立・自営就農者の定着に向け

て、農業用ドローンやかんきつ選果に必要な機器の導入を支援しました。 

今後も、多様な担い手が農業分野で活躍できるよう、働きやすい労働環境づくり等を支

援していきます。 

 
                                                                                                                           
 

トピックス２ 

 

トピックス１

１ 

サポートリーダー（左）から 

指導を受ける研修生（右）の様子 

休憩所の空調機 

 

女性用トイレ かんきつ選果用自動ブラシ 

イチゴ育苗ハウスにおける研修 
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【基本事業Ⅱ-４】農福連携の推進 

 

 
 

農業と福祉との連携に

よる新たな就労人数

（単年度） 

農業における障がい者等の新たな就労人数 

 

 
令和元年度 

(計画策定時) 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  48 人 48 人 48 人 48 人 48 人 48 人 48 人 

実績値 ― 45 人 49 人 56 人 49 人 54 人 44 人  

達成率  94％ 100％ 100％ 100％ 100％ 92%  

 

取組目標 

◇ 農福連携に取り組む民間団体等と連携しながら、農畜産経営体における障がい者の雇

用、福祉事業所の農業参入、障がい者による福祉事業所を通じた農業での施設外就労、

農業経営を行う特例子会社などの拡大を図り、障がい者の農業分野での就労を拡大し

ます。 

◇ 障がい者を雇用している農業経営体や農業参入した福祉事業所が主体となった、需要

に応じた農産物の生産・加工・販売を、食品産業事業者などと連携しながら進めます。 

◇ 農福連携の社会的認知度の向上を図るため、農福連携のＰＲなどに取り組みます。 

◇ 農業分野と福祉分野をつなぐ人材として、「農業版ジョブコーチ」や農業者と福祉事業

所の間で農作業の斡旋などに取り組むコーディネーターの育成に取り組みます。 

◇ 農福連携の効果を生かし、生きづらさや働きづらさを感じている若者等に対し、農業

の就労体験を通じた本格就農や他産業への就労による社会参画を促進します。 
 

基本事業の取組方向 

目標の進捗状況 

令和７年度までに農業参入した福祉事業所は 58事業所で就労者は 817人、障がい者を雇

用する農業経営体は 25 経営体で就労者は 50 人、施設外就労を実施している農業経営体は

30経営体で就労者は 96人となり、累計で、農福連携の取組件数は 113件、就労者は 963人

となっています。また、令和７年度に新たに農業に就労した障がい者は 44人にとどまり、

目標は達成できませんでした。 

 引き続き、農業と福祉をつなぐ人材の育成や活動支援、施設外就労のマッチングを支援す

るワンストップ窓口の運営支援、生きづらさや働きづらさを感じている若者等を対象とし

た農業就労体験や社会参加に向けた支援等を進めます。また、「農福連携全国都道府県ネッ

トワーク」の活動を通じて、農福連携が促進される環境の整備に取り組みます。 

７年度評価 
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１ 農福連携に取り組む民間団体と連携した障がい者の就労促進 

①  農福連携に取り組む農業経営体や福祉事業所等への情報提供や相談対応、農業ジョ

ブトレーナーの派遣等が迅速に行えるよう、「一般社団法人三重県障がい者就農促進

協議会」と連携し、農林水産業と福祉をつなぐワンストップ窓口の運営支援に取り組

みました。 

②  農福連携の拡大に向け、「一般社団法人三重県障がい者就農促進協議会」と連携し、

研修会等を通じて福祉事業所・農業者組織への働きかけ等に取り組んだ結果、農業に

参入している福祉事業所の活動が継続されるとともに、新たに44人の障がい者が農業

に就労しました。 

 

２ 農福連携における需要に応じた農産物の生産・加工・販売の促進 

①  ノウフク商品の販路拡大に向け、直売所や百貨店において農福連携マルシェを開催

（延べ12回）し、福祉事業所が生産する農産物や農産加工品の販売促進を図りました。 

②  ノウフク・ブランドの確立による障がい者の工賃向上に向け、福祉事業所と企業等

の連携による新商品の開発や商品のブラッシュアップを支援しました（３事業所）。 

③  福祉事業所の新品目導入や品質向上に向けて、農業者と２事業所をマッチングし、

ブルーベリーのポット栽培やアロマ用のラベンダー栽培等の専門的な指導を支援し

ました。 

 

３ 農福連携の社会的認知度向上に向けた取組 

①  農福連携の取組強化に向けて、全都道府県が参加している「農福連携全国都道府県

ネットワーク」が主催する、農福連携全国都道府県ネットワーク現地研修会に参加し、

全国の農福連携に係る最新の情勢を情報収集するとともに、優良事例として年間を通

じて仕事を提供することで安定した雇用や待遇を実現するワイナリーの調査を行い

ました。 

②  県内の農福連携に取り組む農業者、福祉事業所等を「農福連携スポット」として県

内７か所に設定し、これらを巡るデジタルスタンプキャンペーンを実施しました（９

月27日から12月31日）。 

③  ノウフクＪＡＳ認証の取得促進に向け、認証取得をめざす福祉事業所を対象に、ノ

ウフクＪＡＳセミナー（１回）を開催しました。 

 

４ 農業分野と福祉分野をつなぐ人材育成 

①  農福連携の現場で、障がい者への接し方や農業技術等の具体的なアドバイスを行う

専門人材の育成に向け、「一般社団法人三重県障がい者就農促進協議会」と連携し、農

業ジョブトレーナー養成講座を開講（24名修了）するとともに、国制度の農福連携技

術支援者を認定するための研修会を開催（10名認定）しました。 

 

７年度の取組状況 

-44-



 

５ 農福連携の効果を生かした社会参画の促進 

①  生きづらさや働きづらさを感じている若者等の農業への就労促進に向け、ひきこも

りの若者等への支援に取り組む特定非営利活動法人と連携し、農業就労体験（９名参

加）を実施するとともに、農業就労体験の受入れが可能な農業者のリスト化（５経営

体）に取り組みました。 

 

６ 農福連携の現場におけるスマート技術を活用した労働環境改善の推進 

①  農福連携に取り組む福祉事業所が、あらたな農業生産活動としてワイン用ブドウを

栽培できるよう専門家を派遣し、ラジコン防除機を活用した防除作業を支援しました。 

 

 

①  「一般社団法人三重県障がい者就農促進協議会」と連携し、ワンストップ窓口の運

営を支援するとともに、県内の農福連携を推進するための体制強化に取り組みます。 

②  農業分野と福祉分野をつなぐ人材として、農業ジョブトレーナーや農福連携技術支

援者の育成に取り組むとともに、その活動を支援します。 

③  ノウフクＪＡＳ認証の取得促進に向け、生産工程管理の意識が高い福祉事業所等を

対象に、ノウフクＪＡＳ制度の紹介、相談対応や技術的サポートに取り組みます。 

④  障がい者の工賃向上を図るため、ノウフク商品の魅力発信、新商品の開発、既存商

品のブラッシュアップ等、ノウフク・ブランドの確立に向けた取組への支援を強化し

ます。 

⑤  生きづらさや働きづらさを感じている若者等が農業就労体験を通じて就労・社会参

加できるよう、農業就労体験の受入れが可能な農業者のリストを再編し、関係機関と

の情報共有を進め、農業就労体験の実施を促進します。 

⑥  「農福連携全国都道府県ネットワーク」を活用し、全国の農福連携に係る情報の収

集に取り組みます。 

⑦  農福連携の取組の認知度向上、取組の拡大を図るために、農福連携を行う事業者と

企業との連携を支援します。 

⑧  各地域単位での農福連携の取組促進に向け、市町やその地域の福祉事業者、農業経

営体および地域企業を核とした農福連携の拠点づくりを支援します。 

  

今後の取組方向 
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トピックス１ 
 

 

農福連携拡大に向けた専門人材の育成 

県では、農業分野における労働力の確保と福祉分野における就労機会の拡大を図るため、

農業と福祉をつなぐ専門人材の育成を進めており、令和７年度も、農業ジョブトレーナー

養成講座（９月 17日：24名修了）や農福連携技術支援者育成研修（１月 16日：10名認定）

を実施しました。 

農福連携技術支援者育成研修においては、知的障がいや発達障がい、精神障がいといっ

た障がいの特性や農作業支援の方法のほか、かぼちゃやニンニクの収穫作業といった農福

連携の実例も交えながら講義しました。 

また、視覚障がいについてグループワークや疑似体験、サツマイモの収穫作業の実習等

を通じ、農福連携を現場で実践する力を身につける研修を実施しました。 

過去の研修修了者は、野菜の袋詰めや出荷用段ボールの箱折り作業などの施設外就労の

実施に向けて、農業者と福祉事業所のマッチングを行うなど、県内で広く活躍しています。 

引き続き、県では、農業分野における労働力の確保と福祉分野における就労機会の拡大

に向けて、農業と福祉をつなぐ専門人材の育成に取り組みます。

 

サツマイモ収穫の実習 講義の様子 
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【基本事業Ⅱ-５】農業生産基盤の整備・保全 

 

 
 
 

基盤整備を契機と

した農地の担い手

への集積率 

農地集積の目標を掲げて基盤整備を実施した地区および

地元合意が形成され基盤整備に着手する予定の地区の農地

面積のうち、担い手への集積が図られた農地の割合 

 

 

 
令和元年度 

(計画策定時) 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  45.2％ 48.3％ 51.7％ 55.2％ 58.7％ 62.2％ 80.0％ 

実績値 43.0％ 45.2％ 48.3％ 51.7％ 55.2％ 58.8％ 62.3％  

達成率  100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組目標 

◇ 農業生産力の強化に向けて、ＡＩやＩｏＴ、ロボット等を活用したスマート農業を実

践するなど、農業生産の低コスト化や高度化に対応できるほ場の大区画化や農業用水

路のパイプライン化、環境との調和に配慮した農業生産基盤の整備等を「三重県農業

農村整備計画」に基づき計画的に進めます。 

◇ 耕作放棄地の発生抑制や再生、農業振興地域制度や農地転用許可制度の適切な運用を

通じ、優良農地の確保を図るとともに、指定市町などにおける農地制度の適正な運用

を進めます。 

基本事業の取組方向 

効率的かつ安定的な農業経営の実現に向け、スマート農業に適したほ場の大区画化や農

業用水路のパイプライン化等を計画的に進めるとともに、整備に合わせ地元説明会等によ

り農地集積に向けた合意形成を進めた結果、基盤整備を契機とした担い手への農地集積面

積の割合は 62.3％（実面積 3,136.4ha）となり、目標を達成しました。 

今後も農業農村整備を着実に進めていくため、「三重県農業農村整備計画」に基づいて、

総合的かつ計画的に農業基盤の整備等を進めるとともに、優良な農地の確保に向けて、農地

転用許可制度の適切な運用や耕作放棄地の発生抑制を図ります。 

 

７年度評価 

目標の進捗状況 
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１ 営農の高度化、効率化を図るほ場の大区画化等の推進 

①  「三重県農業農村整備計画」に基づき、計画的に農業農村整備を進めた結果、同

計画における４つの主要取組ごとに定めた基本目標をおおむね達成しました。 

②  効率的で持続可能な営農活動が展開されるよう、ほ場の大区画化（10地区）に取

り組み、農業生産性の向上を図りました。 

③  効率的な営農の実現に向け、かんがい排水施設の整備（14地区）に取り組み、水

資源の有効利用、生産性の向上や維持管理費の節減を図りました。また、そのうち

13地区については、新たに農業用水路のパイプライン化に取り組み、水管理の省力

化、水資源の有効利用を図りました。 

④  ほ場の大区画化や農業用水路のパイプライン化にあたり、地元説明会やアンケー

ト調査の実施を通じて、農地集積に向けた地域の合意形成を進めました。基盤整備

を契機とした農地の担い手への集積率は、62.3％（対前年度 3.5％増）となりまし

た。 

 

２ 農業振興地域制度の適正な運用等による、優良農地の確保 

①  優良農地の確保を図るため、「市町農業振興地域整備計画」の計画変更に係る協議

の際に、市町に対して農業振興の観点から必要な助言を行いました。計画変更協議の

実績は19市町で延べ30回でした。また、農地法の規定に基づき、農地転用に係る許可

事務を適正に行い、農地転用許可件数は258件となりました。 

②  三重県農業再生協議会主催の農業再生協議会担当者会議（６月）において、耕作放

棄地対策について説明を実施するとともに、荒廃農地等の現状を把握するための遊休

農地の利用状況・意向調査に取り組むことで耕作放棄地の発生抑制を図りました。 

 

 

 

①  営農の高度化、効率化を図るため、引き続き、スマート農業に適したほ場の大区画

化や農業用水路のパイプライン化等の農業生産基盤の整備を計画的に進めるととも

に、農地中間管理機構と連携した基盤整備事業の活用に取り組むことで、さらなる担

い手への農地の集積を進めていきます。 

②  優良な農地の確保に向けて、農地転用許可制度等の適切な運用を図るとともに、耕

作放棄地の発生抑制等を図ります。 

 

  

７年度の取組状況 

今後の取組方向 
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農地整備事業における農地の大区画化について 

～松阪市寺井地区の事例～ 

本地区は、農地が大区画化されておらず、大型機械による効率的な営農が困難なうえ、

用水路と排水路が兼用のため水田の汎用化が図れず、担い手への集積が進まない状況に

ありました。そこで、農業競争力強化農地整備事業を活用し、農地の大区画化（現況：

10a未満→計画：40a程度）や、用排水施設の分離により水田の汎用化を図り、高収益作

物の導入を促進しました。 

農地が大区画化されたことで大型機械の導入が可能となり、効率的な営農が実現され

たことから、担い手への集積が向上し、地域の農業生産の大部分を担う農業構造へと転

換が図られました。また、本地区では水稲や小麦に加え、高収益作物であるイチゴの栽

培が行われています。 

今後も、効率的かつ安定的な農業経営を確保するため、県内における農業生産基盤の

整備を着実に進めていきます。 

 

     基盤整備完了後の農地        高収益作物（イチゴ）作付け状況 

 

トピックス１ 
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【基本事業Ⅱ-６】農畜産技術の研究開発と移転 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農畜産技術の開発

成果が活用された

商品等の数（累計） 

農業研究所および畜産研究所が取り組む研究開発から生

み出された成果のうち、次の①②のいずれかに該当する技術

が活用された農業者等の商品やサービス等の件数（累計） 

 ①開発技術、②県が開発した特許・品種等 

 
令和元年度 

(計画策定時) 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  225 件 250 件 275 件 300 件 325 件 350 件 450 件 

実績値 
175 件 

(平成 30 年度) 
225 件 250 件 275 件 300 件 325 件 350 件  

達成率  100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％  

取組目標 

◇ 気温上昇などの環境変化や実需者のニーズ等に対応した新たな作物の生産技術や新品

種の開発などを進めます。 

◇ ＡＩやＩｏＴ、ロボット、センシング、ドローン技術を活用した高品質安定・省力化

生産技術の開発、雇用就農者の働きやすい労働環境条件の解明などを進めます。 

◇ 畜産物の生産コストの低減や機能性など付加価値の創出を図るため、食品の残渣等を

利用した畜産の飼養技術の開発を進めます。 

◇ 国や民間企業が開発した新品種、農薬や肥料などの本県での適応性を調査研究します。 

◇ 開発や適応性が確認された技術等について、農業者や食品産業事業者等への円滑な移

転に取り組みます。 

 

基本事業の取組方向 

目標の進捗状況 

農業研究所においては、気候変動に対応した安定生産技術の開発や省力化に向けた栽培

技術の開発、環境負荷低減に貢献する生産資材の開発等に取り組みました。畜産研究所にお

いては、黒毛和牛の肥育技術や素牛の生産性向上を図る受精卵生産技術、飼料用トウモロコ

シや食品製造副産物を利用した乳牛、豚、鶏への飼料配合技術の研究等に取り組みました。

こうして開発した生産技術を生かし、令和７年度には 25件の新たな商品やサービスが生ま

れ、目標を達成しました。 

引き続き、研究成果の速やかな社会実装に向け、民間企業、農業者、大学等の研究機関と

連携し、新品種の育成、スマート農業技術を用いた農作物の生育予測、防除管理技術の開

発、低コストで家畜の健康管理に配慮した生産技術の確立、地域未利用資源の家畜飼料化

等、実需者のニーズや生産現場の課題に的確に対応した研究に取り組みます。 

７年度評価 
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１ 気候変動や実需者ニーズ等に適応した新品種・新技術の開発  

①  県内の水田では、外来雑草であるヒレタゴボウが侵入して問題となっているため、

生育抑制に有効な水管理と防除効果が高い除草剤の処理を組み合わせた体系的な防

除技術を開発しました。 

②  獣害対策に用いるワイヤーメッシュ柵は、イノシシにより柵の下部から押し上げら

れて破壊されることがあるため、樹脂ワイヤーを用いて柵下部の強度を高める技術を

開発しました。 

③  水稲収穫後からナバナの定植までの限られた時間で、省力的に土づくりができるよ

う、肥料散布機で散布でき、堆肥に由来する腐植酸を多く含むペレット形状の土づく

り資材を開発しました。 

④  水田転換畑におけるゴマ栽培では、湿害による著しい減収が問題となるため、チゼ

ル深耕および明渠と暗渠の施工を組み合わせた排水対策技術を開発しました。 

⑤  茶の有機栽培では、マグネシウム等の要素欠乏が発生しやすいため、栄養素を補う

とともに、有機ＪＡＳに適合した有機質の配合肥料を開発しました。 

⑥  安定した「国産バニラ」の栽培技術確立に向けて、立体栽培装置を活用した効率的

な養水分管理の手法を開発し、育成マニュアルを作成しました。 

 

２ スマート農業技術を活用した高品質安定生産・省力化技術等の開発 

①  水稲の早期栽培で被害が増加しているスクミリンゴガイの防除を支援するために、

農研機構が提供する農業用気象データを用いて、どの程度の食害が発生するかを地域

や移植後の日数に応じて予測し、地図上に見える化する技術を開発しました。 

②  大規模施設園芸では、効率的な労務管理や情報伝達が課題となっていることから、

トマトの生育や管理作業の状況を一元管理することで労務管理を支援する「生産管理

支援システム」の導入手引き書を作成しました。 

 

３ 畜産物の生産コストの低減や付加価値の創出を図る研究 

①  雌の黒毛和種を生産するのに用いる受精卵を効率的に生産するために、人工授精の

技術開発に取り組み、雌性選別精液を用いて、あらかじめ設定した時刻に複数回人工

授精することで受精卵の品質や生産効率が高まることを明らかにしました。 

②  黒毛和種雌牛の伝統的な長期肥育において、粗飼料および濃厚飼料を多く与える期

間の検討やバランスのとれた粗タンパク質と炭水化物の給与水準の調査に取り組み、

枝肉成績が良好で、牛の健康面からも事故リスクが少ない飼料給与法を開発しました。 

③  県内の食品事業者から排出される食品製造副産物を飼料（エコフィード）として有

効利用するための保管・給与方法やふん粒度を指標とした乳牛の栄養管理技術を開発

しました。 

 

 

７年度の取組状況 
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④  アニマルウェルフェアへの対応を推進するため、公益社団法人畜産技術協会が策定

した「アニマルウェルフェアの考え方に対応した豚の飼養管理指針」で推奨されてい

る飼料への食物繊維の添加について、豚の肥育用飼料において試験し、出荷成績に影

響がないことを明らかにしました。 

⑤  熊野地鶏種鶏の暑熱対策において、アミノ酸と抗酸化資材を併給すると、羽軸中の

コルチコステロン濃度が低下し、高温による生体内ストレスを低減できることを明ら

かにしました。また、熊野地鶏種鶏に香酸柑橘のジャバラ搾り粕を給与することで、

暑熱期における産卵率の低下を防止できることを明らかにしました。 

 

４ 国等で開発された新品種・農薬の県内適応性調査研究   

①  トマト栽培の重要害虫であるタバココナジラミについては、化学農薬のみによる防

除では十分な効果を得られず問題となっていました。そこで、農薬メーカーと連携し、

新たな天敵製剤であるチチュウカイツヤコバチ剤の防除効果を検証し、農薬登録につ

なげました。 

②  トマト立枯病は有効な登録農薬がありませんでした。そこで、農薬メーカーと連携

して有効な殺菌剤の種類や殺菌剤処理による感染予防の効果を明らかにし、農薬登録

につなげました。 

③  ミカンハモグリガは、かんきつ幼木の重要害虫であり、幼木の生育を妨げ、成園化

を遅らせる要因となっています。そこで、防除効果が高く、既存剤とは効き方の異な

る薬剤について、農薬登録に必要なデータを取得し、適用拡大につなげました。 

④  ブドウ黒とう病については、従来使用されてきた殺菌剤が登録失効となったことか

ら、本病害に対する防除効果の高い薬剤を明らかにし、登録農薬の適用拡大につなげ

ました。 

⑤  カキノヘタムシガは、果実を加害して大幅な減収を引き起こすカキの重要害虫で

す。このため、耐雨性が高く効果が長期間持続する薬剤について、農薬登録に必要な

データを取得し、適用拡大につなげました。 
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①  農業者や民間企業、大学等研究機関との連携を強化し、生産現場の課題解決に向け、

波及効果の高い研究成果を創出し、速やかな普及を進めます。 

②  持続的な食料システムの構築を図るため、気候変動、実需者ニーズ、肥料・資材の

価格高騰や環境と調和のとれた農業生産に対応した技術開発、新品種の育成や植物工

場を活用した栽培技術の実証等に取り組みます。 

③  県内畜産業の競争力強化を図るため、優れた食味を維持しつつ事故の低減につなが

る肉用牛生産技術や、肥育素牛確保に資する受精卵移植の新技術、乳牛における新た

な栄養管理技術、地域未利用資源を家畜の飼料として利用する新たな飼養管理技術、

アニマルウェルフェアに配慮した豚の飼養管理技術の開発、熊野地鶏種鶏の暑熱対策

技術の開発に取り組みます。 

④  県内農業の発展に向け、国や民間企業等で開発された新品種や農薬を活用できるよ

う、県内での適応性を調査研究します。 

⑤  農業者人口の減少に対応し、生産の効率化を図るため、スマート農業技術の実装に

向け、これまでにマニュアル化した技術の現地への普及を進めるとともに、センシン

グ等のスマート農業技術を組み合わせた技術体系の確立を図ります。 

⑥  新たに開発した技術や適応性が確認された技術について、研究所のホームページで

の情報発信に取り組むとともに、普及センターのほか関係機関と連携しながら、さま

ざまな機会を通じて農業者や県内外の事業者等に情報提供していきます。 

 

  

今後の取組方向 
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樹脂ワイヤーを利用したワイヤーメッシュ柵の補強技術 

県では、野生鳥獣の圃場への侵入を防ぐために、鳥獣被害防止総合対策事業等を活用し

ワイヤーメッシュ柵の設置を支援してきました。しかし、設置後の経年劣化や施工のばら

つきにより、イノシシ等により柵下部が押し上げられて破損する事例が見られ、既設柵の

強度向上が課題となっています。 

そこで、イノシシ等による柵下部の押し上げに対して樹脂ワイヤーを利用した補強技術

を開発しました。２年間の現地圃場における実証試験の結果、ワイヤーメッシュ柵の破壊

によるイノシシの圃場への侵入は認められませんでした。 

引き続き、農業研究所では、関

係機関と連携して本技術の普及

を図りながら、農作物の獣害被害

軽減に向けた技術開発に取り組

んでいきます。 

 

 

 

 

ふん粒度を指標とした乳牛の栄養管理技術の開発 

乳牛の栄養状態や飼料摂取状況の把握には血液検査やルーメンフィルスコアの測定など、

高度な技術や手間・コストを必要とするため、酪農生産者が乳牛の健康状態を容易に把握

し、飼養管理に活用できる指標が求められています。ふん粒度は、乳牛から採取したふん

を専用器具でふるい分け、計量することで容易に飼料消化性を評価する指標として、近年、

現場での利用が進んでいます。 

そこで、乳牛におけるふん粒度と飼料消化率、乳生産性等との関係を明らかにするため、

ふんサンプルの適切な採取方法や、ふん粒度を指標とした乳牛の栄養状態について調査し

ました。 

調査の結果、乳牛の採食量や乳生産性等

は、ふん粒度を指標に現場で簡易に把握で

きること、ふんの採取時間帯は調査結果に

影響しないこと等が明らかとなりました。 

畜産研究所では、引き続き、乳牛のふん粒

度に関する研究に取り組み、現地酪農家で

の実証を行いながら、低コストで誰でも簡

単に取り組める栄養管理技術としての実用

化を進めます。

 

  

トピックス２ 

 

樹脂ワイヤーによる補強 

トピックス１ 

ふん粒度調査の様子 

イノシシの押し上げ 

による柵の破損 
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農山漁村の活性化に 

つながる新たな取組数

（累計） 

農山漁村地域における豊かな地域資源を生かした新た

な経済活動につながる取組数 

 

 

 
令和元年度 

(計画策定時) 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  17 取組 34 取組 52 取組 70 取組 87 取組 105 取組 175 取組 

実績値 ― 18 取組 40 取組 58 取組 75 取組 92 取組 109 取組 
 

 

【基本事業１】地域資源を生かした農村の活性化 

【基本事業２】多面的機能の維持・発揮 

【基本事業３】災害に強い安全・安心な農村づくり 

【基本事業４】中山間地域農業の振興 

【基本事業５】獣害につよい農村づくり

基本施策Ⅲ 地域の特性を生かした 

           農村の振興と多面的機能の維持・発揮 
 

基本目標指標 

目標の進捗状況 

農山漁村における地域資源の活用促進や情報発信、多面的機能維持・発揮のための地域活

動の促進、農業用ため池等の防災・減災対策に取り組んだ結果、基本目標を達成しました。

５つの取組目標については、達成が３項目、未達成が２項目となりました。 

今後は、農山漁村地域における所得と雇用機会の確保を図るため、地域資源を活用したビ

ジネスの創出を加速するとともに、多様な主体による地域資源の維持保全活動への参画の

促進、農業被害の減少に向けた総合的な獣害対策の推進、農業用ため池等の防災・減災対策

等に取り組みます。 

 

７年度評価 

農村地域の活力向上を図るため、三重の豊かな自然を“体験”という方法で活用・発信す

る取組や地域資源を活用したビジネスの展開などにより、国内外からの集客・交流を促進し

ます。 

また、農業・農村が有する多面的機能の維持・発揮に向けた取組を支援するとともに、安

心して暮らすことができる農村づくりに向け、農業用ため池や排水機場等の豪雨・耐震化対

策および長寿命化などによる地域防災力の強化や生活環境の整備を進めます。 

さらに、中山間地における地域農業が活性化するよう、さまざまな人びとの参画による、

地域営農体制の構築とともに、商品の開発・販売や農地保全に向けた取組などを支援しま

す。 

獣害につよい農村づくりに向け、「体制づくり」、「被害防止」、「生息数管理」、「獣肉等の

利活用」に総合的に取り組みます。 

めざす方向 
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【基本事業Ⅲ-１】地域資源を生かした農村の活性化 

 

 

 
 

農山漁村の交流人口 

農山漁村において、農山漁村の暮らしや食文化、農林

水産業等を身近に体験することのできる施設（観光客実

態調査対象施設を除く）の利用者数 

 

 

 
令和元年度 

(計画策定時) 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  
1,533 千人 

(令和元年度) 

1,563 千人 

(令和２年度) 

1,593 千人 

(令和３年度) 

1,623 千人 

(令和４年度) 

1,653 千人 

(令和５年度) 

1,683 千人 

(令和６年度) 

1,803 千人 

(令和10年度) 

実績値 
1,503 千人 

(平成30年度) 

1,436 千人 

(令和元年度) 

1,165 千人 

(令和２年度) 

1,633 千人 

(令和３年度) 

1,679 千人 

(令和４年度) 

1,757 千人 

(令和５年度) 

1,814 千人 

(令和６年度) 
 

達成率  94％ 75％ 100% 100% 100% 100%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組目標 

◇ 本県の農山漁村において国内外の人々との交流を促進するため、農山漁村の魅力発信

や、農家レストラン、農家民宿など農村の地域資源を活用したビジネスの創出を支援

します。 

◇ 自然体験活動をさらに促進するため、活動団体等のネットワークを強化しながら、従

業員等の健康管理を経営的視点から実践している企業やアウトドア用品メーカーなど

さまざまな企業等と連携し、自然体験活動のフィールドを生かした新たな価値協創や

効果的な情報発信に取り組みます。 

◇ 農山漁村において長期滞在する来訪者を拡大するため、市町を越えた連携などによる

「自然体験」「食」「泊」を組み合わせた滞在交流の取組を促進します。 

基本事業の取組方向 

農山漁村の地域資源と都市のニーズを結んで新しいビジネスを創り出す起業者の養成や

地域で活動する団体等への専門家の派遣、豊かな自然を体験という形で生かした交流の促

進、農山漁村の魅力を紹介する広報誌や各種媒体を用いた情報発信に取り組んだところ、来

訪者が大きく増加し、目標を達成しました。 

引き続き、農山漁村における交流人口の拡大を図るため、多様な地域資源を活用した経済

活動の促進や、豊かな自然等の魅力発信、長期滞在と消費拡大につながる体制づくりに取り

組みます。 

 

 

７年度評価 

目標の進捗状況 
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１ 農村の豊かな資源を活用した「地域資源活用型ビジネス」の取組の拡大 

①  農山漁村起業者養成講座を開催し、農村等の豊かな資源や都市のニーズ把握による

新たなビジネスを起業できる人材の育成（講座修了者10人）に取り組みました。 

②  地域資源活用型ビジネスの取組を促進するため、農村等で活動する団体に対して、

専門家派遣（２回）を行い、農業者自身が農村や地域農産物の良さを発信するための

知識と手法の習得、地域の資源を生かして交流を活発にするための計画づくりについ

て、アドバイスを行いました。 

③  農村等の地域資源をビジネスに活用できる次世代人材の確保に向けて、教育機関と

連携し、実践者を講師とする出張講座（県立高等学校４校）を開催しました。 

④  農山漁村起業者養成講座の修了生等を対象に、地域資源を活用したこだわりの商品

の首都圏への販路拡大・ビジネスモデル構築に向けた支援（講座修了者５人）を行い

ました。 

⑤  都市と農村等の交流を促進するため、農村等の魅力や旅の情報を集めた広報誌「三

重の里いなか旅のススメ2025」を活用した情報発信に取り組むとともに、旬の情報を

ホームページやＩｎｓｔａｇｒａｍ、メールマガジンにより発信しました。 

⑥  農村等を繰り返し訪れるファンを増やすため、県内外のイベントや首都圏で豊かな

自然等の魅力をＰＲするとともに、「三重の里ファン倶楽部」の会員募集に取り組み

ました。 

 

２ 海・山・川などの豊かな自然を生かした交流の拡大 

①  自然体験活動を展開する人材の育成とその活動団体の体制強化に向けて、体験活動

参加者の安全確保を目的とした安全管理講習会（６月、参加者 18 人）や体験指導者

育成のためのグリーン・ツーリズムインストラクター育成スクール（11月、参加者９

人）を開催しました。 

②  企業や市町、活動団体等と連携し、自然を体感するスポーツイベント「ライド／ハ

イクフェス 2025 in 紀北・尾鷲 」（参加者 45人）を開催したほか、アウトドアに関

連するイベント（県内１回、県外１回）への出展、三重県フェア等を活用して資料提

供を行い、三重の豊かな自然の魅力を発信しました。 

 

３ 市町を越えた連携等による「体験」「食」「泊」を組み合わせた滞在交流の推進 

①  農山漁村ならではの「体験」、「食」、「泊」を楽しむ「農泊」（農山漁村滞在型

旅行）の取組を加速するため、農泊の持つ「心の癒し効果」を活用した企業等の研修

の場としての利用を想定したリフレッシュプログラムの造成のための研修（２回）、

そのプログラムを実証するモニターツアー（４コース）を実施しました。また、外国

人旅行者向け体験プログラム造成のための研修および旅行代理店等に対するモニタ

ーツアー（３コース）を実施しました。 

 

７年度の取組状況 
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②  農泊事業者や交流事業等の地域資源を活用したビジネス実践者等を対象に、農泊の

要素である「体験」、「食」、「泊」それぞれの分野別にテーマを設けた研修会（参

加者 33人）を開催しました。 

③  ふるさと体験活動の受け皿となる農林漁業体験民宿の取組を推進するため、開業に

向けた手引きの作成や県地域機関での開業相談等を実施し、体験民宿の開業件数は 97

軒（前年比４軒増）となりました。 

 

 

 

①  農家レストランや農林漁業体験民宿等、地域資源を活用したビジネスの取組拡大に

向け、起業者養成講座等による人材育成に取り組むとともに、さまざまな媒体を活用

した効果的な魅力発信に取り組み、農村等への来訪者の増加を図ります。 

②  農村等の豊かな自然を活用した体験活動を推進するため、満足度の高い体験を安全

に提供できる人材の育成、市町や企業と連携したスポーツイベントの開催等による豊

かな自然の魅力発信に取り組みます。 

③  農村等での長期滞在と消費を促進するため、農泊の需要拡大に向け、企業の福利厚

生等に活用できる体験プログラムの磨き上げやプロモーションに取り組むとともに、

訪日外国人を対象とした体験プログラムの造成とモニターツアーによる課題抽出や

改善の実施、農林漁業体験民宿の開業支援など、受入体制の強化を進めます。 

   

今後の取組方向 
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地域資源を生かしたビジネスの展開を支援 

～農山漁村の商品を売り込める人材を育成～ 

持続性のある農山漁村づくりのためには、地域資源の維持・保全とあわせて、地域資源

を活用したビジネスを展開し、所得・雇用機会を確保していくことが重要です。 

地域資源を活用したビジネスを展開できる人材を育成するため、農山漁村起業者養成講

座を開講し、都市のニーズの捉え方や地域資源の生かし方をはじめとする、起業に向けた

知識や技能の習得を支援しています。 

令和７年度は、その修了生等を対象に地域資源を活用したこだわりの商品の首都圏への

販路拡大・ビジネスモデル構築に向けた支援として、講座を開講しました。東京都内での

販売実践やバイヤー等との模擬商談会を行うテストマーケティングを挟み、座学とグルー

プワークを行い、最後に、講座で検討・整理した今後の自身のビジネスプランについての

発表会を行いました。 

引き続き、こうした取組を進め、地域資源を活用したビジネスを展開できる人材育成を

進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

持続可能な農泊の取組を支援 

～新たな需要の獲得に向けて～ 

農山漁村地域での滞在を魅力的なものとし、来訪者の増加、滞在時間の延長を促進させ

るため、農泊（農山漁村滞在型旅行）や自然体験等コンテンツの充実に取り組んでいます。 

農泊の持つストレス軽減や幸福度向上等の癒し効果を活用し、企業等に福利厚生や研修

の場としての利用を進めるため、令和７年度は、農泊事業者等を対象にセミナーを開催し、

体験メニューの造成・磨き上げを行ったうえでリフレッシュ

プログラムとして組み立て、企業担当者等を対象にモニター

ツアーを４コースで実施しました。また、モニターツアーの

結果は、その検証も含めて研修会を実施し事業者等にフィー

ドバックしました。 

農山漁村地域での交流人口増加に向け、引き続き農泊の取

組を支援していきます。 

 

 

 

バイヤー等との模擬商談 

 

商品について講師と意見交換 

トピックス２ 

 

体験メニューの一例 

 

 

トピックス１ 
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【基本事業Ⅲ-２】多面的機能の維持・発揮 

 

 

 
 

多面的機能維持・発揮

のための地域活動を行

う農業集落率 

農林業センサスにおける農業集落のうち、農業・農村

の有する多面的機能の維持・発揮を図るための地域活動

に取り組む集落の割合 

 

 

 
令和元年度 

(計画策定時) 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  54.9％ 56.1％ 57.3％ 58.5％ 59.7％ 60.9％ 65.8％ 

実績値 53.7％ 54.6％ 55.2％ 55.7％ 56.2％ 56.6％ 57.0％  

達成率  99％ 98％ 97％ 96％ 94％ 94％  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組目標 

◇ 農地・水路・農道等といった地域資源の保全・景観形成に向けた活動など、国土の保

全、水源かん養、良好な景観形成など農業・農村の有する多面的機能を支える地域の

共同活動を大学や企業など多様な主体の参画を得る中で促進します。 

◇ こうした活動に、若者や女性、都市住民など地域内外からの多様な人材の参画を促し、

地域活動の持続性の向上につなげます。 

基本事業の取組方向 

農地や農業用水路、農道等、地域資源の維持保全や景観保全を図るため、説明会の開催や

活動組織間における情報交換の機会提供に取り組んだ結果、多面的機能維持・発揮のための

地域活動を行う農業集落が 1,184集落（対前年９集落増）となり、おおむね目標を達成しま

した。 

引き続き、農業・農村が有する多面的機能を支える共同活動の持続的発展を図るため、農

地、農道等の地域資源の維持管理や農業用水路等の補修を行う活動組織に対して支援する

とともに、多様な主体による地域資源の維持保全活動への参画を促します。 

 

７年度評価 

目標の進捗状況 
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１ 農地、農業用水路、農道等の資源や景観の保全活動等への支援 

①  日本型直接支払制度（多面的機能支払制度）を活用した取組の拡大に向け、市町と

連携しながら活動組織等を対象とした説明会や安全研修会、事務研修会を開催（13回、

延べ211人参加）し、制度の活用や適正な事業の執行を推進しました。 

②  国の多面的機能支払交付金を活用し、農地・農業用施設の維持保全や生態系・景観

の保全、農村文化の維持伝承等に向けた活動を支援しました。その結果、取組は拡大

し、全体で1,107集落（対前年14集落増）、30,807ha（対前年254ha増）となりました。 

③   活動組織間の情報交換や取組内容の質の向上に向けて、活動報告や実践者向けの研

修等を行う「第16回みえのつどい」や、地域単位で実施する「つどい」を開催しまし

た (８回、延べ1,758人参加)。 

 

２ 多面的機能を支える共同活動への多様な人材の参画の促進 

①  農地等の保全活動への多様な人材の参画を促すため、県有施設において、多面的機

能支払制度を活用した取組を紹介するパネルや優秀活動表彰への応募作品の展示等

を実施しました。 

 

 

 

①  農業・農村の持つ多面的機能を十分に発揮させるため、将来、地域の担い手となる

子どもたち等多様な主体による地域活動への参画を促すとともに、地域資源の維持・

保全活動や地域における農業生産活動等の支援に取り組みます。 

②  若い世代や女性といった多様な人材や学校、企業等、さまざまな主体が、地域資源

の維持・保全活動に参画する体制づくりを進めます。 

 

 

 

  

今後の取組方向 

７年度の取組状況 
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「第16回みえのつどい」を開催 

  みんなでつなごう「みえの農村」～交流から生まれる新たな出会いと学び～ 

12月 13日、三重県総合文化センターにおいて、農地・水・環境の良好な保全活動に取り

組む多面的活動組織が他組織の活動事例や取組姿勢に触れることで、より活発な活動につ

なげることを目的として「第 16回みえのつどい」を開催しました。 

「農村を守ることの大切さ」をテーマとし

て、ドキュメンタリー映画監督の柴田昌平氏の

講演のほか、４つの分科会を実施し、921名の

参加がありました。実施した優秀活動表彰で

は、多面的活動組織４組織が受賞となりまし

た。 

また、地域事務所単位で実施する地域版「つ

どい」を７事務所で開催したところ、延べ約 837

名の参加があり、活動組織間で活発な情報交換

が行われました。 

 

多面的機能支払交付金の活動取組 

～子安の里の会の事例～ 

三重県紀宝町の「子安の里の会」は、熊野川を臨む豊かな自然の中で、約 30haの農地と

ため池１か所を活動範囲とし、地元住民による「神内生き活き協議会」と連携しながら、耕

作放棄地の解消や、不整形な田んぼが残る伝統的な景観の保全などに取り組んでいます。 

活動の一環として、地域の小学生を対象とした教育支援を実施しており、子どもたちに

田植えや稲刈りなどの農業体験を提供しています。自らの手で育てたお米を味わう感動を

通じて、農業への関心と豊かな郷土愛を育んでいます。 

また、地元企業によるＣＳＲ活動の受け入れや獣害防止柵の設置など、多角的な活動を

展開しており、地域全体が連携して、美しい田園風景の保全と地域の持続的な発展に取り

組んでいます。 

 

 

 

 

 

                    

トピックス２ 

みえのつどい優秀活動表彰の様子 

 

伝統的な景観 

 

地元企業によるＣＳＲ活動 

 

小学生の体験学習 

トピックス１ 
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【基本事業Ⅲ-３】災害に強い安全・安心な農村づくり 

 

 

 
 

ため池や排水機場の整

備により被害が未然に

防止される面積 

豪雨・耐震化対策や長寿命化の緊急性が高い農業用た

め池や排水機場の被害想定面積のうち、それらの整備・

対策が進められることにより、災害が未然に防止される

面積 

 

 

 
令和元年度 

(計画策定時) 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  3,574ha 3,708ha 3,856ha 4,376ha 5,123ha 5,161ha 8,000ha 

実績値 3,357ha 3,607ha 3,996ha 4,169ha 4,727ha 5,123ha 5,219ha  

達成率  100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

取組目標 

◇ 南海トラフ地震や激化する自然災害に備え、農業用ため池や排水機場等の豪雨・耐震

化対策および長寿命化などのハード対策とあわせて、管理体制の強化などのソフト対

策を計画的に進めるとともに、農業用施設の適切な維持・更新に取り組みます。 

◇ 農村における生活の利便性の向上や地震等災害の発生に備え、農道や集落道の計画的

な整備を進めます。 

基本事業の取組方向 

基幹的水利施設の機能保全対策を実施するとともに、市町と連携して、農業用ため池や排

水機場等の防災対策を計画的に進めた結果、目標を達成しました。 

引き続き、災害に強い安全・安心な農村づくりに向け、農業用ため池等の豪雨・耐震化対

策等のハード対策に計画的かつ効率的に取り組むとともに、管理体制の強化等のソフト対

策を一体的に進めます。 

 

 

 

 

７年度評価 

目標の進捗状況 
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１ 農村地域における防災・減災対策の計画的な推進 

①  農村の安全・安心の確保に向け、市町と連携して、農業用ため池（29地区）、排水

機場（25地区）および海岸保全施設（３地区）の防災対策を実施しました。 

②  用水管や用水路の劣化状況等を調べる機能診断を６地区で実施し、それぞれの地区

において機能保全計画を策定しました。 

③  基幹的水利施設の長寿命化を図るため、機能診断の結果に基づき、18地区において

老朽化施設の補強や緊急補修等の機能保全対策を実施しました。 

 

２ 農道や集落道の計画的な整備と保全対策の推進 

①  農道網の整備や県道整備による交通量の増加、特に大型車交通量の増加や経年変化

による路面の劣化が生じているため、農道の保全対策（２地区、2.4km）を進めまし

た。 

②  農村の生活環境を改善するため、地域や市町と連携して、農道の整備（２地区）を

進めました。 

③  農村地域の生活環境の整備と排水の水質改善を図るため、市町と連携して、４地区

において農業集落排水事業に取り組みました。 

 

 

 

①  農業用ため池の決壊による被害や農業用排水路等の洪水による宅地・公共施設等へ

の被害を未然に防止するため、農業用ため池や排水機場等の豪雨・耐震化対策および

長寿命化に取り組みます。特に、農業用ため池については、県、市町、土地改良事業

団体連合会等により構成する「三重県ため池対策推進協議会」を核として、農業用た

め池の整備を強力に推進するとともに、管理体制の強化を図るため、「ため池保全サ

ポートセンターみえ」による、ため池管理に係る助言指導や適正管理に向けた普及啓

発等、ため池管理者への支援に取り組みます。 

②  農村地域の利便性の向上や生活環境の改善を図るため、地域の合意に基づき、集落

道路や集落排水施設の整備を計画的に進めます。 

 

今後の取組方向 

７年度の取組状況 
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農業用ため池における防災・減災対策 

～馬菖溜地区（菰野町）の事例～ 

農業用ため池の防災・減災対策は、平成 30年７月豪雨により全国で多くのため池が決壊

し、人的被害を含む甚大な被害が発生したこと等を受け、「防災重点農業用ため池に係る防

災工事等の推進に関する特別措置法」(以下、「特措法」という。)が制定されるとともに、

国の「第１次国土強靱化実施中期計画」にも位置づけられています。県においても、関係市

町と連携し、特措法に基づく「防災工事等推進計画」(以下、「推進計画」という。)を策定

するとともに、推進計画に基づき、防災工事等を計画的に実施しています。 

馬菖溜地区については、ため池直下流に人家等が立ち並ぶ立地条件であり、平成 29年度

に耐震調査等を実施した結果、所定の安全率を満たしていないことが判明しました。 

この結果を受け、令和３年度から着手した防災工事では堤体の耐震対策のほか、豪雨に

対する機能確保のため洪水吐の改修等の工事を実施しました。 

今後も集中的かつ計画的な整備により、災害に強い安全・安心な農村づくりを進めます。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

農道の保全対策 

～上野依那古地区（伊賀市）の事例～ 

当地区の農道は、伊賀地区広域農道（コリドールロード）を補完する役割として、昭和 61

年度から平成 15年度にかけて整備され、生産の場であるほ場と農家、集出荷施設をはじめ

とする農業用施設を結ぶ役割を果たし、農産物流通の合理化と農業生産活動の近代化を推

し進める効果を発揮してきました。 

しかし、経年変化による路面の劣化が生じており、本来の機能が十分に発揮できていな

い状況にあるため、路床の改良や、舗装の打ち替えを進めています。 

今後も、計画的な保全対策を進めることにより、安全・安心な農村づくりを進めます。 

       

 

トピックス２ 

トピックス 1 

整備前 整備後 

農道 整備前 農道 整備後 
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【基本事業Ⅲ-４】中山間地域農業の振興 

 

 

 
 

「人・農地プラン」を策

定した中山間地域の

集落率 

中山間地域において、実効性の高い「人・農地プラン」

を策定した集落の割合 

 

 

 
令和元年度 

(計画策定時) 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  27.5％ 30％ 32.5％ 35％ 37.5％ 40％ 50％ 

実績値 
23％ 

(平成 30 年度) 
27.2％ 38.2％ 42.7％ 42.7％ 42.7％ 42.7％  

達成率  99％ 100％ 100% 100% 100% 100%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組目標 

◇ 中山間地域等の農地の耕作放棄を未然に防止し、適切な農業生産活動が持続的に行わ

れるよう、生産条件に関する不利を補正するための支援を行います。 

◇ 農業の生産条件が不利な中山間地域等の実情をふまえ、地域の多様なニーズに応じた

農業生産基盤と農村生活環境の整備を総合的に進めます。また、農地中間管理事業を

契機とした基盤整備の導入を進めることにより、多様な担い手の確保・育成を促進し

ます。 

◇ 小規模な兼業農家や高齢農家、土地持ち非農家、企業やＮＰＯ法人などが参画した、

集落営農組織の育成に取り組むとともに、地域資源を活用した商品の開発や販売、農

地の保全などに向けた取組を促進することで、地域営農体制の構築を図ります。 

基本事業の取組方向 

基盤整備事業や集落営農を推進する地域等を重点地区に設定し、市町やＪＡ、農業委員会

等と連携して、地域の合意形成を図りながら「人・農地プラン」の策定支援に取り組んでき

た結果、目標を達成しました。 

引き続き、中山間地域等の農業者が抱える課題解決や収益力向上に向け、新たな担い手や

地域をけん引するリーダーの確保・育成、農産物の付加価値向上の取組への支援を進めま

す。あわせて、中山間地域等直接支払制度の活用を促進するとともに、将来にわたって営農

が継続されるよう、集落間の広域連携を図るなど、地域営農体制の構築を進めます。 

７年度評価 

目標の進捗状況 
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１ 中山間地域等における平地地域との生産格差を補正するための支援 

①  日本型直接支払制度（中山間地域等直接支払制度）を活用し、農業の生産条件が不

利な中山間地域等において、農地の耕作放棄を未然に防止するため、傾斜農用地等で

５年以上耕作を続ける集落協定を締結した農業者を支援しました（取組実績 225集落、

2,079ha）。 

 

２ 地域の多様なニーズに応じた農業生産基盤整備と農村生活環境整備の実施・ 

農地中間管理事業を契機とした基盤整備の導入と多様な担い手の確保・育成 

①  農業の生産条件が不利な中山間地域等の８地区において、地域や市町等の関係機関

と連携しながら、農業用用排水路等の農業生産基盤整備に取り組み、農業用用排水路

10か所において事業が完了しました。 

②  農業生産基盤の整備とあわせて、農道等の農村生活環境整備を実施しました。 

③  担い手の確保が困難な中山間地域等において、農地中間管理事業による農地（集落）

と担い手のマッチングを推進するため、担い手や集落の状況を調査するとともに、重

点的に支援を行い、１件のマッチングにつながりました。また、中山間地域の集落営

農の継続に向け、農林水産支援センターに設置した農業経営相談窓口において法人化

支援など経営改善のための支援を行いました。 

 

３ 地域営農体制の構築に向けた多様な主体の参画や地域資源活用等の促進 

①  中山間地域農業の収益力の向上を図るため、尾鷲市天満地区において有機栽培され

た甘夏のＰＲのほか、ジュースの搾りかす等の未利用資源について、粉末の試作およ

びその活用に向けたアンケート調査を支援しました。 

②  地域農業の継続に向け、農家組合や多面的機能支払制度・中山間地域等直接支払制

度を活用する団体と担い手農業者等との連携を促進し、畦畔管理の省力化や、薬剤散

布ドローンや水位センサーおよび給水ゲートによる水管理技術等スマート農業機械

の導入による作業の効率化、野生鳥獣の侵入防止柵の維持管理や捕獲など集落ぐるみ

の獣害対策への取組を進めました。（再掲） 
 

 

 

①  中山間地域等直接支払制度を活用した取組の継続・発展に向け、引き続き制度の周

知を図るとともに、高齢化等により営農の維持が困難な集落において、集落間の広域

連携を促進するなど、将来にわたって営農が継続されるよう体制の整備を進めます。 

②  引き続き、中山間地域等の農業者が抱える課題解決や収益力向上の取組を支援する

ため、新たな担い手や地域をけん引するリーダーの確保育成、意欲的な地域における

農産物の付加価値向上の取組等への支援を進めます。 

 

  

７年度の取組状況 

今後の取組方向 
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中山間地域等直接支払制度を活用した農地保全の取組 

～いなべ市北勢町 東貝野集落協定の取組の事例～ 

いなべ市北勢町の東貝野地区は平成 19 年度からの多面的機能支払交付金の活用に加え、

平成 22年度から中山間地域等直接支払制度の活用を開始し、条件不利地を含む集落農地で

の営農を継続してきました。 

令和６年度には、本制度を活用してラジコン草刈機を購入しました。この草刈機は特に、

人力での草刈りが困難な斜度が大きい法面でも効率的な除草ができる点が大きな特徴です。

さらに、操作も簡単で軽トラックでの運搬が可能な上、メンテナンス費用も抑えられるこ

とから、除草作業に大きなメリットをもたらしています。また、令和７年度からの第６期

対策において新設されたスマート農業加算を活用し、このラジコン草刈機による更なる作

業の省力化・効率化を図っています。 

加えて、営農活動を次世代に継承するため、若者が魅力を感じ、活動に参画できる取組

について意見交換等を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中山間地域の魅力発信に向けた取組 

～尾鷲市天満地区の事例～ 

尾鷲市の天満地区は急斜面を生かして甘夏栽培を行う、県内有数の甘夏の産地です。近

年、高齢化や過疎化により遊休農地が増加するとともに、気候変動による降水日数の減少

や高温化により、安定した収量の確保が難しい、厳しい経営環境となっています。 

尾鷲市では、農業所得の増加、遊休農地の解消に向けて、有機農業に力を入れることと

し、令和６年１月にオーガニックビレッジ宣言を実施しました。甘夏についても有機栽培

に取り組み、生産された「尾鷲甘夏」が焼き菓子の原材料として

採用され、三重テラスで販売されるなど、付加価値向上や販路拡

大の機運が高まっています。また、甘夏ジュースの搾りかす等の

未利用資源についても粉末化による商品づくりへの活用に向け

て、取り組んでいます。 

引き続き、「尾鷲甘夏」の安定的な有機栽培や販路拡大を支援

するとともに、未利用資源の活用方法についても検討し、甘夏産

地の活性化と地域の魅力発信に取り組みます。

トピックス２ 

ラジコン草刈機による除草作業の様子 意見交換の様子 

トピックス１ 

 

甘夏を利用したケーキ 
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【基本事業Ⅲ-５】獣害につよい農村づくり 

 

 

 
 

野生鳥獣による農業被

害金額 

イノシシ、ニホンジカ、ニホンザル等による農業の被害

金額 

 

 

 
令和元年度 

(計画策定時) 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  
226 百万円 

(令和元年度) 

219 百万円 

(令和２年度) 

211 百万円 

(令和３年度) 

204 百万円 

(令和４年度) 

197 百万円 

(令和５年度) 

190 百万円 

(令和６年度) 

161 百万円 

(令和10年度) 

実績値 
233 百万円 

(平成30年度) 

234 百万円 

(令和元年度) 

197 百万円 

(令和２年度) 

154 百万円 

(令和３年度) 

161 百万円 

(令和４年度) 

199 百万円 

(令和５年度) 

243 百万円 

(令和６年度) 
 

達成率  96％ 100％ 100％ 100％ 99％ 78％  

 

 

 

 

 

 

 

 

取組目標 

◇ 獣害対策に取り組む集落づくりに向け、地域リーダーの育成や捕獲者の確保などの人

材育成と集落等における「体制づくり」を進めるとともに、集落ぐるみによる侵入防

止柵の整備や追い払い、イノシシ等の捕獲などを進める「被害防止」に取り組み、人

と獣の棲み分けを図ります。 

◇ 人と獣の共生をめざし、ニホンジカの生息数推定やサル群れの状況のモニタリングを

基礎とした個体数調整を行う「生息数管理」に取り組みます。 

◇ 「みえジビエフードシステム衛生・品質管理マニュアル」の普及や「みえジビエフー

ドシステム登録制度」の適正な運用等により、ジビエのさらなる安全性・品質の確保

を図ります。また、関係市町・団体等と連携して、安定供給に向けた体制の強化や新

商品の開発、販路拡大などに取り組みます。 

◇ ＣＳＦウイルスの感染拡大防止に向け、野生イノシシの生息数低減に取り組みます。 

 

基本事業の取組方向 

 

野生鳥獣による農業被害の減少を早急に図るため、「体制づくり」、「被害防止」、「生息数

管理」、「獣肉等の利活用」の総合的な対策を進めてきましたが、農産物の価格上昇等により

被害金額が増加し、達成率は 78％となりました。 

アンケート調査では、被害軽減を実感できていない集落が依然として多いことから、引き

続き、被害の減少に向け、総合的な獣害対策を推進します。 

 

７年度評価 

目標の進捗状況 
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１ 獣害対策の体制づくりと野生鳥獣の被害防止の取組 

①  地域の獣害対策を担う人材を育成するため、市町職員を対象とした指導者育成講座

を２回（延べ62名参加）、集落を対象とした集落実践者育成講座を２回（延べ23名参

加）開催しました。また、獣害対策に取り組む集落の優れた活動の表彰を行うととも

に、「獣害につよい三重づくりフォーラム」を開催し（1,221名参加（「みえのつどい」

の参加者を含む））、農家有志グループによる捕獲の取組に関する講演や獣害対策技術

の紹介を行いました。 

②  野生鳥獣による被害防止を進めるため、８市町に対して侵入防止柵25㎞の整備支援

を行い、県内の侵入防止柵整備の延長累計は2,503㎞となりました。また、市町に対す

る捕獲活動支援を行い、有害捕獲支援頭数は約23,325頭となりました。 

③  捕獲力の向上を図るため、箱わな、くくりわなの捕獲技術研修（29名参加）や狩猟

の魅力を伝え狩猟免許取得を促す講演会（27名参加）を行いました。 

④  クマの目撃情報が急増するなか、人身被害の防止に向け、関係機関と連携し、パト

ロールや出没時の緊急銃猟を想定した訓練（７回）を実施しました。また、人とクマ

との棲み分けを図り、クマによる被害を防止するため、「三重県ツキノワグマ管理計

画（第二種特定鳥獣管理計画）」を令和７年12月に策定しました。 

 

２ 野生鳥獣との共生をめざした生息数管理 

①  野生鳥獣との共生を図るため、「第13次鳥獣保護管理事業計画」および「第二種特定

鳥獣管理計画（イノシシ、ニホンジカ、ニホンザル）」に基づき、捕獲による適切な生

息数管理を進めました。 

②  ニホンジカについては、「三重県指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画」を作成し、県が

主体となって、生息密度が高いにもかかわらず捕獲が進んでいない鉄道沿線地域で

251頭の捕獲を行いました。 

③  新規狩猟者の確保に向け、狩猟免許試験を３回実施し、延べ353名が狩猟免許を取

得しました。また、狩猟免許の更新率を向上させるため、更新時期を迎える方に案内

通知を送付するとともに、狩猟免許講習会・適性検査を県内各地で17回実施しました。 

④  野生鳥獣による生活環境被害や人身被害の軽減・未然防止等に向け、関係部局と連

携して総合的に鳥獣被害対策を推進する「三重県鳥獣被害対策連携会議」（１回）、同

幹事会（２回）を開催しました。 

  

７年度の取組状況 

-70-



３ 獣肉等の利活用の促進 

①  安全で高品質な「みえジビエ」を安定的に供給するため、「みえジビエフードシステ

ム」を運営し、消費者やバイヤー等への認知度向上に取り組むとともに、ハンターや

解体処理人材の技術向上を図る研修会を実施しました。 

（みえジビエ登録ハンター:50名、登録解体処理者:20名、登録解体施設:９施設、登録

加工施設:４施設、登録販売等店舗:76店舗（令和８年３月末時点）） 

②  「みえジビエ」の県内外への販路拡大を図るため、東海ジビエフェアや親子向けイ

ベントへの出展、高齢者向け料理教室、みえジビエフェアの開催など、消費者へのプ

ロモーションに取り組むとともに、県内高校生等と連携した商品開発や大都市圏で開

催される展示商談会への出展などに取り組みました。 

 

４ 豚熱（ＣＳＦ）ウイルス感染拡大防止に向けた取組 

①  豚熱の感染拡大の防止に向けて、イノシシの個体間の接触を低減させるため、国の

指定管理鳥獣捕獲等事業を活用して、養豚農場周辺や市町有害捕獲の実施が少ない山

奥等において、県が主体となって1,368頭のイノシシを捕獲しました。 
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①  獣害対策に取り組む集落を先導する人材の育成を図るため、指導者育成講座や集落

実践者育成講座を開催します。また、獣害対策に取り組む集落の優れた活動に対する

表彰や、「獣害につよい三重づくりフォーラム」の開催を通じて、地域全体で獣害対策

に取り組む機運の醸成を図ります。 

②  市町が策定した被害防止計画の達成に向け、侵入防止柵の整備や捕獲活動等を支援

するとともに、地域の状況に応じたきめ細かな獣害対策技術の導入を進めます。また、

生活被害対策として、関係機関による被害情報連絡会議の実施や幹線道路周辺や鉄道

沿線での捕獲を強化し、安全・安心の確保を図ります。さらに、「三重県ツキノワグマ

管理計画」に基づき、引き続き、人の生活圏に出没するクマの捕獲や緊急銃猟が実施

できる体制づくりを支援します。また、緊急銃猟の訓練およびクマの生態等に関する

知識や捕獲技術を有する人材の育成に取り組みます。 

③  捕獲力を強化するため、狩猟免許試験や狩猟免許更新講習会を行うとともに、狩猟

免許取得に向けた講演会や狩猟免許取得者をフォローアップするための研修会を実

施します。また、捕獲の効率化を図るため、ＩＣＴを活用した捕獲システムの導入を

推進します。 

④  「第13次鳥獣保護管理事業計画」および「第二種特定鳥獣管理計画（イノシシ、ニ

ホンジカ、ニホンザル）」に基づき、生息状況調査等をふまえた、野生鳥獣の効率的

な捕獲等に取り組みます。 

⑤  「みえジビエ」の安定供給に向け、登録ハンター等にジビエの安全性や品質確保に

向けた指導・支援に取り組むとともに、県内高校生等と連携し、消費者ニーズに合わ

せた商品開発や量販店でのプロモーションを実施するなど、消費拡大に取り組みます。 

⑥  豚熱の感染拡大防止に向けた野生イノシシ対策として、養豚農場周辺や市町による

有害捕獲の実施が少ない山間部等において、捕獲の強化に取り組みます。  

今後の取組方向 
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「獣害につよい集落」等優良活動事例 

～「自らの地域は自らで守ろう！」町内外との連携で実現した新たな獣害対策～ 

「サル対策有志グループ」（伊勢市横輪町） 

伊勢市横輪町では、農家のみによる獣害対策ではサルによる農業被害を防ぎきれず、集

落における将来の営農継続に対する不安が生じていました。こうした状況を受け、「自らの

地域は自らで守ろう！」のスローガンのもと、サル群の捕獲等に向けて関係機関との役割

分担を明確化するとともに、ＰＤＣＡサイクルによる対策の継続的な改善に取り組んだ結

果、サルによる農業被害の軽減を実現しました。 

また、狩猟免許を取得していなかった２名が新たに免許を取得するなど、継続的な捕獲体

制の整備が図られています。 

さらに、町外との連携強化に

より、捕獲に必要なエサを季節

に応じて必要量・新鮮な状態で

安定的に確保し、継続的な捕獲

活動を実現しています。 

 

 

 

 
「みえジビエ」の販路拡大に向けた取組 

県では、獣肉等の利活用を推進するため、品質や衛生管理の基準を定めた「みえジビエ

フードシステム衛生・品質管理マニュアル」を策定し、マニュアルを遵守する事業者を登

録する制度を設けるとともに、同基準を満たしたシカ肉を「みえジビエ」と定め、安全で良

質な「みえジビエ」の流通促進およびブランド力向上に取り組んでいます。 

このような中、令和７年度は、みえジビエの新たな販路拡大をめざし、外食・宿泊・レジ

ャー業界に向けた商談専門展示会「第 54 回国際ホテル・レストラン・ショー」に出展し、

プロモーションを行ったほか、一般消費者への認知度向上および販売促進を目的として、

「みえジビエフェア 2025」やキャンプ場フェア（秋・冬）の開催、松阪マラソンフィニッ

シュ会場でのふるまい等、県内外のイベント等に出展しました。 

また、新たに首都圏のレストランや県内の旅館等が、「みえジビエ」を食べられるお店と

して登録され、「みえジビエ」の利用の裾野が広がっています。 

 

 

 

 

 

 
 

大型展示商談会における 

「みえジビエ」のＰＲ 

 

トピックス２ 

トピックス１ 

県内外の飲食店における 

「みえジビエ」の提供 

サル被害対策研修会 

 

地区に設置したサル捕獲檻 
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「みえフードイノベーショ

ン」や新たなブランド認定

から生み出される県内事業

者の商品等の売上額（累計） 

農林水産資源を高付加価値化する「みえフードイノベ

ーションプロジェクト」から生み出された県内事業者の

商品等の売上額および新たに「三重ブランド」に認定さ

れた事業者の商品等の売上額の合計 

 

 

 
令和元年度 

(計画策定時) 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  ９億円 15 億円 22 億円 30 億円 39 億円 49 億円 99 億円 

実績値 ４億円 14 億円 23 億円 34 億円 48 億円 64 億円 80 億円 

 

 

【基本事業１】新価値創出と戦略的プロモーションの展開 

【基本事業２】県産農産物のブランド力向上の推進 

【基本事業３】農業の国際認証取得の促進と活用 

基本施策Ⅳ 農業・農村を起点とした新たな価値の創出 
 

目標の進捗状況 

県産農林水産物の魅力発信や事業者等との連携による商品・サービスの開発、６次産業

化・ブランド化に意欲的に取り組む人材の育成などに取り組んだ結果、基本目標を達成しま

した。３つの取組目標についても、全ての項目で達成しました。 

引き続き、大都市圏の飲食店や航空業者、高校生と連携したプロモーションによる県産農

林水産物の魅力発信や販路拡大、関係事業者との連携による県産農林水産物のブランド力

の向上や新たな商品・サービスの開発、「第５次三重県食育推進計画」に基づく地産地消や

食育の推進、ＧＡＰ等の国際認証を活用した新たな取引先とのマッチング等に取り組みま

す。 

７年度評価 

豊かで健全な食生活への志向が広がる中、県民の皆さんの「食」に対する多様な期待に応

え、農業・農村の有する新たな価値を提案できるよう、産学官の連携やＡＩやＩｏＴ、ロボ

ット等の先進技術をとりいれた新たなビジネス、商品の創出、戦略的なプロモーション等を

進め、地域の特徴を生かした競争力のある農産物の生産につなげていきます。 

また、魅力ある県産品等が数多く生まれる中で、企業等と連携しながら、新たな価値や魅

力を的確に消費者の皆さんに伝えていく取組を進め、県産農産物に対する支持の拡大を図

ります。 

めざす方向 

基本目標指標 
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【基本事業Ⅳ-１】新価値創出と戦略的プロモーションの展開 

 

 

 
 

県産農林水産物を生か

した新たな価値創出や

魅力発信に取り組む連

携企業数（累計） 

みえフードイノベーションプロジェクト参加企業数

および、首都圏等でのＰＲ事業における連携企業数の合

計値（累計） 

 

 

 
令和元年度 

(計画策定時) 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  225 件 250 件 275 件 300 件 325 件 350 件 450 件 

実績値 
187 件 

(平成 30 年度) 

235 件 

(令和元年度) 
290 件 322 件 352 件 375 件 401 件  

達成率  100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組目標 

◇ 産学官ネットワーク等の活用による「みえフードイノベーション」の形成等を通じて、

意欲的な農業者による農産物の高付加価値化や販路開拓の取組を促進します。 

◇ ＡＩやＩｏＴ、ロボットなどの先進技術を活用し消費者ニーズ等を収集・分析する取

組を通じて、新しい商品やサービスの開発につなげるプロジェクトを促進します。 

◇ 東京 2020 大会を契機に培った企業等との連携を強化しながら、世界で選ばれるみえ

の農産物を目指した県産農産物のプロモーションを戦略的に展開します。 

基本事業の取組方向 

県内事業者間の連携を促進し、新商品やサービス開発等につなげるため、みえフードイノ

ベーション・ネットワーク会員等を対象に、商品開発に必要な情報提供やマッチングを支援

するとともに、大都市圏等での三重県フェアやマルシェの開催を通じて県産食材の情報発

信等に取り組んだことにより、目標を達成しました。 

引き続き、「みえの食」に関わる多様な関係者の連携を進めることで、新たな商品開発や

サービス開発等につなげるとともに、国内外における県産食材のプロモーションに取り組

みます。 

７年度評価 

目標の進捗状況 
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１ みえフードイノベーション・ネットワークの活用 

①  県内事業者間の連携を促進し、新たな価値を創出するため、みえフードイノベーシ

ョン・ネットワーク会員（394者）等を対象に、新たな商品やサービスの開発につなが

る情報提供（メールマガジンの配信：29回）やマッチング支援（研修会等の開催：６

回）等に取り組みました。その結果、遊休農地で栽培した小麦を使ったスコーンや磯

焼けの原因となる植食性魚類を食材として有効活用したアイゴのからあげなど、６品

目の開発につながりました。 
 

２ 県産食材の生産・流通・販売システムの構築 

①  関西圏のホテル等への県産食材の流通拡大に向け、シェフやバイヤー等実需者に対

し、少量多品目の県産農林水産物を取り引きできる「生産・販売・流通システム」の活

用を促進しました。 
 

３ 県内外における県産食材の販路拡大 

①  県産食材のブランド価値を高めるため、大都市圏のラグジュアリーホテル等と連携

し、三重県フェア（12店舗）を開催しました。また、大阪・関西万博の開催にあわせ

て、関西圏をはじめとする大都市圏を訪れる観光客やインバウンド等を対象として、

飲食店等での「みえの食」のプロモーションを実施したほか、航空事業者等多様な主

体との連携により、多くの集客効果が期待される関西圏での大規模イベントへの出展

や、国内線機内誌への情報掲載、都内のレストランでのディナーイベントを開催しま

した。 

②  県産農林水産物等のさらなる魅力発信と販路拡大を図るため、ＪＲ大崎駅において

県産農林水産物等をＰＲ・販売する「三重マルシェ」を開催し、県内の８事業者が出

店しました。 
 

 

 

①  県産農林水産物を生かした新価値創出に向けて、地域コンソーシアムにおいて生産

者、食品製造事業者、専門家等を含む関係者の連携を促進し、新たな商品・サービス

の創出につなげます。 

②  県産農林水産物の販路拡大に向け、大都市圏の飲食店や料理人、食品バイヤー等に

対するＢｔｏＢプロモーションや、複数店舗の連携による県産食材のプロモーション

を行うなど、県産農林水産物の魅力発信や販路拡大に取り組みます。 

  

７年度の取組状況 

今後の取組方向 
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③  

農林水産資源を活用した新たな食品ビジネスの創出支援 

農林漁業者等の高齢化や、生産資材の高騰、気候変動による農産物への影響拡大など、本

県の農林水産業・食品産業を取り巻く環境は厳しさを増している中、持続可能な食料システ

ムの実現が求められています。 

そこで、農林漁業と異業種が連携し、地域の農林水産資源を活用した新たな食品ビジネス

の創出を進めるため「みえフードイノベーション・ネットワーク」をベースに、食品に携わ

る事業者・農林漁業者が参画する「地域コンソーシアム」を設置するとともに、県の試験研

究機関、県内金融機関が連携し、食品ビジネスの創出を支援する体制を整備しました。令和

７年度は、コンソーシアム参画事業者に対して、新たな食品ビジネスの創出に関する研修交

流会やテーマ別専門部会を７回開催しました。 

引き続き、食料システムの持続性の確保に向けて、多様な主体と連携し、農林水産資源を

活用した新商品・サービスの開発や、事業者間の協調による実証等の取組を推進します。 

    

 

 

 

首都圏のレストランにおける「三重県フェア」の開催 

大阪・関西万博をきっかけに、都市部においてインバウンドを中心に交流人口が増加する

中、県産農林水産物の認知度向上および活用促進に向けて、集客力および情報発信力の高い

首都圏のレストラン２店舗と連携した「三重県フェア」を開催しました。 

当フェアでは、令和８年２月15日から２月28日および２月21日から３月８日の間、特産松

阪牛や的矢かき、いちご等、計23品目の県産農林水産物を使用したフェアメニューを提供し

ました。また、３月１日には、フェア開催店舗にて、特産松阪牛の生産者等をゲストスピー

カーにむかえ、三重の食の魅力を発信するイベント「みえナイト」を開催しました。 

今後も、店舗等における県産食材の継続的な取引をめざし、県産農林水産物の販路拡大や

魅力発信に取り組みます。 

 

                    

 

 

 

トピックス１ 

 

トピックス２ 

 

低利用魚類の 

有効活用部会 

「三重県フェア」開催時の

店内 

研修会参加者 

による交流会 

研修会での 

専門家による講義 

「三重県フェア」で

提供されたメニュー 
「みえナイト」の様子 
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【基本事業Ⅳ-２】県産農産物のブランド力向上の推進 

 

 
 

県産農林水産物

のブランド力向

上に取り組む事

業者数（累計） 

農林水産物のブランド化支援や６次産業化等を担う人材の育

成を通じて、新たにブランド力の向上に取り組んだ事業者数 

 
 
 

 
令和元年度 

(計画策定時) 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  18 者 33 者 43 者 57 者 67 者 81 者 129 者 

実績値 ７者 18 者 30 者 47 者 62 者 81 者 100 者  

達成率  100％ 91％ 100％ 100％ 100％ 100％  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組目標 

◇ 生産者の顔が見える直売や小ロットによる地域内流通、外食や中食における地元産の

活用促進の動きに対応した「地産地消」、農業体験や地物を食することを通じて食の大

切さや農業を考える「食育」を推進することを通じて、県内さまざまな場面で県産農

産物の魅力発信や地域内における安定供給、食品ロスの削減などを図ります。 

◇ 「三重ブランド」をはじめとするストーリー性のある生産物や人と自然にやさしい農

業の取組による農産物などの県産農産物が有する本質的な価値に触れる機会の提供

や、それらの情報に係る消費者・実需者等とのコミュニケーションの醸成などを通じ

て、県民や国内外から来県する人びとによる県産農産物に対する支持の拡大に取り組

みます。 

◇ 農産物のブランド化に向けた支援や６次産業化に意欲的な人材の育成等を通じて、県

産農産物のブランド力の向上を図ります。 

 

基本事業の取組方向 

 

県産農産物のブランド力向上に向け、「みえ地物一番の日」キャンペーンの実施、「三重ブ

ランド」の魅力発信、地産地消および６次産業化を担う人材育成、現場で評価されるための

手法を学び、実践につなげるための研修会「ブランドアカデミー」の開催などに取り組み、

目標を達成しました。 

今後も、県産農産物のブランド力をさらに向上させるため、情報発信の強化、農林水産事

業者や関係事業者の連携促進、新たにブランド化をめざす事業者の取組支援を進めます。ま

た、地域の農林水産業や農林水産物への理解促進に向けた情報発信に取り組むとともに、関

係者と連携して地産地消や食育を推進します。 

７年度評価 

目標の進捗状況 
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１ 地産地消・食育の推進 

①  令和３年３月に策定した「第４次三重県食育推進計画」に基づき食育を効果的に推

進するため、「三重県食育推進検討会」（１回）を開催するとともに、食育資料の作成・

情報発信活動等により、家庭、学校、地域等のさまざまな場面における食育の推進に

取り組みました。また、地域の関係者が連携して取り組む食育活動への助成（７事業

者）を行いました。 

②  食育施策を総合的かつ計画的に進めるため、食育を取り巻く情勢の変化や有識者、

県民の皆さんの意見等をふまえ、令和８年３月に「第５次三重県食育推進計画」を策

定しました。 

③  食育に取り組む関係団体および市町担当者で構成する「三重県地域食育推進連絡会

議」(１回)や県庁関係部局で構成する「三重県食育推進連絡会議」（１回）を開催し、

情報共有や連携を図りました。また、食育が地域において計画的かつ具体的な取組と

なるよう、市町に対して、国の食育施策や先進事例等の情報提供を実施するとともに、

食育計画が未策定の市町（５市町）への策定推進に向けた働きかけを行いました。 

④  学校給食における地域食材の導入を促進するため、「公益財団法人三重県学校給食

会」と連携して、教育委員会や栄養教諭、生産者や流通事業者が参加する「地場産品

導入促進検討会」（３回、参加者76名）を開催し、地域農産物を活用した学校給食用

の加工食品（かぼちゃペースト）を開発しました。 

⑤  平成27年度から学校給食で活用頻度の高い食材を中心に作成している食育啓発資

料「みえの食材」について、１品目（はくさい）の教材を新たに作成しました。 

⑥  地産地消を推進するため、県内量販店や直売所等と連携（1,004事業者、1,557店舗）

し、「みえ地物一番の日」キャンペーンを実施しました。 

⑦  企業における地産地消による地域社会への貢献や健康経営の取組を推進するため、

県内企業が従業員の健康づくりに向けて実施する食育の取組について情報発信を行

いました。また、県庁食堂において、県産食材を使用した食堂メニューの提供を支援

しました。 

２ 県産農産物のブランド力向上 

①  特に優れた県産品とその事業者を評価・認定する「三重ブランド」認定制度について、

認定期限を迎える13品目22事業者に対して実地調査を実施し、認定更新を行いました。 

②  「三重ブランド」の魅力を発信するため、民間事業者等が実施する企画との連携や

イベントへの参加、フェアの開催、各種メディア等でのＰＲを通じて、情報発信（14

回）を行いました。 

③  県産農林水産物のブランド力向上を図るため、現場で評価されるための手法を学び、

実践につなげる研修事業「ブランドアカデミー」を実施するとともに、県内事業者と

シェフ・バイヤー等をつなぐ交流型イベント「みえ Ｆｏｏｄ Ｃｕｌｔｕｒｅ  

Ｐｉｔｃｈｅｓ」 を開催しました。 

７年度の取組状況 
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④  県民が県産農林水産物に対する正しい知識を習得するとともに、環境に配慮した方

法で生産された生産物を選択・購入できるよう、県内の生産者が環境に配慮した生産

方法、食の安全・安心を確保する生産管理により生産した農畜林産物を認証する「人

と自然にやさしいみえの安心食材表示制度」について、各種メディアやイベントを通

じて情報発信（30回）を行いました。 

３ ６次産業化支援と農林水産業者等の人材育成 

①  生産者の経営発展に向け、普及センターに配置した６次産業化担当者や「三重県地

域資源活用・地域連携サポートセンター」の地域プランナー等と連携しながら、６次

産業化に取り組む生産者のサポート（延べ273回）に取り組みました。 

②  農業者における商品開発・販売等の新たな事業や雇用を創出する取組を推進するた

め、地域プランナー派遣や普及指導員の助言等により、生産者の経営改善戦略の策定

（52件）を支援しました。 

③  県内の農林水産事業者等の人材育成を図るため、以下の研修会（３回）を開催しま

した。 

（１） 一次産業に焦点をあてた新商品・新サービスのアイデア創出研修交流会 

(開催日：令和７年10月１日、参加人数：25名) 

（２） 生成ＡＩを活用した６次産業化実践研修会 

(開催日：令和７年12月５日、参加人数：46名)  

（３） 商談スキルアップ研修会 

(開催日：令和８年３月９日、参加人数：41名)  
 

 

   

①  県民への食育の推進に向け、「第５次三重県食育推進計画」に基づき、農林水産業

や県産農林水産物とその生産現場への理解促進、従業員等の健康に配慮した食事や食

品を提供する事業者の支援等を通じて健全な食生活の実践に向けた「大人の食育」を

推進します。 

②  県産農林水産物の県内外での販売拡大に向け、「三重ブランド」認定産品の魅力発

信を通じ、県産農林水産物等のイメージアップを図るとともに、「みえ地物一番の日」

キャンペーンの展開、「人と自然にやさしいみえの安心食材表示制度」の普及啓発、

量販店や直売所等との連携、直売所ネットワークの構築などによる地産地消の取組を

進めます。 

③  ６次産業化等、新たなビジネスの実現を図るため、農林水産事業者等が取り組むネ

ット販売の拡大や新たにブランド化をめざす事業者の取組支援、「みえフードイノベ

ーションプラットフォーム」を通じた事業者間の連携促進等を進めます。 

  

今後の取組方向 
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食べて！見て！学ぶ！「大人の食育」を実施 

県では、「第４次食育推進計画」において、生涯を通じた途切れない食育の実施を掲げ、

職場における従業員等の健康に配慮した食育の推進に取り組んでいます。令和７年度は、

県内でさらなる利用が期待される食材に着目し「県庁食堂」にて株式会社魚国総本社の協

力のもと、白塚漁港のイワシを活用したメニューの提供を行いました。あわせて、白塚漁

港の低利用魚に関する現状を手作りのＰＯＰやポスターで紹介するなど、食を通じて地域

課題や環境等に興味・関心を深める食育を実施しました。 

引き続き、県内社員食堂において食育を実施し、県産食材の消費拡大、魅力発信等の「大

人の食育」に取り組んでいきます。 

                                   

                  

 

 

ブランド力向上をめざしたオンライン研修とプレゼン大会を実施 

県では、県産農林水産物のブランド力向上を図るため、実需者や消費者等から高い評価を

得るための手法を学び、実践につなげる研修事業「ブランドアカデミー」を実施しています。 

令和７年度は、その取組の一環として、県内事業者とシェフ・バイヤー等をつなぐ交流

型イベント「みえ Ｆｏｏｄ Ｃｕｌｔｕｒｅ Ｐｉｔｃｈｅｓ」 を開催しました。 

本イベントでは、「地域資源を活かすブランディングと魅力的な情報発信」をテーマとし

たオンライン研修を受講した県内事業者（19社 27名）が、シェフ・バイヤー（37社 55名）

に対して、自社や商品の魅力を直接訴求するプレゼンテーションを行いました。プレゼン

テーション後には、県産農林水産物を活かした試食交流会を実施しました。 

引き続き、県産農林水産物のブランド力向上・販路開拓につながるイベントや情報発信

に取り組んでいきます。 

  

いわしのかきあげそば 食育資料 

トピックス２ 

会場内展示 プレゼン大会 試食交流会 

トピックス１ 
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【基本事業Ⅳ-３】農業の国際認証取得の促進と活用 

 

 

 
 

農林水産業の国際認証等

を活用した新たなマッチ

ングによる取引件数 

（累計） 

国際水準ＧＡＰ等（ＧＬＯＢＡＬＧ.Ａ.Ｐ、ＡＳＩＡ

ＧＡＰ、有機ＪＡＳなど）を活用した新たなマッチング

による取引件数 

 

 

 
令和元年度 

(計画策定時) 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

令和 11 年度 

（基本計画の

目標） 

目標値  25 件 45 件 65 件 85 件 105 件 125 件 205 件 

実績値 10 件 27 件 42 件 62 件 102 件 105 件 127 件  

達成率  100％ 93％ 95％ 100％ 100％ 100％  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組目標 

◇ ＧＡＰ指導活動を推進し、ＧＡＰを実践する農業経営体の拡大を図ります。 

◇ 国際水準ＧＡＰの認証を取得する農業経営体の拡大と産地強化を図るため、産地を対

象とした団体認証取得の促進に取り組みます。 

◇ 有機農業や有機ＪＡＳ認証を指導できる人材を育成するとともに、生産者への指導体

制を整備し、欧米等への輸出でニーズの高い茶をはじめ、農産物の有機ＪＡＳの認証

取得の促進に取り組みます。 

◇ 国際認証を生かして、農産物の輸出促進に取り組むとともに、首都圏での営業活動や

万国博覧会を控える大阪など関西圏での生産者と事業者とのマッチングを促進し、認

証取得農産物の販路開拓・拡大に取り組みます。 

基本事業の取組方向 

目標の進捗状況 

 

国際水準ＧＡＰ等の認証取得を推進するとともに、県主催の商談会への出展や、大都市圏

における三重県フェアの開催により、認証を取得した県産農産物の魅力発信に取り組み、目

標を達成しました。 

引き続き、ＧＡＰ等の国際認証の取得推進や認証取得農産物の魅力発信に取り組むとと

もに、インバウンド需要が増加傾向にあることをふまえ、県内外のホテル・飲食店等とのマ

ッチングに取り組みます。 

 

７年度評価 
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１ ＧＡＰを実践する農業経営体の拡大  

①  ＧＡＰの実践を指導できる人材を育成するため、普及指導員や営農指導員等を対象

とした研修会を開催し、新たにＧＡＰ推進指導員を16名確保しました（計258名）。 

②  ＧＡＰに取り組む生産者の増加を図るため、ＧＡＰへの理解を促進する研修会を県

内各地で開催しました（４回、参加35名）。 

③  地域機関に設置した「地域ＧＡＰ推進チーム」が中心となって、146経営体に対し、

ＧＡＰの実践や認証取得等の支援に取り組みました。 

 

２ 国際水準ＧＡＰの認証等を取得する農業経営体の拡大と団体認証取得の促進 

①  国際水準ＧＡＰの認証取得を推進するため、地域機関に設置した「地域ＧＡＰ推進

チーム」が中心となって、ＧＡＰの認証取得に向けた指導・助言を進め、新規取得は

１件あったものの、認証を更新しない経営体があったため、認証数は41件（159農場）

（対前年12件（18農場）減）となりました。 

②  ＧＡＰの団体認証取得を促進するため、農業者の団体や国の環境保全型農業直接支

払交付金対象者のグループ等に対して、ＧＡＰの意義や認証取得方法等について説明

する研修会を開催（25回）し、農業者404名が参加しました。 

③  ＪＧＡＰ家畜・畜産物や農場ＨＡＣＣＰの指導員を含む「地域ＧＡＰ推進チーム」

が、認証を取得した生産者（14件）に対して、生産衛生管理プログラム、衛生検査、

従業員教育等の着実な実践や認証の更新に向けた支援を行いました。 

 

３ 有機ＪＡＳ認証を指導できる人材育成と農産物の有機ＪＡＳ認証の取得促進 

①  有機農業の普及・拡大を図るため、有機ＪＡＳ認証の取得を指導できる人材の確保に

向けて、公益社団法人全国愛農会が開催する有機農業指導員育成セミナーの受講を営農

指導員、市町職員等へ働きかけ、15名の有機農業指導員を育成しました（累計66名）。

認証取得に向けた支援を継続した結果、有機ＪＡＳほ場の面積は113haになりました。 

②  三重県内で有機農業に取り組む農業者の組織である「三重県みんなの有機農業ネッ

トワーク」において、有機農業における新規就農（就農から経営が軌道に乗るまで）

をテーマに、農業者、営農指導員、市町職員、普及指導員等の幅広い方々を対象に、

外部講師による講演会およびパネルディスカッションを実施しました（34名参加）。 

 

４ 国際認証等を活用した新たなマッチング 

①  ＳＤＧｓに配慮して生産された農産物（ＧＡＰ、有機ＪＡＳの認証食材等）等の販路開拓に

向け、「食の大商談会 ｉｎ 三重」への出展支援（事業者３者）や大都市圏における三重県フ

ェアの開催（12店舗）などに取り組みました。 

 

 

 

７年度の取組状況 
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①  国際水準ＧＡＰの認証取得や指導員確保のため、中央農業改良普及センター主催の

座学研修や、ＪＡ子会社および農業高校・農業大学校等での現地研修によりＧＡＰ推

進指導員の育成に取り組みます。 

②  県・ＪＡ・市町等で構成する「地域ＧＡＰ推進チーム」を核に、ＧＡＰ認証の取得

をめざす生産者から認証取得後の生産者まで、取組段階に応じた支援に取り組みます。 

③  有機農業の普及拡大に向け、引き続き、有機農業に取り組む農業者の組織である「三

重県みんなの有機農業ネットワーク」の構成員を対象に、情報提供や意見交換を行う

研修会を開催します。 

④  消費者や実需者のＧＡＰに対する認知度向上や認証農場の農産物の取引拡大に向

けて、ＧＡＰ認証生産者と農産物を紹介するカタログ等、マッチングツールの充実を

図るとともに、ホームページやイベント等でのＰＲに取り組みます。 

⑤  ＧＡＰ等の国際認証等を取得した県産農林水産物の販路の拡大に向け、県内外の飲

食店やホテル等関連事業者とのマッチングを進めます。 

 

今後の取組方向 
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花き生産者に対するＧＡＰ研修会を開催 

ＧＡＰを現場に定着させ、経営改善につなげるため、「見える化」や「４Ｓ（整理・

整頓・清掃・清潔）」といったトヨタ式の考え方を取り入れたＧＡＰ研修会を実施しま

した。「見える化」や「４Ｓ」は、ＧＡＰで求められる適正な農業生産工程管理の基礎

となる取組です。研修内容を実践につなげるため、研修は２回構成とし、後継者や法人

経営者等、30から50代の花き生産者延べ20名が参加しました。 

第１回では、「見える化」や「４Ｓ」について、農業現場での改善事例を交えた説明

と、ムダを徹底的に排除することで生まれた余力を人材育成に充てることが経営改善に

つながることが講義されました。第２回では、実際の生産現場で研修を実施し、現場改

善の直接指導を受けながら、「４Ｓ」の具体的な進め方を体験的に学びました。 

参加者からは、「新しい視点で話を聞き、

自社で取り組むアイデアが見えてきた」等

の前向きな意見が出ました。また、研修

後、普及指導員が参加生産者に対する個別

訪問を行い、改善の方向性を整理しまし

た。 

今後も、研修会等を通じてＧＡＰの取組

の重要性を伝えるとともに、ＧＡＰの取組

による経営改善の定着を支援していきます。 
 

トピックス１ 

研修会の様子 
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【参考】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注力する取組とその推進体制（プロジェクト・危機管理）について 

 

＜プロジェクト１＞ スマート農業技術の実装 

＜プロジェクト２＞ 多様な担い手の確保・育成 

＜プロジェクト３＞ 国際認証を生かした販売促進の展開 

＜危機管理体制＞ 豚熱（ＣＳＦ）等家畜防疫対策の強化・徹底 
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（１）スマート農業技術の実装 

 

令和７年度の取組状況 

①  農作業の省力化を図るため、生育診断結果に基づくドローン施肥や農薬の散布等を

推進しました。（再掲） 

②  水田農業の生産性の向上に向け、国の補助事業等を活用して、ほ場ごとの収量を測

定できるコンバイン等スマート農業機械の導入支援に取り組みました。（再掲） 

③  地域農業の継続に向け、農家組合や多面的機能支払制度・中山間地域等直接支払制

度を活用する団体と担い手農業者等との連携を促進し、畦畔管理の省力化や、薬剤散

布ドローンや水位センサーおよび給水ゲートによる水管理技術等スマート農業機械

の導入による作業の効率化、野生鳥獣の侵入防止柵の維持管理や捕獲など集落ぐるみ

の獣害対策への取組を進めました。（再掲） 

④  農業者からのスマート農業に関する相談への対応にあたり、試験研究機関や民間企

業と連携し、農業現場での導入効果の検証、地域に合わせた効果的な利用方法への改

良に取り組みました。 

 また、普及指導の実施方法について、タブレット機器を活用し、農業者とのリモー

トでの相談対応やオンライン研修会の実施など、効率化に取り組みました。（再掲） 

⑤  農業大学校において、自動操舵システム搭載トラクタ等の操作体験、ドローンに関

する学習、模範操縦の見学の機会を設け、スマート農業についての教育内容の充実を

図りました。 

⑥  農福連携に取り組む福祉事業所が、あらたな農業生産活動としてワイン用ブドウを

栽培できるよう専門家を派遣し、ラジコン防除機を活用した防除作業を支援しました。

（再掲） 

⑦  効率的かつ安定的な農業経営の実現に向け、スマート農業に適したほ場の大区画

化や農業用水路のパイプライン化等を計画的に進めました。（一部再掲） 

 

 

＜プロジェクト１＞ スマート農業技術の実装 
 

スマート農業技術の実装に向け、①省力化・自動化・労力の軽減、②熟練技術の見える化、

③単収・品質向上、価値の創出を取組方向としてプロジェクト活動を展開しています。 

これまで、県農業の基幹品目である水田作物をターゲットにした先導的プロジェクトや、

農業研究所、畜産研究所において、スマート農業技術の開発に取り組んできました。 

取組にあたっては、生産者を中心に県関係機関、市町、農業関係団体、農機メーカー等と

事業推進体制を構築しスマート農業技術の検証・実証を行っています。 

今後、スマート農業技術の現場実装を加速していくためには、スマート農業技術に対応し

た基盤整備の推進や品目・地域を超えた優良事例の横展開を図る情報共有の体制整備を進

める必要があります。 

令和７年度の概要 
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⑧  農業研究所では、水稲の早期栽培で被害が増加しているスクミリンゴガイの防除を支

援するために、農研機構が提供する農業用気象データを用いて、どの程度の食害が発生

するかを地域や移植後の日数に応じて予測し、地図上に見える化する技術を開発しまし

た。（一部再掲） 

⑨  畜産研究所では、乳牛の分娩監視の省力化に向けて、センサーと情報通信機器を組

み合わせた分娩感知システムの実証に取り組みました。 

⑩  スマート農業技術の普及・促進に向け、スマート農業技術に対応した基盤整備を分

かりやすく紹介するパンフレットを作成するとともに、県ホームページへ掲載し、情

報発信に取り組みました。 

 

今後の取組方向 

①  国事業等を活用し、ＩＣＴ等を活用した新たな栽培体系の実証やスマート農業機械

の導入等に取り組む農業者を支援します。また、県ホームページや研修会等でスマー

ト農業技術に関する情報発信に取り組みます。 

②  果樹の振興に向け、生産性向上や販売促進を図るため、柑橘における双幹樹形仕立

て等の省力技術の導入や優良品目、品種への転換、日焼け果防止対策やスマート農業

技術の導入を支援するとともに、タイを中心とするアジア経済圏に向けた輸出拡大

等を支援します。また、柑橘の国外輸送時における果実の傷み等による損失の軽減に

向けた原因究明および対策の提案を行います。（再掲） 

③  普及指導員のコーディネート機能やスペシャリスト機能の強化を図りながら、スマ

ート農業技術の活用や新品種の導入、産地ブランドの強化等を進めることにより、意

欲ある多様な農業者の経営発展や地域農業のさまざまな課題の解決に向けた取組を

進めます。（再掲） 

④  農業大学校において、実習や講義を通して専門技術を体得しながら学生自身が主

体的に農業と向き合い、就農意欲の向上、表現力、コミュニケーション力、判断力、

計画力等の能力を身に着けることをめざします。そのために、カリキュラムの改善や

職員の資質向上を図り、教育内容の充実につとめます。また、キャリアカウンセラー

との連携を強化し、学生個々の目標に合わせて主体的に将来ビジョンを描けるよう

支援します。（再掲） 

⑤  スマート農業技術に関する高度な知識や技能を備えた農業経営者や就農者を育成

するため、農業大学校において講義およびスマート農機の操作実習を実施します。（再

掲） 

⑥  営農の高度化、効率化を図るため、引き続き、スマート農業に適したほ場の大区画

化や農業用水路のパイプライン化等の農業生産基盤の整備を計画的に進めるととも

に、農地中間管理機構と連携した基盤整備事業の活用に取り組むことで、さらなる担

い手への農地の集積を進めていきます。（再掲） 

⑦  研究所において、スマート農業技術の実装に向け、これまでにマニュアル化した技

術の現地への普及を進めるとともに、センシング等のスマート農業技術を組み合わせ

た技術体系の確立を図ります。（一部再掲） 
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⑧  研究所での実証結果や効果が確認されたスマート農業技術をはじめとする県内外

の最新の情報を収集し、技術や知見の集積を進めるとともに、スマート農業技術の普

及促進と現場実装に向け、生産者等への情報提供を積極的に進めます。 

⑨  スマート農業技術に対応した基盤整備に取り組む地区において、労働時間の削減効

果等を調査するとともに、スマート農業技術の普及・促進を目的とする基盤整備の紹

介パンフレットの更新を行います。
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（１）地域リーダーの確保・育成を通じた話し合いの促進による、担い手への農地

の集積・集約化の促進 
 

令和７年度の取組状況 

①  農業経営基盤強化促進法の改正により、これまでの人・農地プランが地域のめざす

べき将来の農地利用の姿を明確化する地域計画として制度化されました。認定農業者

等の担い手への農地集積を円滑に進めるため、地域農林水産事務所に設置した、市町、

農業委員会、ＪＡ、農地中間管理機構（公益財団法人三重県農林水産支援センター）、

県で構成する「農地中間管理事業推進チーム」が中心となり、地域計画の策定に向け、

地域での話し合いを促進しました。その結果、地域計画が553地区で策定され、農地中

間管理事業の活用により担い手への農地の貸付が進むとともに、県内の農地集積率は

48.2%（対前年0.5ポイント増）となりました。（再掲） 

②  農地中間管理事業のさらなる推進に向け、農業委員および農地利用最適化推進委員

を対象に、県内８ブロックで研修会（585名参加）を開催しました。研修会では、農地

利用の最適化に向けた統一方針の説明や農業委員および農地利用最適化推進委員の

役割、関係機関との連携の重要性を確認するとともに、県内農業委員会の優良活動事

例の情報共有等を通じて、農地集積に向けた活動意欲の醸成を図りました。（再掲） 

＜プロジェクト２＞ 多様な担い手の確保・育成 
 

農業における就業者数は、高齢化や後継者不足等から年々減少しており、農業の担い手の

確保・育成が喫緊の課題となっています。 

このため、担い手への農地の集積・集約化に向けて、農地中間管理事業の活用を促進する

とともに、地域農林水産事務所に設置した「農地中間管理事業推進チーム」が中心となり、

農業経営基盤強化促進法に基づく地域計画の策定および実現に向けた地域の話し合いを促

進しました。 

労働力の確保に向けて、ワンデイワークのマニュアルをホームページにおいて周知する

とともに、スポットワークの取組拡大に向け、農業者への説明会等を実施しました。 

地域農業の維持発展に向けて、集落の多様な担い手が参画した集落営農組織の育成に取

り組みました。また、市町と連携し多面的機能支払交付金の活用団体等を対象に、農地・農

業用施設の維持保全活動等の取組拡大を進めました。 

地域農業やコミュニティの活性化に向けては、市町やＪＡ等と連携した支援チームを編

成し、地域活性化プランの策定と活動支援に取り組みました。 

障がい者等の就労拡大に向けては、三重県障がい者雇用推進協議会や三重県障害者施策

推進協議会において農福連携の関係部局と情報共有を図るとともに、一般社団法人三重県

障がい者就農促進協議会と連携した取組を進めました。 

 

令和７年度の概要 
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③  集落リーダーのもと、地域の多様な農業者等が参画する集落営農の体制を構築する

ため、集落座談会等の話し合いを促進するとともに、専門家を活用した経営指導や、

集落営農の組織化・法人化、既存組織の広域化、近隣の担い手農業者との連携や企業

参入に向けたサポート等に取り組みました。その結果、集落営農組織数は累計で381

件（対前年７件増）、また、集落営農組織の法人化数は91件（対前年同）になりました。

（再掲） 

 

担い手への農地の集積・集約化に向け、地域リーダーの確保・育成と、地域計画のブ

ラッシュアップを進め、以下の取組が行われました。 

ブラッシュアップに係

る主な推進者等 
取組内容 

土地改良区役員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（桑名市） 

桑名市七取地区および上之郷地区は、揖斐・長良川の河口

付近の右岸に位置し、豊富な水を生かした水田農業が営まれ

てきた地域です。 

この地区では、高齢化等の影響から、地権者から担い手へ

の農地集積が進んでいるものの、農地が分散していること

や、小区画の農地が多く、大型農機の利用に支障があるなど、

作業効率の改善が課題でした。 

そこで、地区全体で、農地の大区画化や分散した農地の集

約を進め、担い手が営農しやすい場所となるよう、土地改良

区の役員等が中心となって、地域計画検討委員会が７月に立

ち上げられました。 

この地区では、特定外来生物「オオバナミズキンバイ」が

水路等で確認されたことで、９月に自治会も巻き込んだ駆除

活動が用水等の保全管理活動として実施され、この活動が契

機となって地区がまとまり、地域計画の目標地図の見直しや地

区の農地利用の調整ルール検討等が進められています。 

県では、地権者と担い手の合意形成や地区の農地利用を調

整するルール策定に向けたコーディネート支援、農地の畦畔

除去等による大区画化に向けた事業活用の支援、「オオバナ

ミズキンバイ」の駆除活動の自走化に向けた技術的支援など

に取り組み、引き続き、地区の地域計画のブラッシュアップ

が進むよう取り組みます。 

    

地区の研修会を支援   用水の保全管理活動の様子 
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今後の取組方向 

①  地域農林水産事務所に設置した「農地中間管理事業推進チーム」が中心となり、市

町、農業委員会等の関係機関と連携して、地域計画のブラッシュアップおよび実現に

向けた地域の話し合いを促進します。また、担い手が不足している地域では、小規模

農業者による効率的な営農継続を支援するとともに、地域外の担い手や農業参入企業

とのマッチングなど、新たな営農体制の構築に取り組みます。（再掲） 
 

（２）産地や農業経営体における労働力の確保 
 

令和７年度の取組状況 

①  農業大学校の学生募集にあたり、オープンキャンパス（２回）、就農チャレンジ研

修（２回）、高校訪問およびＳＮＳでの情報発信等に取り組み、32名の入校（前年度

に対し４名増）につながりました。また、教育内容の充実に向けて、ＳＮＳによるマ

ーケティング手法を学ぶ演習、スマート農業を実践する農業者への視察、農業機械の

操作を学ぶ研修等、多様なニーズをふまえて、カリキュラムを見直しました。さらに、

ハローワークやキャリアカウンセラー等を活用し、就職指導を強化するとともに、農

業を担う同窓生の情報提供や意見交換などを行いました。（再掲） 

②  農業ビジネス人材の発掘・育成を目的に設置している「みえ農業版ＭＢＡ養成塾」

において、第８期生３人が入塾し、経営学やフードマネジメント等の講義の受講と、

それぞれの経営改善プランを策定し、２名がカリキュラムを修了しました。 

また、令和８年度に入塾する９期生の確保に向け、「みえ農業版ＭＢＡ養成塾」ホー

ムページによる広報、ＳＮＳでの情報発信、各種相談会の開催などに取り組みました。 

 さらに、カリキュラム（座学と実習）や運営体制の改善に向けては、県内の大学の

有識者や先進的な農業法人の経営者等で構成する「三重の農業若き匠の里プロジェク

ト実行会議」（１回）を開催しました。（再掲） 

 

農業現場で労働力を確保するための取組事例 

事例 取組内容 

四日市市の農業

法人において女

性が働きやすい

よう労働環境を

整備し新規雇用

につなげた取組 

課題：ハウス内での作業が中心であり、従業員にはこまめな休憩や

空調服等の着用を促していましたが、近年の暑さに対して

は従来の対策では十分とはいえず、労働環境の改善が必要

でした。 

成果：移動が可能な休憩テントとスポットクーラーを導入、作業場

所の近くに休憩場所を設置することで、労働環境を改善し、

常時雇用４名の確保につながりました。 
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今後の取組方向 

①  農業大学校において、実習や講義を通して専門技術を体得しながら学生自身が主体

的に農業と向き合い、就農意欲の向上、表現力、コミュニケーション力、判断力、計

画力等の能力を身に着けることをめざします。そのために、カリキュラムの改善や職

員の資質向上を図り、教育内容の充実につとめます。また、キャリアカウンセラーと

の連携を強化し、学生個々の目標に合わせて主体的に将来ビジョンを描けるよう支援

します。（再掲） 

②  「みえ農業版ＭＢＡ養成塾」について、運営方法の改善とカリキュラムの充実に取

り組みます。入塾生の確保に向けては、オンラインの活用や、農業法人、認定農業者

の後継者への積極的なアプローチによる塾生の募集活動を展開します。また、市町、

ＪＡ等の関係機関との連携を図りながら、修了生の就農や起業時におけるサポートの

充実・強化を進めます。（再掲） 

③  労働力が不足する家族農業経営体において、ワンデイワークなどスポットワークが

活用できるよう、引き続き、関係機関と協力して、手順書の活用促進、周知等に取り

組みます。（再掲） 

 

（３）小規模な兼業農家や高齢農家等の参画・連携による地域農業・集落機能の維

持発展 

 

令和７年度の取組状況 

①  集落リーダーのもと、地域の多様な農業者等が参画する集落営農の体制を構築する

ため、集落座談会等の話し合いを促進するとともに、専門家を活用した経営指導や、

集落営農の組織化・法人化、既存組織の広域化、近隣の担い手農業者との連携や企業

参入に向けたサポート等に取り組みました。その結果、集落営農組織数は累計で381

件（対前年７件増）、また、集落営農組織の法人化数は91件（対前年同）になりました。

（再掲） 

②  地域農業の継続に向け、農家組合や多面的機能支払制度・中山間地域等直接支払制

度を活用する団体と担い手農業者等との連携を促進し、畦畔管理の省力化や、薬剤散

布ドローンや水位センサーおよび給水ゲートによる水管理技術等スマート農業機械

の導入による作業の効率化、野生鳥獣の侵入防止柵の維持管理や捕獲など集落ぐるみ

の獣害対策への取組を進めました。（再掲） 

③  日本型直接支払制度（多面的機能支払制度）を活用した取組の拡大に向け、市町と

連携しながら活動組織等を対象とした説明会や安全研修会、事務研修会を開催（13回、

延べ211人参加）し、制度の活用や適正な事業の執行を推進しました。（再掲） 

④  国の多面的機能支払交付金を活用し、農地・農業用施設の維持保全や生態系・景観

の保全、農村文化の維持伝承等に向けた活動を支援しました。その結果、取組は拡大

し、全体で1,107集落（対前年14集落増）、30,807ha（対前年254ha増）となりました。

（再掲） 
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今後の取組方向 

①  地域営農体制の構築を図るため、集落営農の組織化・法人化、既存組織の広域化、

近隣の担い手農業者との連携や企業参入の促進など、担い手の状況や作目等の各地域

の実情に応じた働きかけを進めます。また、中山間地域等の担い手が不足している地

域では、小規模な兼業農家や高齢農業者等の家族農業者、農業支援サービス事業体等

の多様な農業者の参画・連携による持続可能な仕組みづくりを進めます。（再掲） 

②  農業・農村の持つ多面的機能を十分に発揮させるため、将来、地域の担い手となる

子どもたち等多様な主体による地域活動への参画を促すとともに、地域資源の維持・

保全活動や地域における農業生産活動等の支援に取り組みます。（再掲） 

 

 

（４）地域活性化プランの取組推進 
 

令和７年度の取組状況 

①  地域資源を活用した、新たな価値の創出につながる取組を実践する集落や産地等の

育成を図るため、市町やＪＡ等と連携した「地域活性化プラン支援チーム」を編成し、

話し合いや合意形成を促進するなど、地域の実情に応じた「地域活性化プラン」の策

定を支援した結果、新たに25のプランが策定され、累計のプラン数は639プランとな

りました。また、前年度までに策定された614プランを対象に、プランの実現に向けた

実践活動を支援しました。（再掲） 

②  これまでに策定されたプランから４プランを選定し、目標達成に向けた初期の取組

への支援を実施した結果、四日市市智積町において、多様な人材が働ける環境づくり

に向け、農福連携への理解を深めるための地域住民との交流が行われるとともに、津

市分部地区において、耕作放棄地を活用して津市産の生姜を生産、販売する取組等が

行われ、商品販売や地域活動の促進につながりました。また、プラン策定団体等を対

象に、ワークショップを開催し、課題解決の手法や成功要因、取組成果等の共有を図

りました。（再掲） 
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地域資源を活用した、新たな価値の創出につながる取組を実践する集落や産地等の育

成を図るため以下の取組が行われました。 

農村地域団体名 取組内容 

チーム長谷山 

 

 

 

 

 

（津市） 

チーム長谷山は、地域全体で畑を守っていくため、耕作放棄地

を活用して農薬や肥料に頼らない生姜栽培を実践し、「長谷山しょ

うが」として販売しています。 

スタートアップの取組では、マルシェに出展し、長谷山しょう

がのＰＲやショウガチップス等の加工品開発に取り組むととも

に、新たな地域住民の活動への参加につながるよう、活動につい

て情報発信を行いました。 

尾鷲市有機農業産

地づくり推進協議

会（尾鷲市天満地

区） 

 

 

 

（尾鷲市） 

尾鷲市天満地区では、農業所得の向上や遊休農地の解消に向

けて、「尾鷲甘夏」の有機栽培による高付加価値化に取り組むと

ともに、ジュースの搾りかすを粉末化しその活用も検討してい

ます。 

スタートアップの取組では、地域内で製造される甘夏ジュース

の搾りかすを粉末化し、市内の飲食店に提供して活用方法につい

て意見を収集するとともに、活用に向けたアンケート調査を行い

ました。 

 

今後の取組方向 

①  地域農業の活性化を図るため、地域機関に設置した「地域活性化プラン支援チーム」

により、新たな「地域活性化プラン」の策定に向けた支援を進めるとともに、これま

でに策定された「地域活性化プラン」の目標達成やさらなる発展に向けた実践支援に

重点的に取り組みます。（再掲） 

 
（５）農福連携の推進 

 

令和７年度の取組状況 

①  農福連携に取り組む農業経営体や福祉事業所等への情報提供や相談対応、農業ジョ

ブトレーナーの派遣等が迅速に行えるよう、「一般社団法人三重県障がい者就農促進

協議会」と連携し、農林水産業と福祉をつなぐワンストップ窓口の運営支援に取り組

みました。（再掲） 

②  農福連携の現場で、障がい者への接し方や農業技術等の具体的なアドバイスを行う

専門人材の育成に向け、「一般社団法人三重県障がい者就農促進協議会」と連携し、農

業ジョブトレーナー養成講座を開講（24名修了）するとともに、国制度の農福連携技

術支援者を認定するための研修会を開催（10名認定）しました。（再掲） 
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生きづらさや働きづらさを感じている若者等の農業への就労促進に向けた取組 

目的 取組内容 

農業就労体験の

実施と受入農業

者のリスト化 

生きづらさや働きづらさを感じている若者等の農業への就労

促進に向け、ひきこもりの若者等への支援に取り組む就労支援機

関と連携し、農業就労体験（９名参加）を実施するとともに、農

業就労体験の受入れが可能な農業者のリスト化（５経営体）に取

り組みました。 

「農業就労促進

プログラム」の展

開 

生きづらさや働きづらさを感じている若者等の農業を通じた

社会的自立を支援するために作成した「農業就労促進プログラ

ム」を、さまざまな機会を通じて情報発信することで、横展開を

図りました。 

 

今後の取組方向 

①  「一般社団法人三重県障がい者就農促進協議会」と連携し、ワンストップ窓口の運

営を支援するとともに、県内の農福連携を推進するための体制強化に取り組みます。

（再掲） 

②  農業分野と福祉分野をつなぐ人材として、農業ジョブトレーナーや農福連携技術支

援者の育成に取り組むとともに、その活動を支援します。（再掲） 

③  生きづらさや働きづらさを感じている若者等が農業就労体験を通じて就労・社会参

加できるよう、農業就労体験の受入れが可能な農業者のリストを再編し、関係機関と

の情報共有を進め、農業就労体験の実施を促進します。（再掲）
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（１）国際水準ＧＡＰ等の認証取得の推進 
 

令和７年度の取組状況 

①  国際水準ＧＡＰの認証取得を推進するため、地域機関に設置した「地域ＧＡＰ推進

チーム」が中心となって、ＧＡＰの認証取得に向けた指導・助言を進め、新規取得は

１件あったものの、認証を更新しない経営体があったため、認証数は 41 件（159 農

場）（対前年 12件（18農場）減）となりました。（再掲） 

課題 取組内容および成果 

ＧＡＰ認証の取

得を求める販売

先への対応 

国際水準ＧＡＰ等の認証を生かした新たなマッチングを図

るため、「ＧＡＰ認証農産物カタログ」により商談会等を通じた

実需者への情報提供を行いました。 

産地における指

導体制の強化 

産地指導を担うＪＡ職員２名がＧＡＰ指導員の資格を取得

し、産地指導体制の強化を図りました。 

②  有機農業の普及・拡大を図るため、有機ＪＡＳ認証の取得を指導できる人材の確保に

向けて、公益社団法人全国愛農会が開催する有機農業指導員育成セミナーの受講を営

農指導員、市町職員等へ働きかけ、15名の有機農業指導員を育成しました（累計 66名）。

認証取得に向けた支援を継続した結果、有機ＪＡＳほ場の面積は 113haになりました。

（再掲） 

③  三重県内で有機農業に取り組む農業者の組織である「三重県みんなの有機農業ネッ

トワーク」において、有機農業における新規就農（就農から経営が軌道に乗るまで）

をテーマに、農業者、営農指導員、市町職員、普及指導員等の幅広い方々を対象に、

外部講師による講演会およびパネルディスカッションを実施しました（34名参加）。

（再掲） 

 

 

 

＜プロジェクト３＞ 国際認証を生かした販売促進の展開 
 

県産農産物の国内取引や海外販路の開拓が有利に進められるよう、「地域ＧＡＰ推進チー

ム」を中心に関係機関と連携して国際水準ＧＡＰの推進に取り組みました。推進にあたって

は、「三重県における農産物のＧＡＰ推進方針」を令和２年４月に策定し、「ＧＡＰ食材メニ

ューフェア」等の消費者の認知度向上等の取組を進めてきたところです。 

国においても「我が国における国際水準ＧＡＰの推進方策」に基づき、さらなる取組を推

進する方向としており、県では、国際水準ＧＡＰの認証取得・実践する農場数、ＧＡＰ認証

を活用した新規取引件数等を目標とした「三重県国際水準ＧＡＰ推進方針 2030」を令和６

年３月に策定し、推進に取り組んでいます。 

引き続き、推進方針に基づく国際水準ＧＡＰの推進に取り組むとともに、さまざまなイベ

ントを契機としたＧＡＰ認証農産物の販路拡大や認知度向上に取り組みます。 

 

令和７年度の概要 
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今後の取組方向 

①  県・ＪＡ・市町等で構成する「地域ＧＡＰ推進チーム」を核に、ＧＡＰの認証を取

得した生産者や取得をめざす生産者等に対して、取組状況に応じた実践支援に取り組

みます。また、認証取得に向けた指導体制の強化に向け、ＧＡＰの指導員育成体系を

整備し、認証取得や実践を支援する推進指導員の確保に取り組みます。 

②  農林水産業の生産力向上と持続性の両立をめざす「みどりの食料システム戦略」の

実現に向けた取組の一つである、有機ＪＡＳの認証取得を進めるため、有機農業指導

員の育成と指導体制の整備を進めます。また、有機農業に取り組む農業者の組織であ

る「三重県みんなの有機農業ネットワーク」の構成員を対象に、情報提供や意見交換

を行う研修会の開催に取り組み、有機農業の普及拡大を図ります。（一部再掲） 

 

（２）国際水準ＧＡＰ等の認証を生かした国内外におけるプロモーションの展開 

 

令和７年度の取組状況 

①  ＧＡＰ認証農場で生産された農産物（以下、「ＧＡＰ認証農産物」という。）に対する

消費者の理解を深め、販売促進につながるよう、県内農業高校と連携したＰＲを行いま

した。具体的には相可高校にＧＡＰ認証農産物を活用した特別メニューを開発していた

だくとともに「ＧＡＰ食材メニューフェア」として高校生レストラン「まごの店」で限

定販売（10月 25日、26日 各 40食）を行うなど認知度向上を進めました。 

 

今後の取組方向 

①  ＧＡＰ等の国際認証等を取得した県産農林水産物の販路の拡大に向け、県内外の飲

食店やホテル等関連事業者とのマッチングを進めます。（再掲） 

 

（３）多様なツーリズムが展開されるほか、国際認証を取得した農産物等を生かし

た都市と農村の交流拡大の促進 

 

令和７年度の取組状況 

①  農山漁村ならではの「体験」、「食」、「泊」を楽しむ「農泊」（農山漁村滞在型

旅行）の取組を加速するため、農泊の持つ「心の癒し効果」を活用した企業等の研修

の場としての利用を想定したリフレッシュプログラムの造成のための研修（２回）、

そのプログラムを実証するモニターツアー（４コース）を実施しました。また、外国

人旅行者向け体験プログラム造成のための研修および旅行代理店等に対するモニタ

ーツアー（３コース）を実施しました。（再掲） 

 

今後の取組方向 

①  農村等での長期滞在と消費を促進するため、農泊の需要拡大に向け、企業の福利

厚生等に活用できる体験プログラムの磨き上げやプロモーションに取り組むととも

に、訪日外国人を対象とした体験プログラムの造成とモニターツアーによる課題抽

出や改善の実施、農林漁業体験民宿の開業支援など、受入体制の強化を進めます。

（再掲）
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（１）ウイルスの侵入防止策の強化・徹底 
 

令和７年度の取組状況 

①  農場内への豚熱ウイルスの侵入とまん延防止に向けて、豚熱感染リスクの高いワク

チン接種前の離乳豚を飼養する豚舎（離乳豚舎）周辺における小動物侵入防止対策や

飼養豚の豚舎間移動時の感染防止対策のための衛生設備の整備を支援しました。 

②  養豚農場において、令和５年６月から開始された認定農場の登録飼養衛生管理者によ

るワクチン接種が適正に実施されるよう、接種を希望する登録飼養衛生管理者を対象と

した研修会を開催し、ワクチンの管理や接種適期等を指導しました。（再掲） 

③  高病原性鳥インフルエンザの家きん農場における発生を防止するため、他県での発

生を受け、県内すべての家きん農場（119 農場）に対して消毒命令を発令するととも

に、令和８年１月には消毒資材（消石灰）を無償配付しました。あわせて、飼養衛生

管理基準の遵守徹底に向けた防疫指導や注意喚起に取り組みました。また、同月に津

市の採卵鶏農場で高病原性鳥インフルエンザ発生事例が１件あり、民間事業者、ＪＡ、

関係市の協力を得て、迅速に防疫措置を実施しました。（再掲） 

 

今後の取組方向 

①  豚熱感染リスクの高い離乳豚舎周辺への野生小動物の侵入を防止するため、侵入防

止柵の点検補修や機能向上、消毒の徹底等によるウイルス侵入防止対策を推進します。 

②  養豚農場周辺の野生イノシシの豚熱陽性の確認情報の提供とあわせて、農場におけ

る防疫対策の強化を進めます。また、各農場の実情に応じた豚熱やアフリカ豚熱への

対策を的確に実施できるよう、引き続き、飼養衛生管理の手順等のマニュアルや発生

時に備えた農場カルテの充実等、きめ細かな支援・指導に取り組みます。（再掲） 

＜危機管理体制＞豚熱（ＣＳＦ）等家畜防疫対策の強化・徹底 
 

豚熱（ＣＳＦ）や高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病の発生を未然に防止するた

め、県内養豚農場および養鶏農場における飼養衛生管理基準の遵守徹底を推進するなど、

家畜防疫対策に取り組みました。 

令和７年度における高病原性鳥インフルエンザについては、15 道府県で 23 事例が発生

しました。本県では、消毒命令の発令や飼養衛生管理基準の遵守徹底を図るとともに、１

月に津市の採卵鶏農場で発生した事例に対し、民間事業者、ＪＡ、関係市の協力を得て、

迅速に防疫措置を実施しました。 

豚熱（ＣＳＦ）については、２県で５事例が発生しました。本県では、飼養豚へのワク

チン接種の継続、飼養衛生管理基準の遵守徹底を図るとともに、豚熱ウイルスを媒介する

野生イノシシ対策として、経口ワクチンの散布に加え、感染状況や免疫獲得率を把握する

ための県内全域での調査捕獲や県が主体となった捕獲を行うなど、捕獲強化を図りました。

なお、県内での発生はありませんでした。 

令和８年度は、養鶏農場および養豚農場における飼養衛生管理基準の遵守徹底、防疫対

策の再点検・強化等、さらなる家畜防疫対策の強化・徹底を進めます。 

令和７年度の概要 
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③  養豚農場のうち認定農場における登録飼養衛生管理者がワクチン接種を継続して

適正に実施できるよう、登録飼養衛生管理者を対象とした研修会を開催し、適切なワ

クチンの管理や接種適期等の指導に取り組みます。 

④  高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病の発生予防と万一の発生時における迅

速な防疫措置の実施に向け、市町や県関係部局等と連携しながら、飼養衛生管理基準

の遵守を推進し、防疫演習等を通じて防疫体制の強化を図るとともに、家畜伝染病予

防法に基づく消毒命令の早期発令、豚熱ワクチン接種の一層の最適化を進めます。（再

掲） 

 

（２）ウイルスのまん延防止策の強化 
 

令和７年度の取組状況 

①  野生イノシシの豚熱ウイルスに対する免疫獲得率を高めるため、17市町（津市、四

日市市、伊勢市、松阪市、鈴鹿市、名張市、亀山市、鳥羽市、いなべ市、志摩市、伊

賀市、菰野町、多気町、玉城町、大紀町、南伊勢町、御浜町）の養豚農場周辺地域に

おいて、市町や猟友会等と連携し、経口ワクチンの散布（約 24,000個）を進めるとと

もに、県内全域で野生イノシシの調査捕獲を実施し、豚熱への感染状況を確認しまし

た。（再掲） 

②  豚熱の感染拡大の防止に向けて、イノシシの個体間の接触を低減させるため、国の

指定管理鳥獣捕獲等事業を活用して、養豚農場周辺や市町有害捕獲の実施が少ない山

奥等において、県が主体となって 1,368頭のイノシシを捕獲しました。（再掲） 
 

今後の取組方向 

①  野生イノシシの豚熱ウイルスに対する免疫獲得率を高めるため、市町や猟友会等と

連携しながら、感染確認状況等をふまえた計画的かつ効果的な経口ワクチン散布を進

めます。また、年間を通じて、野生イノシシに対する高い捕獲圧を継続していくため、

指定管理鳥獣捕獲等事業による捕獲を進めるとともに、経口ワクチン散布や捕獲強化

等の豚熱対策の検討に必要となる感染状況や免疫獲得率の把握のため、県内全域にお

ける調査捕獲を実施します。（再掲） 

②  豚熱の感染拡大防止に向けた野生イノシシ対策として、養豚農場周辺や市町による

有害捕獲の実施が少ない山間部等において、捕獲の強化に取り組みます。（再掲）
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アフリカ豚熱発生に備えた防疫演習を実施 
  

アフリカ豚熱（ＡＳＦ）は、ＡＳＦウイルスが豚やイノシシに感染する致死率の高い伝

染病であり、日本を除くアジア地域の各国で発生が確認されています。有効なワクチンや

治療法はなく、発生した場合に畜産業界への影響は甚大であることから、侵入を警戒して

おり、国を中心に、侵入防止に向け水際対策が行われており、県としても侵入について最

大限の警戒を行っています。 

こうした中、令和７年 11月に、当県で初の防疫演習を行い、国や県等の関係機関から 40

名を超える参加がありました。演習では「公園内の山林においてアフリカ豚熱に感染した

野生イノシシが発見された」との想定で 

①発見地点周辺の野生イノシシの死体捜索 

②イノシシ死体の採材および埋却場所への搬送 

③イノシシ死体の埋却処理 

④掘り起こし等防止のための電気柵設置など 

アフリカ豚熱のまん延を防止するために必要と考えられる防疫措置を順番に実施しまし

た。当日の意見交換や後日行ったアンケート調査から電気柵の効果的な設置方法等の課題

が明らかとなり、今後につながる有意義な演習となりました。 

令和８年度以降も継続して演習を行い、防疫体制の強化を図ります。 

  

 

 

 

トピックス１ 

防疫資材の展示説明 感染死体の埋却演習 
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三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する基本計画 

令和７年度 実施状況報告（案） 
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